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請 求 の 趣 旨 

１ 被告は，宮城県牡鹿郡女川町塚浜字前田１において，女川原子力発電所２号炉

を運転してはならない。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

との判決を求める。 

 

請 求 の 原 因 

第１ はじめに 

  平成２３年３月１１日以前の我が国は，「日本の原子力発電所では炉心溶融の

ような深刻なシビアアクシデントは起こり得ない」という根拠なき安全神話（甲

Ａ２の２ 政府事故調最終報告書４０２，４０５頁）にとらわれ，「絶対安全」

にしがみつき，「万が一」の事態を等閑視してきた（甲Ａ２の１ 政府事故調中

間報告書４８５頁）。そのため，ＩＡＥＡの指定理事国で原子力安全条約の加盟

国でありながら，国際的には確立しているはずの深層防護のうち第４層と第５層

を疎かにしていた。 

だが，平成２３年３月１１日に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故

（以下「福島第一原発事故」という。）では，３つの原子炉がほぼ同時に炉心溶

融や水素爆発に至り，目には見えない放射性物質の大量放出によって避難指示の

対象は原発から５０～６０ｋｍ離れた地域にまで及び，原子力発電所の事故のお

そろしさをまざまざと見せ付けた。３．１１前にも，原子力災害を想定した避難
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計画はあるにはあったが，そもそも「原発は安全」と思い込まされていたため，

それが「穴」だらけであることにほとんどの国民が気付けず（甲Ａ２の２ 政府

事故調最終報告書４１５，４１７頁），避難には大きな混乱が生じた。 

  福島第一原発事故を経験し，万一には，原子力発電所から大量に放射性物質を

放出する事故もあり得るということは，多くの国民の共通認識となった（甲Ａ５

５参照）。だからこそ，深層防護の第５層として，原子力災害対策特別措置法と

原子力災害対策指針は，原発から３０ｋｍ圏の自治体に，万一のことを考えた避

難計画の策定を義務付けるようになったのである。 

しかしながら，女川原発について策定されている避難計画は，深層防護の意味

を取り違えているもので，到底深層防護の第５層にはなりえない代物である。 

後記第７・３のとおり，深層防護とは，いかに専門家が最善を尽くし万全を目

指して設計したシステムであっても，なおかつ安全を損なう事象が発生し得る可

能性は排除できないとして，そのような不確かさにも適切に対応できるように対

策をとる考え方である。「深層防護の考え方」に基づく対策を有効なものとする

ためには，各防護レベルの信頼性と独立性が重要となる。 

しかし，女川原発について現在策定されている避難計画は，第８で詳述すると

おり，実効性が欠けており，避難計画が存在することで避難者を窮地に追い込む

ことすらありうるもので第５層の防護措置としては不適格である。このような状

況で女川原発を再稼働するということは，畢竟，福島第一原発事故という歴史的

事故から何も学んでいないということに他ならない。 

避難計画の実効性については，行政機関はまったく審査していない。司法にお

いてこれを審査すれば，深層防護という国際的に確立した考え方を無視しない限

り，女川原発の稼働は許されないという結論にしかならないはずである。 
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第２ 当事者 

１ 原告ら 

   原告らは，別紙当事者目録記載の住所地に居住する者らであり，宮城県石巻

市内の女川原発からおおよそ１６～２５ｋｍの範囲に居住する者である（別紙

原告避難情報一覧表参照）。 

 

２ 被告 

     被告は，東北地方６県及び新潟県を事業地域とする電力会社であり，宮城県

牡鹿郡女川町塚浜字前田１において，女川原子力発電所（以下「女川原発」と

いう。）を設置している原子力事業者（原災法２条３号）でもある。 

  

第３ 女川原発の概要と原子力発電の仕組み 

１ 女川原発の概要 

⑴ 女川原発の設備の概要 

    女川原発には１号機ないし３号機という３基の原子炉が設置されていると

ころ，その設備の概要は，以下のとおりである（甲Ａ４ 被告ホームペー

ジ）。 

   ア 定格電気出力 

     １号機は５２万４０００キロワット，２号機及び３号機はいずれも８２

万５千キロワットである。 

   イ 原子炉 

     いずれも沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ）である。 

   ウ 燃料 

     いずれも低濃縮二酸化ウランを用いている。 

なお，３号機では，福島第一原発事故前，ウラン・プルトニウム混合

酸化物（ＭＯＸ）燃料を加えたプルサーマル営業運転が予定されてお
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り，被告は平成２７年までの導入を目指していた。 

     燃料集合体の数は，１号機が３６８体，２号機及び３号機がいずれも５

６０体である。 

⑵ 女川原発の設置等に関する主要な経緯 

    女川原発の３基の原子炉の設置，運転についての主要な経緯は，以下のと

おりである（甲Ａ５ 女川町ホームページ）。 

 ア １号機 

   原子炉設置許可      昭和４５年１２月１０日 

   建設工事本格着工     昭和５４年１２月２５日 

   営業運転開始       昭和５９年６月１日 

 イ ２号機（本件の対象原発） 

   原子炉設置変更許可    平成元年２月２８日 

   建設工事本格着工     平成元年８月３日 

   営業運転開始       平成７年７月２８日 

 ウ ３号機 

   原子炉設置変更許可    平成８年４月１２日 

   建設工事着工       平成８年９月１１日 

   営業運転開始       平成１４年１月３０日 

 エ 現状 

  平成２３年３月１１日午後２時４６分に発生した宮城県沖を震源とする

東北地方太平洋沖地震により，１号機と３号機は自動停止した。２号機は

定期点検により元々停止中だった。 

  以来，女川原発では１０年以上の間，いずれの原子炉も稼動していな

い。 

  １号機について，被告は，平成３０年１０月２５日，再稼動しても採算

が見込めないとして，廃炉にすることを決定した。 
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  ２号機について，被告は，再稼動をめざし，平成２５年１２月２７日，

新規制基準適合性審査について申請した。原子力規制委員会は，令和２年

２月２６日に原子炉設置変更許可申請についての許可をした。 

  また被告は、上記申請の前日に当たる平成２５年１２月２６日、同じく

２号機の再稼働を目指し、宮城県、女川町及び石巻市と締結している安全

協定に基づき、事前協議を申し出た。宮城県らは、令和２年１月１８日、

被告に対して了解するとの回答をした。 

  これを受けて、被告の樋󠄀口康二郎社長は，２０２２年度（令和４年

度）中の安全対策工事の完了を目指すこと，２号機の早期の再稼働に向け

て全力で取り組んでいくこと等をコメントしている（甲Ａ６の１・２）。 

 

⑶ 女川原発の立地 

被告のホームページによると，女川原発は，三陸海岸の南端にある牡鹿半

島の中ほど，宮城県牡鹿郡女川町と石巻市に立地している。敷地の広さは約

１７３万ｍ２あり，東京ドーム約３７個分に相当する。牡鹿半島は，全域が

三陸復興国立公園に指定されている。 
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【甲Ａ４ 東北電力ホームページ 女川原子力発電所の紹介】 

     

２ 原子力発電の仕組み  

⑴ 原子力発電と火力発電 

原子力発電は，核分裂反応によって生じるエネルギーを熱エネルギーとし

て取り出し，これによって水蒸気を発生させ，タービンを回転させて発電

を行う。 

  一方，火力発電では，天然ガス（ＬＮＧ），石炭等の化石燃料が燃焼する

際に生じる熱エネルギーによって水蒸気を発生させ，この蒸気でタービン

を回転させて発電を行う。 

熱でお湯を沸かし，その水蒸気でタービンを回して発電を行うという点で

は，原子力発電と火力発電とで変わりはない。 

⑵ 大量に生み出される放射性物質 

原子力発電所では，原子炉において核燃料に含まれるウラン２３５を連鎖
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的に核分裂させることによって熱エネルギーを発生させ，発電を行ってい

るが，その過程で必然的に，人体や環境にとって極めて有害な核分裂生成

物が大量に生み出される。核分裂生成物のほとんどが放射性物質である 

今日標準的となっている１００万ｋＷの原子力発電所を稼働すれば，１日

で広島型原爆の４発分に相当する３ｋｇのウランを核分裂させ，それに相

当する核分裂生成物を発生させることになる（甲Ａ７「悲惨を極める原子

力発電所事故」１頁）。１年間原発を運転すれば，広島型原爆がばらまい

た核分裂生成物の優に１０００発分を超えるそれを生み出すことになる。 

このように，発電用原子炉の運転は，人体に有害な物質を多量に発生させ

ることが不可避であり，過酷事故が発生した場合に周辺住民の生命，身体

に重大かつ深刻な被害を与える危険性を本質的に内在するものである。し

たがって，原子力発電所の安全を確保するためには，放射性物質を外部に

漏らさないよう，厳重に閉じ込めておくことが何よりも重要になる。 

⑶ 原子炉事故の危険性 

    前記のように，原発の安全確保のためには放射性物質を閉じ込めることが

最重要課題であるが，一般に，原子力発電所は「止める，冷やす，閉じ込め

る」という考え方で安全を確保すると言われてきた。これは，「止める」

「冷やす」を達成できない限り，「閉じ込める」ことを達成することは極め

て困難であるからである。 

    すなわち，原子炉で異常が発生した際，原子炉を「止める」（核分裂連鎖

反応を止める）ことができなければ，炉心での核分裂連鎖反応のコントロー

ルに失敗して出力が急上昇し，１９８６年旧ソ連チェルノブイリ原発事故の

ような核暴走事故となる。「止める」ことに成功しても，崩壊熱1を「冷や

                                                 
1 核分裂の結果生じた核分裂生成物は，アルファ線，ベータ線又はガンマ線等の放射線を出し

ながら別の原子核に変化していく（放射性崩壊）が，その際に放出させるエネルギーが周辺の

物質に吸収されて，最終的に熱になったものを「崩壊熱」という。崩壊熱は，時間とともに減

少し，ウラン燃料の場合，原子力発電所が発電をしている定格出力時に発生する熱と比べる
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す」ことに成功しなければ，２０１１年（平成２３年）福島第一原発事故の

ような炉心溶融事故となる。いずれの場合も，大規模な水素爆発や水蒸気爆

発が発生し，あるいはそうでなくとも核燃料から発生する大量の熱などの影

響で，「閉じ込める」ための障壁は容易に突破され，放射性物質を広範囲に

飛散させる事態に至る危険性がある。 

    原子炉の事故によって水素爆発や水蒸気爆発が発生すれば，使用済み燃料

プールも，爆発のがれきによって直接破損するおそれがある。そうでなくと

も原子炉から放射性物質を大量放出させる事態になれば，使用済み燃料プー

ルの冷却機能が失われて復旧困難となり，いずれ崩壊熱によってプールの水

がすべて蒸発して燃料溶融に至り，さらに事態を深刻化させる危険性があ

る。 

    このように，原子力発電所の事故は，複数の対策を成功させかつこれを継

続できなければ収束には向かわず，一つでも失敗すれば被害が拡大して，最

悪の場合には破滅的な事故につながりかねないという，他の科学技術の利用

に伴う事故とは質的にも異なる特性がある。 

    ただし，原子力発電所を長期間停止させている場合，その停止させている

期間の長さに応じて，使用済み燃料プールに移されている核燃料の崩壊熱は

減少している。 

稼動を停止してから１０年以上が経過している女川原発は，使用済み燃料

プールから放射性物質を外部に放出させる事故の可能性を完全には否定でき

ないものの，崩壊熱はゼロといってよい2。勿論，異常発生時に核分裂反応

                                                 
と，崩壊熱は原子炉の停止直後に約７％，２４時間後に１％未満になる。（甲Ａ４８ 原子力

規制委員会「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」平成３０年１２月１９

日，３８頁） 
2 時事通信の報道（甲Ａ８）によると，愛知淑徳大の親松和浩教授（原子核物理）が，３年間

使用した燃料棒から崩壊熱が減少する日数を試算したところ，ゼロに近づくまでおよそ３年か

かるとしている。また東京都市大の丹沢富雄特任教授（原子炉物理）も「（使用済み燃料プー

ルは）５年間は常に水を循環させないといけない」と，ほぼ同じ考え方を示している。 
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を止めることに失敗する心配は要らない。つまり，「止める」ことに失敗す

ることも，「冷やす」ことに失敗することも，ともに考えられない。したが

って，停止状態が続いている現在の女川原発の事故のリスク（事故の発生可

能性と事故による被害の程度）は，稼働している原子力発電所とは比較にな

らない程小さくなっている。 

⑷ 稼動していない原子力発電所は事故のリスクが小さいこと 

    ところで，１９７９年に過酷事故を引き起こした米国スリーマイル島原子

力発電所２号機，１９８６年に過酷事故を引き起こしたソ連チェルノブイリ

原子力発電所４号機，そして２０１１年（平成２３年）に過酷事故を引き起

こした福島第一原子力発電所１～３号機は，いずれも異常発生時において原

子炉が稼働中だった。一方，福島第一原発４号機は，同１～３号機より高い

津波に襲われたにもかかわらず，東北地方太平洋沖地震の発生時には定期検

査のため停止中だったため，過酷事故には至らなかった。このような過去の

事例事実を見ても，原子力発電所において過酷事故を防ぐための最も有効な

手段は，原子炉を稼動しないことであることが分かる。 

    東京電力社員の上津原勉氏は，検察庁において，「今回の津波（注；東北

地方太平洋沖地震に伴う津波）の約５日前から原子炉の運転が停止され，原

子炉圧力容器を開放して原子炉の水位を上げるなどの措置がとられていれ

ば，今回の事故（注：福島第一原子力発電所事故）を防ぐことが確実にでき

た」と供述している（甲Ａ９）。５日経てば運転停止直後に比べ崩壊熱が格

段に小さくなることがその理由であるが，かかる供述からしても，稼働して

いない現状の女川原発で過酷事故が発生する危険性は極めて小さくなってい

ることは明らかである。 

⑸ 放射性物質の人体に対する影響 

   ア 放射線はＤＮＡを損傷する 

    原子力発電所で深刻な事故が発生し大量の放射性物質が外部に放出される
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と，周辺住民は，放射線によってその生命，身体に深刻な被害をこうむる可

能性がある。 

    放射線は大きなエネルギーを持っているために体の中を貫通し，その通り

道にある細胞を傷つける。放射線のエネルギーに比較すると，生物の体を形

作っているあらゆる分子が結び付いているエネルギーは桁違いに小さい（例

えばセシウム１３７の出すベータ線の約１０万分の１）。そのため，放射線

がたとえ１本でも細胞の中を通ると，その通り道に当たる分子の結合は簡単

に切れてしまい，その機能が損傷される。放射線の通り道はランダムなので，

体の設計図であるＤＮＡを切断することもある（甲Ａ１ 国会事故調４０１

頁）。 

   イ 急性障害：確定的影響について 

    ＤＮＡの修復機能もあるが，大量の放射線を浴びるとＤＮＡの切断数も多

くなり，その修復が間に合わず，細胞は死んでしまう。このため全身に一度

に大量の被ばくをすると急性障害を起こす。被ばく線量が少ない場合には，

リンパ球や白血球の減少，吐き気，発熱，下痢などの症状でとどまるが，被

ばく線量が多くなると下血，紫斑，脱毛などが起きて死亡する場合もある。

急性障害は，ある線量以上浴びると確実に現れるので，確定的影響ともいわ

れる（甲Ａ１ 国会事故調４０１頁）。 

１９８６年チェルノブイリ原発事故では，大量の放射線被ばくによる急性

障害が２００名あまりの原発職員と消防士に現れ，結局３１名が死亡した

（甲Ａ１０「チェルノブイリ原発事故」）。１９９９年（平成９年）東海村Ｊ

ＣＯ臨界事故の際には，２名の作業員が急性放射線被ばくによって死亡した。 

  ウ 晩発障害：確率的影響について 

    低線量（１００ｍＳｖ以下）の放射線を浴びた場合，数年から数十年後に

がん，白血病や遺伝的障害などの晩発障害が起きる可能性もある。晩発障害

は浴びた人数のうち，被ばく総線量に応じて「そのうちの何人」というよう
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に一定の確率で現れるので，確率的影響ともいわれる。放射線が発がんの原

因になるのは，ＤＮＡに複雑な損傷を起こすからである（甲Ａ１ 国会事故

調４０２頁）。 

     ＤＮＡの損傷は様々な要因で日常的に発生しているが，細胞はそのほとん

どを修復している。しかし，放射線はエネルギーが大きいため，その損傷は

複雑で治しにくく，治しても間違いを起こしやすい。もし間違って治すと，

その部分の遺伝子に突然変異が生じる。突然変異は元に戻らないために，そ

の細胞が生きている限り残り，細胞が分裂するとその娘細胞に引き継がれて

いく。突然変異を持つ細胞がさらに放射線を浴びて，傷の治し間違いが起き

ると，別の遺伝子に突然変異が起きる。このように突然変異は細胞の中にた

まってゆき，がんの原因になることがある。 

     放射線被ばくが少なければ，それにしたがってリスクは減少するが，被ば

くがゼロになるのは放射線がゼロの場合のみである。この考え方は，放射線

影響に関する国際的な機関で広く承認されている。 

    被告を含む原子力発電推進派は，我々が日常生活の中でも様々な場面で放

射線を受けていること等を広報し3，さも少量の被ばくであれば影響を無視

できるかのように喧伝しているが，少ない被ばく線量でも相応のリスクはあ

ると考えられるのであり，被告は女川原発の運転によって原告ら周辺住民が

無用な被ばくをすることのないよう，細心の注意を払うべきであることはい

うまでもない。 

  エ 遺伝的影響 

 さらに，人の生殖細胞が放射線を受けると，そのために染色体の異常や遺

伝子の突然変異が生じ，それが原因となって，親とは違った形質が子孫に出

現し，子孫の身体的または生理的な形質や機能に何等かの影響が発現してく

                                                 
3 東北電力ホームページ「放射線ってどんなもの？」 

https://www.tohoku-epco.co.jp/electr/genshi/safety/qa/q4.html 

https://atomica.jaea.go.jp/dic/detail/dic_detail_1242.html
https://atomica.jaea.go.jp/dic/detail/dic_detail_462.html
https://atomica.jaea.go.jp/dic/detail/dic_detail_1407.html
https://atomica.jaea.go.jp/dic/detail/dic_detail_877.html
https://www.tohoku-epco.co.jp/electr/genshi/safety/qa/q4.html


18 

 

ることがある。これが遺伝的影響である（甲Ａ１１「放射線の遺伝的影

響」）。 

 マウスの実験では，劣勢特定遺伝子座の突然変異，癌や先天性奇形などの

多因子疾患，ＤＮＡレベルでは「繰り返し配列」の突然変異について，放射

線起因性（＝線量効果）が証明されている。 

 一方で，人のデータについては，疫学的にも，ＤＮＡレベルでも，未だに

コンセンサスが得られる「有意な影響」を示すデータがない。 

 しかしながら，人について「今のところ影響が検出できていない」からと

いって，それは「影響がない」ことと同義ではない。ヒトと同じ哺乳類であ

るマウスの実験では明らかな影響が認められている以上，ヒトでも同様の影

響が生じる可能性を前提として対策を講じるべきである（甲Ａ１２「放射線

の継世代（遺伝的）影響 研究の現状と問題点 核被害者次世代の人権を考

える」参照）。 

 

第４ 福島第一原事故の概要 

１ 福島第一原発事故の概要  

    原子力発電に内在する極めて深刻なリスクが我が国において現実化したの

が，福島第一原発事故である。ここで，東北地方太平洋沖地震と福島第一原発

事故を概観する。 

    平成２３年３月１１日午後２時４６分，三陸沖（牡鹿半島の東南東約１３０

ｋｍ付近）深さ約２４ｋｍを震源とするマグニチュード９．０の東北地方太平

洋沖地震が発生した。この時，福島第一原発の１号機ないし３号機（いずれも

沸騰水型原子炉）は運転中，４号機ないし６号機は定期点検のため停止中であ

った。地震を感知してすぐに１号機から３号機の原子炉は緊急停止したが，地

震の揺れですべての外部電源を喪失した。非常用ディーゼル発電機が起動し，

一旦電源は回復して炉心の冷却機能は確保されていたが，その後の津波によっ

https://atomica.jaea.go.jp/dic/detail/dic_detail_170.html
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て１号機，２号機，４号機の直流を含むほぼ全ての電源と３号機，５号機の全

ての交流電源が喪失した。 

   １号機，３号機，及び２号機は順次，炉心の冷却機能を失い，炉心溶融に至

った。炉心溶融の過程で被覆管の合金成分であるジルコニウムと水が反応して

水素が発生し，１号機，３号機及び４号機の原子炉建屋内において水素爆発が

生じた。 

東京電力は，津波による長時間の交流電源喪失や直流電源喪失といった事態

を想定したアクシデントマネジメント策を，事前に何も準備していなかった。

それでも福島第一原発所長の吉田昌郎以下東京電力の職員や協力企業の社員ら

は，劣悪な環境の下，消防車による炉心注水，自家用車のバッテリーをつなぎ

合わせた電源復旧，格納容器ベント弁の手動開操作など，マニュアルにない困

難な作業に挑み，一定の成功を収めたものもあった。だが，結果的には，１号

機，３号機，２号機は，いずれも格納容器の閉じ込め機能を大きく損ない，大

量の放射性物質が外部に放出される事態となった。 

 

２ あり得た最悪のシナリオ 

    福島第一原発事故は，当時あり得た最悪の事故ではない。その要因として

は，風向きや現場職員らの奮闘の他，様々な幸運が挙げられる。 

   事故当時の原子力委員長だった近藤駿介氏は，平成２３年３月２５日，菅直

人首相（当時）に命じられて，「福島第一原子力発電所の不測事態シナリオの

素描」（甲Ａ３ 民間事故調末尾）を作成している。 

    ここにおいては，１号機の原子炉圧力容器若しくは格納容器で水素爆発が発

生し，線量が上昇して作業員総員退避となると，４号機の使用済み燃料プール

の燃料が損傷してコアコンクリート相互作用が発生する等の事態に至り，強制

移転を求めるべき地域が１７０ｋｍ以遠にも生じる可能性や，移転の権利を認

めるべき地域が２５０ｋｍ以遠にも発生する可能性があり，これらの範囲が自
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然に小さくなるためには数十年を要することが示されている。 

 

【甲Ａ１３「日本と原発４年後」より】 

 

    この「最悪のシナリオ」について，菅直人首相（当時）は，「もし五千万人

の人々の避難ということになった時には，想像を絶する困難と混乱が待ち受け

ていたであろう。そしてこれは空想の話ではない。紙一重で現実となった話な

のだ」（甲Ａ１４「東電福島原発事故 総理大臣として考えたこと」）と回想

している。 

   これとは別に，当時のアメリカの原子力規制委員会（ＮＲＣ）委員長のグレ

ゴリー・ヤツコ氏は，４号機の使用済み燃料プールの水は空だと判断してい

た。４号機の使用済み燃料プールはもっとも燃料の崩壊熱が大きく，燃料損傷

に至ることが強く懸念されていた。その上，同年３月１５日９時３８分頃には

４号機の原子炉建屋付近で火災が発生していることを確認したが，放射線量が
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高く消火に行くこともできない状況であった。そうであるにもかかわらず，４

号機の使用済み燃料プールからの大量の放射性物質放出を免れることができた

要因については，水素爆発によってもプールが壊れなかったことに加え，定期

点検の工期が遅れたため隣の原子炉ウェルに偶々水が張られており，プールの

水位の低下にともなってプール側に圧力がかかり，プールに水が流れ込んだた

めと見られている（甲Ａ２の１ 政府事故調中間報告書２３６頁）。 

 

 

【甲Ａ１５ 朝日新聞デジタル「吉田調書」エピローグ「水面が見えた」】 

 

   さらに，福島第一原発所長の吉田昌郎氏は，政府事故調のヒアリングにおい

て，同年３月１４日夜に２号機の減圧も注水もできなかった当時の状況を回想

し，「本当に死んだと思った」「我々のイメージは東日本壊滅」等と供述して

いる（甲Ａ１６・５０，５２頁）。翌同月１５日の早朝，ドーンという異音が

し，２号機の圧力抑制室の圧力計がゼロを示した時，現場の解析担当者は，つ

いに格納容器が壊れたと思った。そして福島第二原発へ退避するバスに乗りな

がら，「格納容器が本当にディープなんていうレベルでなく，壊れてしまっ
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て，そこらじゅうに放射性物質がまき散らされていて，自分たちも死ぬかもし

れない」と思ったという。免震棟に残った復旧班長も，同じく免震棟に残った

幹部たちの顔を見回しながら，「ああこれはもう時間の問題だ。死ぬな」と思

っていた（甲Ａ１７「福島第一原発事故の『真実』」２２２～２２３頁）。２

号機の格納容器の損傷が大きなものではなく，その閉じ込め機能が一部は保た

れたことも，やはり幸運によるものであった。 

   こういった幸運に恵まれなければ，実際に生じた被害よりもさらに深刻化し

ていた可能性がある。 

 

３ 福島第一原発事故における放射性物質の拡散状況 

   経済産業省原子力安全・保安院は，ＩＮＥＳ（国際原子力事象評価尺度）

評価に基づき，２０１１（平成２３）年３月１２日夜の時点で福島第一原発

事故を「レベル４（事業所外への大きなリスクを伴わない事故）」と発表し

ていた。それが，同年４月１２日には，最悪のレベルである「レベル７（深

刻な事故）」にまで引き上げられた4。これはスリーマイル島原発事故の「レ

ベル５」を超え，チェルノブイリ原発事故と同レベルの最悪の事態である。

福島第一原発事故で大気中に放出された放射性物質の総量は，ヨウ素換算

（国際原子力指標尺度〈INES評価〉）にして約９００ＰＢｑ（ペタベクレル）

（＝９０京ベクレル）とされる（甲Ａ１ 国会事故調３２９頁）。 

     福島原発事故により放出された放射性物質の１つであるセシウム１３７

は，地表に降下し，２０１１（平成２３）年７月２日の時点で，次の地図に

示すように土壌に沈着した。 

                                                 
4 経済産業省「東北地方太平洋沖地震による福島第一原子力発電所の事故・トラブルに対する

ＩＮＥＳ（国際原子力・放射線事象評価尺度）の適用について」平成２３年４月１２日 



23 

 

 

【甲Ａ１ 国会事故調３３０頁】 

 

   環境省によれば，福島県の総面積１万３７８２ｋ㎡のうち，１７７８ｋ㎡の

土地が年間５ミリシーベルト以上の空間線量を有する可能性のある地域に，同

県内の５１５ｋ㎡の土地が年間２０ミリシーベルト以上の空間線量を発する可

能性のある地域（政府が計画的避難区域に設定する地域。計画的避難区域と

は，事故発生から１年の期間内に積算線量が２０ミリシーベルトに達するおそ

れのある区域。）になった（甲Ａ１ 国会事故調３５０頁参照）。 

   セシウム１３７の半減期5は３０年であるから，今後も１００年以上にわた

                                                 
5 半減期とは，壊変（原子核が放射線を出して別の原子核に変わる現象のこと。）によって始

めの放射性物質の数が半分になるまでの時間を言う。 

東京都環境局ホームページ参照

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/policy_others/radiation/about/hangenki.html 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/policy_others/radiation/about/hangenki.html
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って放射線を発し続け，人々を被ばくさせることになると考えられる。 

   福島第一原発事故による避難区域指定は，福島県内の１２市町村に及び（甲

Ａ１ 国会事故調３３１頁），２０１２（平成２４）年５月のピーク時には，

福島県の避難者数だけで１６万４８６５人に上った（甲Ａ１８ 河北新報）。

事故から約９年後の令和２年３月１０日時点でも，福島県内の７市町村（双葉

町，大熊町，富岡町，浪江町，南相馬市，葛尾村，飯舘村）にわたって「放射

線量が非常に高いレベルにあることから，バリケードなど物理的な防護措置を

実施し」ている帰還困難区域が存在し，多くの住民が帰還することを許されな

い状況が続いている（甲Ａ１９の１・２ 福島県ホームページ）。福島県が発

表している県外への避難者数は，令和３年４月９日時点で２万８１７１人であ

る（甲Ａ２０）。避難指示が解除された地域でも，被ばくの不安や生活インフ

ラの状況等から，多くの住民が帰還できずにいる。 

   ただし，東京電力の推定によると，セシウム１３７は福島第一原発事故で

大気へ放出された放射性物質の，わずか９０分の１程に過ぎない（甲Ａ２

１・２９４頁）。福島第一原発事故では，セシウム１３７を遥かに超える量

のヨウ素１３１等が福島第一原発から放出され，事故直後には多くの周辺住

民を被ばくさせていたと考えられる。ただし，ヨウ素１３１についてはモニ

タリングデータが乏しく，住民の被ばくの実態は十分に明らかになっている

とはいえない。 

 

４ 想定を上回る自然災害による事故の危険性 

 多くの地震専門家は，東北地方太平洋沖地震が起きるまで，当該領域でＭ９

級の地震が起きるとは考えていなかった（甲Ａ２２ 松澤(2011)）。「比較沈

み込み学」にとらわれて，Ｍ９級の地震は起きないと考えていた，と言う方が

より正確であろう。 

   しかし，東北地方の地震の記録は，歴史記録を含めても過去４００年ほどし
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かなく，世界的に見ても，Ｍ９級の地震の記録は極めて限られている。その程

度の記録しかないにもかかわらず，東北沖でＭ９は起きないと断定すること

は，元々無理だったのである。 

翻って考えれば，日本列島は，ユーラシアプレート，北米プレート，太平洋

プレート及びフィリピン海プレートという４つのプレートの境目に位置してい

る，世界有数の地震国である。日本の国土面積は世界の約０．２５％である

が，世界で発生するマグニチュード６以上の地震の約２割が日本周辺で発生し

ている（甲Ａ２３，２４）。付け加えると，日本には世界の活火山の約１割が

あり，世界有数の火山国でもある（甲Ａ２５）。 

   このように地殻変動が激しく自然災害の頻度が高い我が国において，原子力

発電所の安全に極めて大きな影響を与えるような自然現象を事前に正しく想定

することは，最新の科学技術をもってしても極めて困難である。 

   「地震・津波，地質・地盤合同ＷＧ」主査として原発の耐震安全審査に関わ

っていた東京大学地震研究所教授の纐纈一起氏は，「改めて原発審査を振り返

ってみると，科学的に正しい耐震安全性が適用されるようにという信念の下，

自分では努力してきたつもりだった。しかし，科学の方に限界があって，こう

した信念も空回りしてしまったというのが正直な実感である。今回の原発事故

の最大の教訓は，どんなに一生懸命，科学的な耐震性の評価を行ったとして

も，それを上回るような現象が起こる国だとわかったことであろう。それを考

えれば，これから起こるすべての現象に備えられるような原発は造れないと思

っている」と述べている（甲Ａ２６，２７）。 

   政府事故調は，「今後，原子力発電所の安全対策を見直す際には，大規模な

複合災害の発生という点を十分に視野に入れた対応策の策定が必要である」，

「日本は古来，様々な自然災害に襲われてきた『災害大国』であることを肝に

命じて，自然界の脅威，地殻変動の規模と時間スケールの大きさに対し，謙虚

に向き合うこと」（甲Ａ２の２ 最終報告書４３３頁）と提言した。 
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３．１１後の我が国において原子力発電所を稼働させるためには，大規模な

自然災害を想定しなければならないことは当然であるが，どの程度まで大規模

な自然災害を想定すればよいのか，誰もはっきりとした答えを出せないため，

想定を超える自然災害による事故の危険性は無くならないのである。 

 

５ 小括 

   福島第一原発事故は，原発事故による被害が極めて甚大であることを我々に

見せつけ，それ故に原子力発電所には極めて高度な安全性が求められるべきこ

とを改めて実感させた。 

   そして福島第一原発事故は，人類は未だ，原子力発電所から放射性物質を大

量放出される事故を完全に防ぐことはできないことも，改めて明らかにした。

特に，想定を超える自然現象の前には，電力会社が幾つも用意していたはずの

安全設備も、同時に機能を喪失してしまうおそれがあることを明らかにした。

結局、災害大国である我が国において，深刻な原子力災害が万が一にも発生し

ないよう，原発の安全性を確保することは不可能なのである。 

   ３．１１後，女川原発の敷地内では津波対策を含む安全対策がそれなりに強

化されているようだが，事故とは常に「想定外」から起こるものである。原子

力発電所の事故の要因は，設計，施工の瑕疵、点検の不備、ヒューマンエラ

ー，テロリズムなどの人的要因，地震，津波，火山事象等の自然現象など，

様々なものが考えられる。ヒューマンエラーやテロリズムはもとより，自然現

象についても事前に的確に想定することは困難なのであるから，女川原発が再

稼働すれば，放射性物質を大量に放出するような事故が万が一にも起きないと

は誰もいえない。 

万一の事態に備えて周辺住民の被ばくを最小限にするための実効的な避難計

画の整備は，今日，ますます強く要請されるようになっている。 
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第５ 福島原発事故6の際の住民避難の混乱 

１ 根拠に乏しい避難指示 

福島県は，自らは避難指示を発出する明確な法的根拠を持ち合わせていな

いことを認識していたが，政府から避難指示が出されないことに危機感を募

らせて，平成２３年３月１１日２０時５０分，福島第一原発から半径２ｋｍ

圏内の避難指示を出した。半径２ｋｍ圏内という範囲は，過去の原子力総合

防災訓練で半径２ｋｍ圏内の住民の避難訓練を行ったことを踏まえて，必要

最小限の距離として福島県が独自に決定したものであった（甲Ａ１ 国会事

故調３１８頁）。 

政府は，福島県による避難指示を知らないまま，同年３月１１日２１時２

３分に福島第一原発から３ｋｍ圏内の避難指示と１０ｋｍ圏内の屋内退避指

示を出した。その後，翌１２日５時４４分に１０ｋｍ圏内の避難指示，同日

１８時２５分に２０ｋｍ圏内の避難指示，同月１５日１１時００分に２０～

３０ｋｍ圏内の屋内退避指示，同月２５日に２０～３０ｋｍ圏内の自主避難

要請と（甲Ａ１ 国会事故調２９９頁以下），根拠に乏しい避難指示を次々

と発した。対象地域の漸次的拡大は，該当する地域の住民から見れば振り回

されたという感情を強く抱く結果となった（甲Ａ２の１ 政府事故調中間報

告書４８３頁）。 

原子力災害対策マニュアル上，避難指示の内容は現地対策本部長が現地オ

フサイトセンターにおいて決定すべきとされているが，初期段階でオフサイ

トセンターを含め現地対策本部はほとんど機能麻痺状態にあったことから，

マニュアルの定めにかかわらず，官邸５階において避難指示の内容が決定さ

                                                 
6 事実上福島第一原発事故に影響が包摂されているため詳細は省略するが，福島第二原子力発

電所について，平成２３年３月１２日７時４５分，原子力緊急事態宣言が発出され，半径３ｋ

ｍ圏内の居住者等に対して避難指示が，半径１０ｋｍ圏内に対して屋内退避指示が出されてい

る（甲Ａ２の２ 政府事故調最終報告書）。本訴状では，福島第一原子力発電所事故と福島第

二原子力発電所事故を合せて「福島原発事故」と呼ぶ。 
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れた（同４８２頁）。 

避難指示の伝達は，原子力災害対策マニュアル上，現地対策本部長が各市

町村に伝達することになっていた。だが，震災によって電話連絡が困難とな

ったこと等により，対象自治体が実際に避難指示を認知したのは，ほとんど

の場合，テレビ等の報道によってであった（同２６７頁）。 

また，原子力災害対策マニュアル等によると，ＳＰＥＥＤＩ（緊急時迅速

放射能影響予測ネットワークシステム7）による計算結果は，周辺住民への防

護措置への検討等のために活用されるとされていた。だが，ＳＰＥＥＤＩの

計算の前提となるＥＲＳＳ（緊急時対策支援システム）からの放出源情報が

得られなかったことから，ＳＰＥＥＤＩにより各地域の放射性物質の大気中

濃度や被ばく線量等を予測した上で，それを避難区域の設定に活用すること

はできなかった。そこで，原子力技術センターは，単位量放出を仮定した定

時計算を行い，その結果を関係各所に送付した。それは少なくとも避難の方

向を判断するためには有用なものであったが，具体的な措置の検討には活用

されなかった（同２５８頁）。 

このため，放射性プルームの通過について，対象地域の住民に対して事前

に周知されることは一切なかった。避難の途上で放射性プルームが通過し，

被ばくしてしまった住民が少なからず存在することは，想像に難くない。 

また，避難指示区域は放射性物質の拡散方向の予測を前提としない同心円

状となった結果，浪江町の住民のように，避難経路が放射性物質の飛散した

方向と重なる（同２７８頁）等，多くの住民が無用な被ばくを強いられるこ

ととなった。さらに，原子力災害対策本部では，遅くとも同年３月２３日に

は，飯舘村，川俣町山木屋地区，浪江町津島地区周辺の積算線量が高いこと

                                                 
7 SPEEDI（緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム）とは，原発等の周辺環境におけ

る放射性物質の大気中濃度，被ばく線量等を，放出源情報，気象条件及び地形データをもとに

予測して，その結果を記号や等値線を用いて地図上に表示する文部科学省所管のシステムのこ

とである。 
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は認識していたはずである（甲Ａ１ 国会事故調３５４頁）が，避難区域指

定は同年４月２２日にまで遅れたことによっても，多くの住民が無用な被ば

くを強いられた。 

 

２ 住民の避難行動 

⑴ 原発事故と知らされずに避難したために生じた混乱 

避難指示は比較的速やかに住民へ伝達されたものの，福島第一原発で事故

が発生したということを，自治体，防災無線または警察からの連絡で知らさ

れたという住民は，南相馬市，飯舘村，川俣町ではわずか１０％台にとどま

る等，自治体などから住民への原発事故情報の伝達は十分になされなかった

（甲Ａ１ 国会事故調３３８頁）。 

そのため，原発事故と知らずに避難をした住民が少なからずいる。 

さらに政府は，原発事故の状況や今後の見通し，避難すべき期間や避難に

必要な準備等，住民が必要とする情報についての提供は全く行わないままだ

った。それどころか，事故状況が着実に深刻化しているにもかかわらず，

「念のため」の避難指示であることを殊更強調し，長期間の避難が必要とな

りうる事態ではないとの誤解を住民に与えてしまった（甲Ａ１ 国会事故調

３４３頁）。 

そのため，原発事故のための避難と認識していた住民にも，これから長期

的な避難になりうること，一時的にでも自宅に戻ることが今後難しくなるこ

となどを想定できず，十分な準備なく着の身着のままでの避難を余儀なくさ

れた者がいる。 

国会事故調査委員会の実施したアンケート調査においては，下記のよう

に，原発事故と知らずに避難したという住民の声が多数寄せられている（甲

Ａ１ 国会事故調３４２～３４３頁）。 

○双葉町の住民 
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     「とりあえず避難と着の身着のままで家を後にし，避難先も車で移動中

に防災無線で知ったような状態でした。普段なら１時間ほどの距離を６

時間以上かかって最初の避難所に到着」 

○大熊町の住民 

「避難指示を出す際にせめて一言でも，原発関係に触れていれば，それ

なりの準備をして，せめて貴重品，戸じまりくらいは持ち出して避難に

入れたと思います。着の身着のままの避難，一時帰宅の度に家の中は盗

難に入られ，ガッカリです」 

○富岡町の住民  

「最初の避難の時に，しばらく戻れないとはっきり言ってほしかった。

貴重品も持ち出せず，特に医療関係の書類等がないため両親共に症状が

悪化してしまった。着の身着のままでは，高齢者にはきつい」 

○広野町の住民 

「私は東電の原子力発電所での事故とはわからず，なぜ避難するのかわ

からずに町から放送で避難するようにとありました。ただ地震，津波で

電気や水道が出ないので避難をしましたが，早く原子力の事故だと教え

てほしかったと思います」 

⑵ 大渋滞により進まなかった避難 

    避難は，主に自家用車またはバスでのピストン輸送で行われたが，大渋滞

の発生により，遅々として進まなかった。 
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8 

    

自家用車での避難について，２つ事例を挙げる。 

①  福島第一原発から約７ｋｍの距離にあった冨岡町の養護老人ホー

ムの施設長の体験談には次のように記載されている（甲Ａ３０「避

難弱者」２３～２４頁）。 

     ・３月１２日朝には，自宅前の道路に避難を急ぐ車の列ができてい

た。 

・前日夜には隣近所と「隣組の行動は一緒に」と確認していたにも

かかわらず，１２日朝にはほとんどの者が既にいなくなってい

た。 

・避難経路となる幹線道路は避難民による大渋滞となっていた。中

                                                 
8 甲Ａ２９ 上岡直見「災害時の交通に関する課題」（２０１６）から抜粋 
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には，ガソリンがなくなったのか，車での避難を諦めたのか，車

を車道脇に寄せて歩き始める者や，泣きわめく子どもの手を強引

に弾きながら小走りに走り始める者もいた。 

②  福島第一原発から約７ｋｍの冨岡町に居住していた者も，大渋滞

の発生によって避難に大変な時間がかかったことを次のように述べ

ている（甲Ａ３ 民間事故調２１１頁以下）。 

  ・３月１２日９時を過ぎたころに，突然，防災無線から「福島第一

原発が緊急事態になりました。町民は川内村役場を目指して避難

してください。マイカーで行ける人はマイカーで避難してくださ

い。近所の人も乗せて下さい。バスはそれぞれの集合場所から出

ます」という内容の放送が繰り返された。 

・道が大渋滞すると思い，急いで支度をしたが，余震のためと飼い

猫のケージやトイレの準備で出発は１０時を過ぎてしまった。 

・国道６号線に出るまでは数分で出られたが，国道を横断して西に

向かうと数十ｍのところで渋滞の列の最後尾についてしまった。 

・車はなかなか前に進まず，車列はほとんど動かないので，わき道

を抜けることを考えたが，最後にはこの道しかないのでじっと我

慢した。やはり交差点ではこの道に入ろうとする車で左右の道路

は一杯であった。 

・窓を閉めているので暑いが，ガソリンが減るのでエアコンはつけ

ない。そのうちに，停車したらエンジンを切ってアイドリングを

しないようにする運転に切り替えた。 

・山に入ると電波も遮断され，ジリジリとした気持ちで通常であれ

ば２０分ほどの道を５時間ほどかかって，ようやく川内村の役場

の近くまで来た。 
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⑶ 機能不全に陥ったバスでのピストン輸送 

自家用車を所有していなかったり寝たきりなどの理由で自家用車での避難

ができない者は，バス輸送に頼るしかなかったが，震災と事故の混乱の中で

は，かかる方法も機能しなかった。 

３月１１日２１時頃，危機管理センターは国土交通省自動車局旅客課に対

して，避難用のバス１００台を貸し切るよう依頼した。手配されたバスは，

大熊町にあるオフサイトセンターに集められたが，要員が集まらずにバスの

割り振りがスムーズには行われず，また地震による道路の損壊や避難車両に

よる道路の渋滞などの影響もあり，バスを必要とする全ての自治体に必要台

数が行きわたることはなかった。結果としてほとんどのバスが大熊町等の一

部の自治体の避難に使用されることとなった（甲Ａ２の１ 政府事故調中間

報告書２６８頁）。 

書籍『避難弱者』（甲Ａ３０・７７～７８頁）では，浪江町の特別養護老

人ホーム「オンフール双葉」（福島第一原発から約１０ｋｍ）に避難用のバ

スが予定どおりに来ず，現場で混乱が生じた様子が書かれている。 

 

３ 災害時要援護者の「避難」の実態と，失われた人命・健康 

避難の過酷さは，病人，障害者，高齢者，乳幼児，妊婦等の災害時要援護者

ともいうべき人々においては，一層深刻だった。 

  福島第一原発から２０ｋｍ圏内には，５市町に７つの病院が存在し，これら

7 つの病院に合計約８５０人の患者が入院していた。そのうち約４００人が人

工透析や痰の吸引などの定期的な医療行為を必要とする重篤な症状を持つか又

は寝たきりの状態にある重篤患者であった。原発事故によって避難指示が出さ

れた際，これらの病院の入院患者は近隣の住民や自治体から取り残され，それ

ぞれの病院が独力で避難手段や受入れ先の確保を行わなくてはならなくなった

（甲Ａ１ 国会事故調３５７頁）。 
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  国会事故調は，福島第一原発事故による病院の患者避難において，患者に過

大な負担を強いた背景には，以下のような原子力災害に特有の事情があったこ

とを挙げている。 

a.看護師など医療スタッフが避難してしまい，医療関係者が不足した。 

b.避難区域が広範囲に及び，周辺住民も避難手段を必要としたため，交

通インフラがひっ迫し，活用できる避難手段が限定された。 

 c.避難区域が広範囲に及んだため患者が長距離，長時間の避難を強いら

れた。 

d.放射線による被害を避けるために短期間で避難先を確保することが求

められ，十分な医療設備のない避難所に一次避難してしまった病院が

あった。 

結果として，２０１１（平成２３）年３月末までの死亡者数は，７つの病院

及び介護老人保健施設での合計で少なくとも６０人に上る（甲Ａ１ 国会事故

調３５８頁）。 

その後も，劣悪な避難生活や住み慣れた故郷の喪失，家族の離散等の状況の

中で，この人数を遥かに超える人が命を縮めたことは想像に難くない（福井地

裁平成２６年５月２１日判決（判例時報２２２８号７２頁））。復興庁の発表に

よると，東日本大震災における震災関連死の死者数は，福島県で２３１３人に

上っている（令和２年９月３０日現在）（甲Ａ３１）。福島県の震災関連死の死

者数は，津波で甚大な被害を受けた岩手県（４６９人）や宮城県（９２９人）

を大きく上回っており，原発事故が直接的若しくは間接的に多くの福島県民の

命を奪っていることは明らかである。 

 

４ 防護策として機能しなかった安定ヨウ素剤 

   放射性ヨウ素は身体に取り込まれると甲状腺に集積し，甲状腺がんを発生さ

せる可能性があるが，放射性ヨウ素の甲状腺への集積を防ぐために安定ヨウ素
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剤を服用することが効果的であると考えられている（甲Ａ１ 国会事故調４０

８頁）。 

   しかし，福島第一原発事故の際には，原子力災害対策本部及び福島県知事は

安定ヨウ素剤の服用に適当だと考えられる時間内に服用指示を出さなかった。 

   双葉町，富岡町，大熊町及び三春町の４町は，独自の判断で町民に安定ヨウ

素剤の配布・服用を行った。 

一方でいわき市と楢葉町は，空間線量や炉に関する情報がない中服用のタイ

ミングが分からず，ヨウ素剤を配布しただけで，住民に服用させることができ

なかった。浪江町は副作用を恐れて配布自体を見送り，南相馬市は既に住民の

多くが自主避難を始めていた状況にあったため，配布が間に合わなかった。 

 

５ 複合災害に備えた防災体制の不備 

福島第一原発事故の被害が拡大した一因として，政府にも自治体にも，地

震・津波と原子力災害の同時発生という複合災害に備えた防災体制がなかっ

たことが挙げられる（甲Ａ１ 国会事故調３７６頁）。 

２００７年（平成１９年）７月１６日に新潟県中越沖地震が発生した際，

柏崎刈羽原子力発電所において変圧器火災や放射性物質を含む水漏れ等のト

ラブルや不具合が発生したことを受けて，複合災害を想定した原子力防災体

制の必要性が指摘された。 

しかし，国の関係機関や一部の立地自治体からは反発に近い意見が寄せら

れ，複合災害への対策は進まず，地域防災計画において複合災害対策を明記

していた自治体はわずかであった。 

福島県での地域防災計画（原子力災害対策編）においては，複合災害への

対策については明記されていなかった。その結果，住民の避難などにおい

て，国はもとより自治体における対応の整合性，一貫性を欠き，様々な混乱

等の問題が生じた（同３７８頁）。 
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６ 福島第一原発事故の避難が遺した教訓 

   政府事故調では，福島原発事故における避難の実態を踏まえて，以下のよう

な「原子力災害の再発防止及び被害軽減のための提言」がなされている。 

   「○ 『被害者の視点からの欠陥分析』に関する提言 

    …なお，住民の避難計画とその訓練については，原発事故による放射性物

質の飛散範囲が極めて広くなることを考慮して，県と関係市町村が連合

して，混乱を最小限にとどめる実効性のある態勢を構築すべきである」

（甲Ａ２の２・４３３頁） 

     「地方自治体は，原発事故の特異さを考慮した避難態勢を準備し，実際に

近い形での避難訓練を定期的に実施し，住民も真剣に訓練に参加する取

組が必要である」（甲Ａ２の２・４３７頁，甲Ａ２の１・４８４頁） 

    「避難に関しては，数千人から十数万人規模の住民の移動が必要になる場

合もあることを念頭に置いて，交通手段の確保，交通整理，遠隔地にお

ける避難場所の確保，避難先での水・食料の確保等について具体的な計

画を立案するなど，平常時から準備しておく必要がある。特に，医療機

関，老人ホーム，福祉施設，自宅等における重症患者，重度障害者等，

社会的弱者の避難については，格別の対策を講じる必要がある」（甲Ａ２

の１・４８４頁） 

 

７ 小括 

  以上のとおり，福島第一原発事故の際には，事前に準備していた防災体制が

十分に機能せず，住民に無用な被ばくを強いてしまった。 

  かかる事実は，平成２４年に原子力関係法令が改正された重要な立法事実で

あり，これを踏まえた教訓は，本件において避難計画の実効性を判断する上で

も重視されるべきである。 
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第６ 東北地方太平洋沖地震の際の女川原発 

１ 女川原発にとっても「想定外」だった東北地方太平洋沖地震・津波 

   平成２３年３月１１日当時，被告も，宮城県沖でＭ９級の地震が発生するこ

とをまったく想定していなかった。東北地方太平洋沖地震によって女川原発で

観測された地震動（加速度，揺れの継続時間）及び津波の高さは，いずれも当

時の被告の想定を上回った。 

   女川原発では，平成１７年８月１６日の宮城県沖地震，平成２３年３月１１

日の東北地方太平洋沖地震，同年４月７日の同地震の余震と，合計３回に渡っ

て基準地震動を超える地震動を観測している。３回も設計基準で最大の地震動

を超える地震動に襲われた原発は，世界でも類を見ない。 

 

２ 危うかった女川原発の電源設備 

東北地方太平洋沖地震の地震動により，女川原発に外部電源を供給してい

た５つの送電線のうち４回線は失われた。残った１回線も，上記４月７日の

余震により喪失している。その頃には震災で損傷した１回線が復旧したた

め，女川原発では辛うじて外部電源を維持することができたが，外部電源喪

失の回避は単なる幸運によるものであった（甲Ａ１ 国会事故調１７７

頁）。 

    ただし，女川原発１号機では，同年３月１１日午後２時５５分頃，高圧電

源盤から火災が発生して外部電源が使えなくなり，非常用電源を用いた原子

炉の冷却を行うこととなった。 

    ２号機では想定を上回る津波による浸水で非常用電源を担うディーゼル発

電機の３台のうち２台までが水没し，使用不能となってしまっている。 
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３ 女川原発が過酷事故を免れたのは単なる幸運 

      地震によって発電所全体が１．０ｍ地盤沈下したため，主要建屋エリアの

敷地高さはＯ．Ｐ．9＋１３．８ｍへと沈降した。これに対して来襲した津波

の高さはＯ．Ｐ．＋約１３．０ｍであった。発災時刻における潮位は干潮に

近かったこと等を勘案すると，主要建屋エリアへの津波の浸水を回避するこ

とができたこともまた，幸運によるものであった（甲Ａ１ 国会事故調１７

７頁）。もし津波が敷地の高さを超えていたら，女川原発でも福島第一原発

同様の過酷事故が発生した可能性はあった。 

      かつて女川原発１・２号機の差止訴訟で一審（仙台地裁）の裁判長を務め

た塚原朋一氏は，このことについて，「かろうじて大丈夫だった。でも危険

性は高かったんだなあと，ぞっとしました。それが，判決をした者としての

率直な感想です」（甲Ａ３３「原発に挑んだ裁判官」１５７頁）と話してい

る。 

 

４ 女川原発で過酷事故が起きていたら避難に伴い大混乱が起きていた 

    東北地方太平洋沖地震・津波により，女川原発の周辺地域は壊滅的な被害

を受けた。女川原発は，３月１１日午後２時５７分に火災警報が鳴ったた

め，直ちに地元の消防署に通報したが，地震・津波被害により消防士は発電

所へ向かうことはできないとの連絡があり，被告は社員と協力会社からなる

所内の消防隊で対処せざるを得なかった。結果として，火災報知機がなって

から消火が確認されるまで，約８時間を要した（甲Ａ３２の２ 朝日新

聞）。女川町に通じる道路も地震と津波で被害を受け寸断され，発電所は孤

立状態だった。また，原子力災害発生時に住民避難の中心的役割を果たすこ

とになるオフサイトセンターは津波によって壊滅し，肝心な時に全く機能を

                                                 
9 Ｏ．Ｐ．とは，小名浜港工事基準面のことである。 
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果たせない状況だった（甲Ａ３２の４ 朝日新聞）。 

    東北地方太平洋沖地震以前は，宮城県，石巻市及び女川町も，福島第一原

発の立地・周辺自治体同様，大規模な地震・津波によって放射性物質が大量

に放出される事故に至ることを想定した避難計画を，まったく準備していな

かった。 

女川・石巻地域では津波による被害が甚大であったことからすれば，もし

女川原発において過酷事故が発生していれば，住民避難に伴う混乱は福島第

一原発事故のそれを超えるものになったと考えられる。 

 

第７ 法は実効的な避難計画の策定を要請していること 

１ 深層防護の概念 

   原発の安全を確保するためには，原子力発電開発の当初から，複数の防護レ

ベルを設けて対策を実施する「深層防護（Defense in Depth）」という概念が

適用されてきた。国際原子力機関（ＩＡＥＡ）は，ＩＮＳＡＧ－１０（平成８

年（１９９６年））以降，以下の５段階の防護レベルを設定する深層防護を示

している（甲Ａ１国会事故調１１８頁，甲Ａ３５日本原子力学会(2014)５１

頁）。 

 

  第１層：異常運転や故障の防止 

  第２層：異常運転の制御及び故障の検知 

  第３層：設計基準内への事故の制御 

  第４層：事故の進展防止及びシビアアクシデントの影響緩和を含む， 

過酷なプラント状態の制御 

  第５層：放射性物質の大規模な放出による放射線影響の緩和 

（サイト外の緊急時対応） 
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ＩＡＥＡが２０１２年に作成した安全基準「原子力発電所の安全：設計」

（Ｎｏ．ＳＳＲ－２/１）でも，この５段階の防護レベルによる深層防護は，

概ねそのまま引き継がれている（甲Ａ３７・４７頁）。 

   このように，５段階の防護レベルを設定する深層防護は，福島第一原発事故

以前から，確立された国際的な基準であった。しかしながら，福島第一原発事

故までは第１層から第３層までの対策が強調されており，第４層，第５層は付

け足しのような扱いに過ぎなかった（甲Ａ３６日本原子力学会(2015)３３

頁）。 

 福島第一原発事故は深層防護に対する取組みの不足に起因するものであり，

その教訓としても，深層防護の適用は重要なものとして扱われている。 

 

２ 原子力基本法は避難計画の実効性を要請していること 

    福島第一原発事故に対する反省と教訓を踏まえ，原子力規制体制及び原子力

安全対策は改めて見直すこととされ，平成２４年６月２７日，原子力規制委員

会設置法（平成２４年法律第４７号）が成立した。同法１条には，事故の発生

を常に想定し，その防止に最善かつ最大の努力をしなければならないという認

識に立って，「確立された国際的な基準」を踏まえて安全の確保に必要な施策

を策定し，もって国民の生命，健康及び財産の保護，環境の保全等に資するこ

とが目的として明記された。 

また，原子力規制委員会設置法附則１２条により原子力基本法が改正され，

国民の生命，健康及び財産の保護等を目的として，「安全の確保については，

確立された国際的な基準を踏まえ」ることが明示された（２条２項）。 

   つまり，法改正によって「確立された国際的な基準」を踏まえた安全性が要

求されることが明文化されるようになったのである。 

   「確立された国際的な基準を踏まえ」ることを要求する改正された原子力基

本法の趣旨は，第４層及び第５層の実効性を確保することにあるものと解釈さ
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れるのであり，第５層に相当する避難計画は形だけでもあればよいという考え

方は，もはや法の趣旨に合致しないというべきである。 

 

３ 深層防護には各防護レベルの信頼性と独立性が要求されること 

   原子力施設に限らず一般産業や社会的活動を含めて一般に，ある一つの対策

が完璧に機能するのであれば，対策はそれだけで十分なはずである。一方，対

策はある想定に基づいて考えられるため，その想定から抜け落ちる事項や人知

が及ばない事項が存在することは否定できない。原子力施設の場合，人と環境

を防護するにあたって，放射線や放射性物質が制御されずに環境中に放出され

る原因にも，それらが人と環境に影響を与えるまでの種々の現象にも，人知が

及ばない振る舞いが存在しうる。すなわち，人と環境に影響を与えるまでの諸

現象や対策やその対策の効果には不確かさが存在するため，一つの対策のみで

は完璧な対策とはなり得ない（形あるものは必ず壊れるし，思うように動かな

い，対処できないこともある）。事前には充分と思われた対策でも思いがけな

い理 由で失敗するかもしれないという不確かさの影響を考慮して，別の対

策，次の防護レベルの対策と繰り返すことにより，人と環境に対する一連の防

護策全体の実効性を高めることが必要となる。 

このように，一つの対策では防げないという不確かさを考慮して， 放射線リ

スクから人と環境を護るための防護策全体の実効性（成功確率）を高めるため 

に適用されるのが原子力安全のための深層防護の概念である（甲Ａ３５・３

頁）。 

言い換えれば，いかに専門家が最善を尽くし万全を目指して設計したシステ

ムであっても，なおかつ安全を損なう事象が発生し得る可能性は排除できない

として，そのような不確かさにも適切に対応できるように対策をとる考え方が

「深層防護の考え方」である。つまり，「深層防護の考え方」は，不確かさに

対する備えであり，原子力安全を確保する上で，想定外は存在するということ
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を考慮して事前に対策しておくために不可欠な考え方である（同４頁）。 

「深層防護の考え方」に基づく対策を有効なものとするためには，各防護レ

ベルの信頼性が重要となる。 

すなわち，「深層防護の考え方」は，それぞれのレベルで最善を尽くすこと

で，初めて全体としての効果が期待されるものであって，他のレベルに依存し

て対策を考えるものではない。例えば，あるレベルの対策が十分になされてい

るのだから次のレベルでは甘くても良いとか，逆に，次のレベルでの対策があ

るからこのレベルは甘くても良いといった考え方をとってはならない。また，

他のレベルに依存して対策を考えるものではない。さらに，あるレベルの対策

に欠陥があるから，次のレベルの対策が必要とされるのだというように理解す

べきではない。 各レベルの十分な対策を前提にして，あえてその効果が十分で

なかった場合に備えて対策を多層にするという考え方である。 

この点，ＩＡＥＡの基本安全原則（Ｎｏ．ＳＦ－１）でも，「異なる防護レ

ベルの独立した有効性が，深層防護の不可欠な要素」（甲Ａ３８・１３頁）と

規定されている。 

 

４ 規制委員会は避難計画の実効性を審査していないこと 

   然るに，原子炉等規制法における設置許可基準規則（新規制基準）は，重大

事故等対策を講じること（深層防護の第４層）を要求事項とするが，避難計画

の整備を要求事項とはしていない。つまり，原子力規制委員会は個別の原子炉

の設置，運転を認めるに当たって，避難計画の実効性を審査していない。 

   このことについては，片山啓長官官房審議官も，記者から，避難計画が一定

の水準に達しているか否かを審議，判断する場がないことを指摘されたことに

対して，「今の日本の法体系上，そのような枠組みはない。地域の防災計画，

避難計画はあくまでも自治体が作成するもの」と回答し，地方自治体の役割を

強調して避難計画の実効性を審査する仕組みがないことを事実上認めている
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（甲Ａ３９ 平成２６年６月２５日原子力規制委員会記者会見録６頁）。もっ

とも，原子力規制委員会は，「災害対策基本法及び原子力災 害対策特別措置

法を始めとする関係法令等に基づき，国，地方公共団体，原子力事業者等が実

効的な避難計画等の策定や，訓練を通じた検証等を行っており，この点から

も，第５の防護レベルにおいて求められている措置は担保されており，ＩＡＥ

Ａの安全基準に抵触するものではない」（甲Ａ４８「実用発電用原子炉に係る

新規制基準の考え方について」７６頁）と述べており，第５の防護レベルとし

ては，避難計画に実効性が備わっていることが必要である旨の見解を明らかに

しているといえる。 

   なお，新規制基準の適合性審査を終えた原発については，各地域原子力防災

協議会が，地域防災計画や避難計画等が具体的かつ合理的なものとなっている

ことを確認し，その結果が原子力防災会議に報告され，了承されているが，こ

のプロセスは，地域防災計画等の策定と実施に対する国の支援の一環であり，

地域防災計画等の審査ではない（甲Ａ３４小池(2016)６頁）。原子力防災会

議は，避難計画が現実に実行可能か，すなわち実効性があるか否かについて，

実質的な検討は全くなされていない（甲Ａ４３上岡(2020)３５頁）。 

   また，政府は，国会議員からの質問に対する平成２８年１０月１１日付けの

答弁書（甲Ａ４２の２）において，住民の避難等の防護措置に関する事項につ

いては，災害対策基本法，原子力災害対策特別措置法等に基づき，既に各地域

において実効性のある計画が作成される仕組みとなっているため，新規制基準

に「万が一の事故の際に実効性のある避難計画の策定」を盛り込むことは考え

ていない，との見解を明らかにしている。 

 

５ 原子力災害対策指針は地方自治体の避難計画に実効性を求めていること 

   原子力災害対策特別措置法６条の２において，原子力規制委員会は，原子力

災害対策の円滑な実施を確保するための指針（原子力災害対策指針）を定めら
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なければならないとされている。 

これに基づき，原子力規制委員会は，平成２４年１０月３１日，原子力災害

対策指針を制定し，その後も頻繁に改正がなされている。 

令和元年７月３日一部改正による原子力災害対策指針第２（３）には，原子

力災害対策特別措置法６条の２第２項３号にあるとおり，「原子力災害対策重

点区域」の設定に関して規定している。発電用原子炉施設については，「原子

力災害対策重点区域」の目安は以下のように示されている。 

（イ） 予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ）：原子力施設からおおむ

ね半径５ｋｍ 

（ロ） 緊急防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）：原子力施設からおおむね

半径３０ｋｍ 

 女川町と石巻市は，いずれも，女川原発から半径５ｋｍ圏内の区域と半径

３０ｋｍ圏内の区域の双方を含んでいる。よって，女川町，石巻市及び宮城

県は，原子力災害対策特別措置法５条，６条及び６条の２に基づき，原子力

災害対策指針に適合した，「地域防災計画（原子力災害対策編）」を作成

し，これを実施する責務があることになっている。 
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【女川町企画課「女川町広域避難計画の概要」２頁から引用】 

 

 また被告は，原子力事業者防災業務計画を作成し，これにしたがって原子

力災害の発生又は拡大を防止するために必要な業務を行うこととなっている

（原災法７条，８条２項）。 

 そして，原子力災害対策指針は冒頭の「＜目的・趣旨＞」において「国民

の生命及び身体の安全を確保することが最も重要
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

であるという観点から，緊

急事態における原子力施設周辺の住民等に対する放射線の重篤な確定的影響

を回避し又は最小化するため，及び確率的影響のリスクを低減するための防
．

護措置を確実なものとする
．．．．．．．．．．．．

ことにある」と明記し，「住民の視点に立った防
．．．．．．．．．．

災計画
．．．

を策定すること」を基本的な考え方として掲げている（傍点引用者。

以下同じ）。 

また，「原子力災害対策重点区域の範囲」に関して，「この目安について

は，主として参照する事故の規模等を踏まえ，迅速で実効的な防護措置を講
．．．．．．．．．．．．．

ずる
．．

ことができるよう検討した上で，継続的に改善していく必要がある」

女川原発 
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（５２頁）としている。さらに，地方公共団体は，各地域防災計画（原子力

災害対策編）を策定する際には，迅速かつ実効性のある防護措置
．．．．．．．．．．．．．．

が実施でき

る原子力災害対策重点区域を設定するために，区域内の市町村の意見を聞く

こと等が重要であると規定している（５４頁）。 

かかる記載からしても，原子力施設からの放射性物質の異常な放出等の事

態が発生しても，その周辺住民の被ばくを最小限に抑えるための実効性のあ

る避難計画の作成が，該当する地方公共団体に義務付けられていることは明

らかである。 

 

６ 本来は避難計画の実施可能性が審査されるべきだった立地審査 

    平成２４年改正前の原子炉等規制法２４条１項４号は，原子炉の設置許可

基準として，「発電用原子炉施設の位置」が「災害の防止上支障がないもの

であること」と規定していた。この趣旨は，原子炉は「その稼働により，内

部に多量の人体に有害な放射性物質を発生させるものであって，原子炉を設

置しようとする者が原子炉の設置，運転につき所定の技術的能力を欠くと

き，又は原子炉施設の安全性が確保されないときは，当該原子炉施設の従業

員やその周辺住民等の生命，身体に重大な危害を及ぼし，周辺の環境を放射

能によって汚染するなど，深刻な災害を引き起こすおそれがあることにかん

がみ，右災害が万が一にも起こらないようにするため，原子炉設置許可の段

階で，原子炉を設置しようとする者の右技術的能力並びに申請に係る原子炉

施設の位置，構造及び設備の安全性につき，科学的，専門技術的見地から，

十分な審査を行わせること」にある（最判平成４年１０月２９日民集第４６

巻７号１１７４頁）。 

    この審査のための基準の１つに「原子炉立地審査指針及びその適用に関す

る判断めやすについて」がある。ここでは，万一の事故に備え，公衆の安全

を確保するために，原子炉の敷地は，その周辺も含め，必要に応じ「公衆に
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対して適切な措置」を講じうる環境にあることが原則的立地条件とされた。

また，重大事故を超えるような技術的見地からは起こるとは考えられない事

故（「仮想事故」）の発生を想定しても，周辺の公衆に著しい放射線災害を

与えないことが基本的目標の１つとされ，そのために原子炉からある距離の

範囲の外側は「適切な措置」を講じ得る環境にある「低人口地帯」とするこ

とが規定された。「適切な措置」とは，原子炉施設の場合，事故時の公衆の

退避等に係る措置，緊急時対応計画（避難計画）のことと理解されている10。 

    すなわち，従来の立地審査では，実効的な避難計画が策定できるか否かを

審査することが予定されていたのである。 

    なお，ＩＡＥＡ安全基準（ＮＳ－Ｒ－３“Site Evaluation for Nuclear 

Installations”２００３）でも，立地審査において，避難計画策定にあたっ

て克服できない障害がないこと，つまり避難計画の実施可能性・実効性のあ

る地点であることを確認すると規定している（甲Ａ４５「2.1」「2.26」～

「2.29」「4.11」「4.13」など）。 

    ところが，従来の原子力規制機関は，「仮想事故」といいながらも実際は

「非常に甘々の評価」をして，余り放射性物質が外部に放出されないような

強引な計算をしていた。言い換えると，敷地周辺には被害を及ぼさないとい

う結果になるように考えられたのが「仮想事故」であった11。そのため，実際

の運用としては，原子炉周辺が「低人口地帯」であることは要求されず，避

難計画の実施可能性・実効性が審査されることはなかった。 

    福島第一原発事故を受けて，従来の「仮想事故」の評価が誤りであったこ

とは明らかとなったが，原子力規制委員会は，「仮想事故」の評価を正した

                                                 
10 原子力安全基準・指針専門部会 立地指針等検討小委員会「『原子炉立地審査指針及びその

適用に関する判断のめやすについて』及び関連する安全審査指針類の改訂[調査審議状況の中

間とりまとめ]」平成 22 年 3 月 30 日（甲Ａ４４・１３頁） 
11 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会会議録第四号（甲Ａ４６）７，９頁 

 岡本孝司「証言班目春樹 原子力安全委員会は何を間違えたのか」（甲Ａ４７）１４４頁 
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上で立地審査をやり直すことはしていない。その弁解の１つとして，原子力

規制委員会は，原子力災害対策特別措置法等により原子力災害対策の強化が

なされていることを挙げている12。 

    原子力災害を想定した避難計画の実効性の確保は，深層防護の第５層の防

護レベルを達成する上で，ますます重要な意義を有しているといえる。 

   

７ 小括 

    以上のとおり，地方自治体が実効性のある避難計画を策定しなければならな

いことは，法令上の要請であり，立地審査の実情からしても，避難計画の実効

性を地方自治体において適切に確保しなければならないといえる。 

女川原発が再稼働すれば，いつ深刻な事故が発生するか分からないのである

から，実効性のある避難計画は，女川原発再稼働前に策定されていなければな

らず，実効性のある避難計画が備わっていない状態での女川原発の運転は安全

とはいえない。 

 

第８ 宮城県（以下，県）と石巻市（以下，市）の避難計画は実効性がない 

１ 交通渋滞で３０ｋｍ圏内を脱出できず避難所にもたどりつけない（実効性が

欠けている第１の理由） 

⑴ 市の計画 

市の計画では，ＵＰＺ（３０ｋｍ圏内）の住民は放射性物質放出後に，

国・県が測定した空間放射線量率に応じて，国から避難指示が発出された場

合に避難する。ただし，原子力発電所の事故の状態に応じて，放射性物質放

出前の段階であっても，対象地区の住民等に対し，段階的に避難を実施する

場合があるとされている（甲Ｂ５の１０頁）。避難の基本方針は以下のとお

                                                 
12 原子力規制委員会「実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方について」平成３０年１

２月１９日改訂（甲Ａ４８）３８８頁 
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りである。 

       

① 住民や防災業務関係者等に対して，避難先及び避難ルートをあらかじめ

明示する。 

② 避難の実施に通常以上の時間を要する要配慮者等については，避難手段

の早期確保や一般住民よりも優先的避難を行うことにより，円滑かつ迅

速な避難の確保を図る。 

③ 避難先は，地域ごとのコミュニティの維持を目指すため，基本的に同一

行政区の住民の避難先は同一市町村に確保する。（同１頁） 

       

原告らＵＰＺ内の住民は，行政区ごとに定めた避難経路を通り，退域検査

ポイントで放射性物質の付着状況を確認し，避難先自治体の避難所受付ステ

ーション（以下「受付ステーション」）を目指して移動し，割り当てられた

避難所に避難する（同１１頁）。避難先は宮城県内の２７の自治体である

（同３頁）。避難手段については 

 

① 基本的には自家用車で避難する。 

② 自家用車を利用できない住民等は，国，宮城県又は石巻市が確保した避

難搬送用バス等により避難する（地区ごとに指定した一時集合場所に集

合する）。 

 

と定められている（同１６頁）。 

避難する住民がその途中で放射性物質の付着状況を確認する検査のことを

「避難退域時検査」，検査をする場所を「退域検査ポイント」あるいは「避

難退域時検査場所」（以下「検査所」）という。検査所で車両等に放射性物

質が付着しているかどうか検査し，検査の結果，基準値を超えた場合は，簡
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易除染等の措置を行い，検査終了後，通過証明書の交付を受け，その後避難

先自治体の受付ステーションを目指して移動する。 

受付ステーションの受付は，検査所において汚染がないこと，又は除染に

より汚染がない状態であることの確認（通過証明書）が前提となる。最終の

避難所は受付ステーションで割り当てられ，事前には決まっていない（甲Ｂ

５の１３頁）。 

以上のように市の計画では，自家用車あるいはバスで避難する住民は検査

所と受付ステーションの２ヶ所を通過しなければ県内２７自治体に用意され

た最終の避難所にたどり着くことができない。しかし，以下に述べるよう

に，検査所による交通渋滞，受付ステーションによる交通渋滞，避難所の駐

車場不足による交通渋滞によって，原告ら住民は３０ｋｍ圏を脱出できず，

最終的な到着地である避難所にもたどり着くことができない。 

⑵ 検査所による交通渋滞 

現在県は，検査所の候補地として予備４箇所を含め１８箇所を決定してい

る（甲Ｂ１０の５の１の資料１）。検査所へのアクセス道路が一車線で入口

が一つであれば，出口から出た車の分しか入れず，（検査所に複数のレーン

と必要人員が用意されていたとしても）１台ずつ順次検査することになる。

１台に要する検査時間を５分として，１万台でも５分×１万台＝８３３時間

（３４日）かかることになる。 

仙台市に避難する市の住民約４万人（甲Ｂ５の３頁）は，現在の県の

方針では鷹来の森運動公園の検査所で検査を受けることになっている。

鷹来の森運動公園の検査所もアクセス道路が一車線で入口が一つであ

る。 

県は１台あたり平均１．３人乗車すると予測しているので（甲Ｂ７の

１の１の資料３の３頁），仮に通過人数４万人で同検査所で検査を受け

る車両を２万台としても，そこを通過するだけで途方もない日数がかか
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ることになり，検査待ちの車両による交通渋滞が長期間続くことにな

る。 

鷹来の森運動公園の検査所は３０ｋｍ圏内にあり，そこから市内中心

部までの距離は約１１ｋｍである。その間の大街道，国道４５号線は一

車線であるから，鷹来の森運動公園の検査所で検査を受ける避難者１台

の車が路上を占有する距離を７ｍとすれば，１万台×７ｍで７０ｋｍと

なり，ほとんどの車両が長期間３０ｋｍ圏内を出ることができなくな

る。３０ｋｍ圏内を長期間出ることができないということは長期間放射

性物質を浴び続けなければならないということを意味する。 

同様の現象は，程度に差はあっても，市の避難者が検査を受ける登米

総合体育館，豊里運動公園，涌谷地区河川防災ステーション，涌谷スタ

ジアム，南郷体育館の検査所でも発生する。以上の事実は原告らの現地

調査結果（甲Ｂ１８の１～２）によっても明らかである。 

原告らは検査に要する時間と交通渋滞について繰り返し県と市に質問

してきたが，県は「検査対象となる車両台数等の精査結果を踏まえ，検

討を行う予定」（甲Ｂ７の２の２の６頁）「検査に要する時間を一概に

想定することは難しいと考えますが，より短時間でスムーズに車両が通

過できるよう，検討を進めているところです」（甲Ｂ７の３の２の５

頁）と回答し，検査所による極度の交通渋滞の発生を否定していない。

このことを一層明らかにしたのが県の原子力災害時避難経路阻害要因調

査（以下，阻害要因調査）である。下記⑺で検査所による交通渋滞につ

いて詳しく述べることとする。 

⑶ 受付ステーションによる交通渋滞 

仙台市の青葉体育館のように駐車場へのアクセス道路が一車線で入口が一

つの受付ステーションの場合，（検査所と同じように）結局１台ずつの受付

となる（甲Ｂ１８の１～２）。駐車場に入った車が受付をすませて駐車場を
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出るまでの時間を１５分とすると，青葉体育館の受付予定人数は２万４８１

５人で，２人１台でも１万台を超える。１万台を終了させるまで１万台×１

５分＝２５００時間（１０４日）かかることになる。 

このように避難者は避難所の指定を受けるためには検査所の渋滞に加え，

受付ステーションによる交通渋滞もくぐり抜ける必要がある。同様の現象

は，程度の差はあっても青葉体育館以外の受付ステーションでも発生する。 

この点についての原告らの質問に対し，市は「今後，原子力防災訓練等を

通じ，所要時間の精査や作業の効率化等に取り組んでまいります」（甲Ｂ７

の１の２の４頁）「受付の手順や受付に要する時間の短縮につきましては，

さらに検討していくこととしております」（甲Ｂ７の２の２の８頁）と回答

するにとどまっている。 

① 仙台市の受付ステーションの準備状況（協議はたったの２回） 

     避難先２７自治体の受付ステーションの体制について，避難先自治体と

協議した市の文書のうち仙台市に関する部分が甲Ｂ８の１である。仙台

市は石巻市と東松島市の避難者を受け入れるために平成２９年７月に

「原子力災害時における広域避難者受入れマニュアル」を作成した（甲

Ｂ８の２の４）。この作成に先立って仙台市は市に照会を行っている。

それが甲Ｂ８の２の１～３である。 

以上のように，仙台市の受付ステーションについての市と仙台市の協

議はたったの２回である。仙台市の照会に対する市の回答は字句の修正

の域を出ていない。仙台市は市からの避難者を３箇所の受付ステーショ

ンで受け付けることにしている。 

受付人数は 

 

青葉体育館      ２４，８１５人 

新田東総合運動場   １０，９９４人 
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若林体育館       ４，７９６人 

合   計      ４０，６０５人 

      

である（甲Ｂ８の２の４の２３頁）。 

仙台市の用意した避難所は甲Ｂ８の２の４の２３～２４頁の８３箇所

である。仮に民間団体が仙台市の８３箇所で長期間のイベントを行うた

めの観客受付を３箇所で行う計画を立てた場合，１年程度かけて担当者

間で何十回も打ち合わせをし，その積み上げの結果，最終の計画が出来

上がる。それをたった２回の文書による質問と回答で終了している。そ

のため重要な事項が打ち合わせ未了の状態になっている。 

イ 受付ステーションの開設期間 

最も重要な打ち合わせ未了課題は受付ステーションの開設期間である。当

初，市は仙台市に「仙台市の職員に１日から３日程度支援をもらいたい」と

要望している（甲Ｂ８の１）。 

仙台市のマニュアルで受付ステーション開設期間を「数日程度」としてい

るのは，その要望を受けたものである。また，仙台市の受付業務担当者のな

かに「避難自治体職員１名以上」が含まれているのは市が１名以上を派遣す

ることを約束した結果（仙台市のマニュアルの事前チェックに市が同意した

結果）である（甲Ｂ８の２の４の７～８頁）。市の避難計画においても「避

難先市町村は，石巻市災害対策本部又は宮城県災害対策本部より避難所受付

ステーションの開設について要請を受けた場合に開設する。なお，開設期間

は，避難所受付ステーションの開設について要請を受けた日から避難が終了

する数日間程度とする」と定めている（甲Ｂ５の２８頁，同資料９の１）。 

しかし，検査場所は放射性物質が出てから「数日後」に稼働を開始するこ

とになっている。仙台市のマニュアルあるいは市の計画では検査場所が稼働

を開始した頃，開設期間が終了してしまうことになる。鷹来の森運動公園の
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検査場所で検査を受ける約２万台の車両の中には仙台市の３箇所の受付ステ

ーションで受付する避難者が混ざっており，受付予定者全員の検査が終了す

るまで受付ステーションは開けておく必要がある。無事に検査を終えたとし

てもその避難者たちは受付ステーションの渋滞もくぐり抜けなければなら

ず，３箇所の受付ステーションで全員の受付をいつ終了できるかは不明であ

る。 

いずれにしろ，「数日間」で受付が終了することはあり得ない。その数日

が終了した時点で仙台市が業務を延長してくれるのか市が引き継ぐのかは事

前に決めておく必要がある。その協議が全くなされていないのである。 

  ロ 受付ステーションに派遣する職員 

市は避難先自治体３２箇所の受付ステーションに各１名の職員を派遣する

ことにしている（甲Ｂ５の２９頁）。従って，受付業務開始までに派遣職員

が受付ステーションに到着し，受付業務手伝うことができるかどうかも協議

しておく必要がある。バスの添乗員を受付業務にあたらせようとしていると

すれば，バスの確保，手配，バスの添乗員の確保，バスが受付ステーション

に到着できる時期を協議する必要があり，下記５のとおり現状ではバスの確

保と手配，バスの添乗員の確保のいずれも困難である。添乗員以外の職員を

受付業務に当たらせるとしても，避難者の渋滞を避けて受付業務開始までに

受付ステーションに到着できる保証はない。市は原発事故の場合のどの職員

をどこの受付ステーションに派遣するかを決めていない（甲Ｂ８の７）。事

故が起きてから避難先自治体３２箇所の受付ステーションに派遣する職員を

選定し，指示を下し受付業務開始までに受付ステーションに到着させるのは

不可能である。 

  ハ 一部受け入れ可の場合の対応 

仙台市は以下の場合のときのみ避難者を受け入れることとするとしてい

る。 
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・本市の施設が使用不能であり，本市内の避難者が発生していない又は 

わずかである 

 ・本市内でライフラインが大規模に停止するなどの被害がない 

 ・原発事故による本市への影響が少ない（甲Ｂ８の２の４の５頁） 

 

しかし，全員の受け入れは無理だとしても，一部は受け入れ可能というこ

とは十分あり得る。全員受け入れ不可となれば，仙台市に避難予定の避難者

は二次避難先の指定を受けるために仙台市の受付ステーションまで来る必要

があり，来たとしても二次避難先の指定を受けることが困難であることは下

記４のとおりである。その事情を知っているならば，市としては一部でも受

け入れ可能の時は，是非受け入れてほしいと要望する必要がある。しかしそ

の協議も全くなされていない。 

仙台市が受け入れができない場合，仙台市の支援を受けることなく市は独

自に受付ステーションを開設して二次避難先の指定を受け入れられるように

する必要があるが，その時の仙台市との連携等も協議されていない。 

  ニ 避難元自治体行政区画毎の避難所振り分け案の避難地域外から避難してき

た避難者（予定外避難者）の扱い 

    市の各所にいる親戚を一台の車に乗せて仙台に向かう場合，避難者Ａは青

葉区で受付，避難者Ｂは若林区受付ということは十分あり得る。そういう事

情で若林区の避難所の受付ステーションに来てしまった避難者Ａに「あなた

は青葉区だから青葉区の受付ステーションに行ってください」と言えるかと

いう問題である。この点につき市は原告らの第３次公開質問に対する回答で

「避難先の割振りは行政区ごととなりますが，質問中の例の場合，予定外避

難者を受付しないという扱いはできないものと考えます」と回答している

（甲Ｂ７の３の２の７頁）。 
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しかし，仙台市のマニュアルには「受付対象者は原則として，事前に避難

元自治体から送付されている「原子力災害時の避難所台帳」（様式１）に登

載されている行政区の住民とする」と記載されている（甲Ｂ８の２の４の７

頁）。 

予定外避難者を無制限に受け入れたのでは，行政区毎の振り分けをした意

味がなくなってしまう。どのような場合，予定外避難者を受け入れ，どのよ

うな場合，受け入れ拒否するかは事前に決めておく必要がある。その協議も

なされていない。 

  ホ 市の派遣職員の選定 

市は風水害等の災害の場合の職員の役割は決めているが，原発事故が発生

した場合，誰が何をするかを決めていない（甲Ｂ８の８）。 

従って，誰を仙台市の受付ステーションの受付業務のために派遣するのか

は事故が起きてから決めることになる。バスの添乗員も同様であり，仙台市

の各避難所の支援要員も同様である。しかし，市庁舎が避難対象となった場

合，それを決定する場所（災害対策本部）を移動しなければならない。移動

先を確保していない現状では個々の職員の役割を決定する場所自体が無いこ

とになり，その決定は極めて困難である。この点は上記イ，ロと密接に関係

するので仙台市と事前に打ち合わせしておく必要がある。 

ヘ 東北電力の支援 

  東北電力は各避難所の運営を支援する姿勢を見せている（甲Ｂ１０の７の

１～３）。そうであれば受付ステーションの受付業務を支援してもらうこと

も可能である。市の職員を派遣するよりはるかに現実的であり，この点も打

ち合わせをする必要があるが協議の対象としていない。 

ト まとめ 

約４万人の避難者を３箇所で受付し，８３箇所の避難所にたどり着かせる

ための打ち合わせが２回のみ，それも文書でのやりとりだけで担当者が集ま
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って協議したことが一度もないという有様は受付ステーションの実効性を

云々する以前の状態にあることを示している。 

      

② 大崎市の受付ステーションの準備状況 

     大崎市の受け入れ人数は３９０００人で受付ステーションは宮城県大崎

市合同庁舎の１箇所である（甲Ｂ５の３頁，同資料６の３～５）。合同

庁舎には様々な団体が入居して活動しており，駐車場は常に満杯状態に

ある。合同庁舎で３９０００人の受付業務を行うためには大崎市との間

で， 

 

「合同庁舎のどの場所を避難所受付ステーションとして使用するのか。

現在その場所を使用している使用者の了解がとれるのか。その場所が

避難所受付ステーションとして利用可能か。」 

「大崎市が派遣する職員の数」 

「受付業務の内容」 

「各受付ステーションに備える必要のある必要機材（通信機器を含

む）」 

「２４時間体制で受付業務を実施するのか否か」 

「受付ステーションの開設予定期間」 

「駐車場不足による交通渋滞への対応」 

 

等について何度も打ち合わせをする必要がある。 

しかし，市は大崎市との間で受付ステーションの体制について一度も

打ち合わせをしていない（甲Ｂ８の３）。一度も打ち合わせをしていな

い状態で原発事故があり，３９０００人が合同庁舎に押し寄せた場合，

大崎市と市はどのようにして受付を行うのであろうか。実効性を云々す
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る以前の状態にあることはこのことからも明らかである。 

     

③ 甲Ｂ８の７によれば，市が要請した「１～３日」を超えた受付ステ

ーションの開設・運営が未定のままに放置されていることが明らかに

なった 

     市は公文書が存在しない理由の中で「避難所受付ステーションの開設・

運営等は本来石巻市が実施するものであり，協定書では石巻市が開設・

運営し，避難先自治体がその支援を実施することになっている。」と回

答している（甲Ｂ８の７）。それならば，避難先自治体の支援を求める

当初の１日～３日を超えた受付ステーションの開設・運営を市のみで行

うことができるのであろうか。できないのであれば，４日以降の支援を

避難先自治体に求める必要がある。最も重要なこの点について避難先自

治体と協議を全く行っていない。先に述べたとおり，約４万人が避難す

る仙台市とは文書での協議が２回のみで面談での協議は一度もなく，３

万９０００人が避難する大崎市とは一度も協議した事実がない。 

他の避難先自治体との間においても，４日以降の受付ステーションの

開設・運営責任が市にあるのか避難先自治体にあるのか協議した事実が

ないことは，甲Ｂ８の４，同８の５のとおりである。のみならず，日数

が１日～３日で十分かどうか，市内部で検討したことすらない（甲Ｂ８

の７）。実効性を云々する以前の段階にあることは明らかである。 

     なお，協議したことがない理由として「避難先自治体と締結した協定書

で規定していないため」としているが，協定書に規定していないことを

理由に協議しない（市内部で検討しない）ということであれば，今後も

協議・検討をしないことになり，市が当初支援を要請した３日を超えた

場合の開設・運営の責任を誰が追うかは今後も未定のままとなる。 
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⑷ 避難所の駐車場不足による交通渋滞 

避難先２７自治体に用意されている避難所の駐車場には避難車両用のスペ

ースが十分に用意されていない（仙台市については甲Ｂ９の１）。 

甲Ｂ９の２の記事はその点について以下のように指摘している。 

 

「石巻市と仙台市は２０１７年，原発事故の際に，石巻市からの避難者を仙

台市が受け入れる協定を結んだ。石巻市の住民約１４万人のうち約４万人

が，このセンターなどの青葉区，宮城野区，若林区の計約５０施設に避難

する内容だ。 

  受け入れる仙台市の駐車場不足は深刻だ。石巻市の避難計画は，自家用

車を避難手段の基本とする。仙台市の受け入れ施設の約６割が，約３０あ

る市民センターで，各施設やホームページによると，ほとんどの駐車場が

０台～５０台未満の規模だ。各地で渋滞が起こる可能性が極めて高い。」 

 

仙台市の鈴木智基・防災計画課長はこの点について「駐車場の不足への対

応策を県も交えて詰める必要がある。より実効性のある計画に見直していく

べきだ」とコメントしている。 

受付ステーションで避難所を指定されその避難所に行っても駐車場がなけ

れば，見つかるまでの間路上で待機せざるをえない。受付ステーションと各

避難所との距離からして路上待機の交通渋滞はすぐに受付ステーションに伝

播し，受付ステーションの駐車場から車両が出ることができない事態が生ず

る。受付ステーションの駐車場からの車両が出ることができなければ，受付

ステーションの駐車場に入ることもできず，避難所の駐車場不足による交通

渋滞は受付ステーションによる交通渋滞をさらに深刻なものにする。 

  脱原発ひまわりネットの調査によれば，他の避難先市町村も， 
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「駐車場の確保が困難となるのではないか。」（利府町） 

「自家用車避難を想定すると駐車場の確保は難しい。」（七ヶ浜町） 

「駐車場の確保は難しく，現実的に考えると無理ではないか。」（村田町） 

「集会所のような小さな避難所については，駐車場の確保が難しいことから広

域避難で使用できるか疑問である。」（川崎町） 

「自家用車による避難とのことだが，駐車場の確保が心配である。」（角田

市） 

「自家用車による避難とのことだが，駐車場の確保が心配である。」（丸森

町）（甲Ｂ６の５の１の別紙７駐車場） 

 

と，仙台市の鈴木智基・防災計画課長と同様の心配をしている。 

⑸ 路上での車中待機可能時間 

①自家用車の場合 

市の避難者はこれら検査所による交通渋滞，受付ステーションによる交通

渋滞，避難所の駐車場不足による交通渋滞をくぐり抜けなければ，市の定め

た最終の避難所にたどり着くことができないが，避難者にとって最大の問題

はそのために何日かかるのかということである。車両で避難する住民が渋滞

に巻き込まれた場合の路上待機可能時間は食料，トイレ，燃料等によって若

干の差はあっても，せいぜい１日～２日である。それ以上長く車中に留まる

ことは困難である。車中待機可能時間を超えた避難者は，検査所での検査，

受付ステーションでの受付を諦め，各自の判断で避難せざるを得ない。各自

の判断で避難するということは，市の定めた避難先自治体の避難所への避難

を諦めるということに他ならない。 

路上での車中待機可能時間について市は「様々な要因があるため，具体の

数字を一概にお答えすることは難しいと考えます」（甲Ｂ７の２の２の８

頁）と回答している。 
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様々な要因があることは確かである。例えば自家用車の場合，運転手の休

息や睡眠も計算に入れて避難に要する日数をシミュレーションする必要があ

る。路上に列をなした避難車両の半数以上が夜間睡眠のために駐車しなけれ

ばならず，そのことによる交通渋滞も計算しなければならない。鷹来の森運

動公園の検査所に向かう途中のコンビニエンスストア（約１０店舗）も従業

員を避難させるため閉店となるので，同検査所にたどり着いた避難車両の乗

客全員は真っ先にトイレに向かうことになり，駐車場から検査所への車両移

動に要する時間をシミュレーションする際には，そのことも考慮に入れなけ

ればならない。 

原告らはこの点について重ねて「宮城県も石巻市も渋滞に巻き込まれた車

両の路上待機可能時間をこれまで全く検討したことがなかったのではない

か。そうであれば，これまでの宮城県と石巻市の広域避難計画の検討は，避

難者の視点を欠いていたのではないか。その原因は，地域の実情を知る現場

の住民からの指摘を受けずに計画を策定してきたことにあるのではないか」

と質問した。これに対し，市と県は「引き続き，原子力防災訓練等を通じ，

退域時検査の効率化や渋滞の解消等，避難に要する時間をできる限り短くす

るよう対策を検討してまいります」と回答し，事実上，路上での車中待機可

能時間をはるかに超える避難になることを認めている（甲Ｂ７の３の２の９

頁）。 

 

②バスの場合 

    バスの場合，自家用車の数倍以上の避難者，特に高齢者が多く乗ると予

想され，路上での待機可能時間は自家用車の場合の１日～２日よりさらに短

く，せいぜい丸１日（２４時間）が限界と考えられる。この点について原告

らが「トイレがついていないバスのトイレはどうするのか。食料の確保をど

うするのか。（バスの場合の路上待機可能時間について，自家用車と同様と
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考えているということであるが），自家用車の路上待機可能時間はどの程度

か。乗っている人数が多い分，自家用車よりバスの方が路上待機可能時間は

短いのではないか。食料の欠乏，トイレへの対応困難，燃料の不足，体調の

不良等で，バスの路上待機可能時間を超えたことが明らかになった場合，ど

うするのか（添乗している職員の判断でなし得ることがあるのか）。」と質

問したことに対し，市と県は「広域避難計画の作成にあたっては，途中で食

料の欠乏等が生じないよう計画の実効性の向上に努めてまいります」（甲Ｂ

７の２の１４頁）と回答するのみで食料等の具体的な補給方法を明示してい

ない。 

食料以上に困るのはトイレである。トイレの付いていないバスの場合，乗

客の数と乗客のなかに相当数の老齢者が含まれていることからして頻繁にト

イレを見つけて駐車を繰り返えさざるを得ない。市も県もトイレについては

全く回答をしていない。トイレを見つけることができない場合，あるいは，

食料の補給がなされない場合，乗客の生理的要求を優先し，指定された避難

経路を外れ，検査所の検査，受付ステーションの受付をパスせざるを得ず，

結果としてバスによる避難者は指定避難所にたどり着くことができない。 

バスによる避難はバス運転手の労働時間の問題にも関連する。バスの路上

待機可能時間は上記のように，食料，トイレ，燃料，運転手と同乗者の体調

等によって決定されるが，運転手の休息，睡眠も重要な決定要素である。バ

ス運転手の労働時間は厚生労働省の改善基準告示で， 

 

◯拘束時間：１日１３時間まで（１６時間まで延長可能） 

◯休息期間：１日継続８時間以上 

◯運転時間：２日を平均して１日９時間まで 

◯連続運転時間：４時間毎に３０分以上の休憩を確保（１回につき１０

分以上） 
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と定められている。 

事業者の所在地⇒市内の一次集合場所⇒検査所⇒受付ステーション⇒各避

難所を一人の運転手が担当するのであれば，上記の告示に定められた拘束時

間をはるかに超えることになる。渋滞に巻き込まれてしまえば，告示に定め

られた休息時間，運転時間，連続運転時間の定めを守ることも不可能であ

る。この点についての原告らの質問に対し，県は「厚生労働省の基準告示の

遵守を前提としてバス協会と協議を進めていく」（甲Ｂ７の３の２の９頁）

と回答するが，厚生労働省の改善基準告示の遵守を前提とした輸送支援の要

請であれば，要請の前提が既に崩れているということになる。この点につい

ては下記⑹の⑨⑩⑪⑫で再度触れることにする。 

  ⑹ 県の阻害要因調査によって，交通渋滞によって避難所にたどりつけないこ

とが一層明らかになった 

① 実際の避難は３日～５.３日に検査場所の立ち上げまでの日数と検査場

所と受付ステーションを通過する日数が加わる 

   阻害要因調査によって，原告らＵＰＺの住民の避難が現状では７２時間

（３日）から１２８時間（５.３日）を要することが明らかとなった（甲

Ｂ１０の１の１～２）。 

しかし，以下に述べるように阻害要因調査は交通容量や車線数等の道

路状況，信号情報を含む交差点情報等の経路上にある交通事象による渋

滞要因を主として想定した調査であり（甲Ｂ７の４の２の６頁），従っ

て，実際の避難に要する時間は阻害要因調査が予測した３日～５.３日に

検査場所の立ち上げまでの日数と検査場所と受付ステーションを通過す

る日数が加わることになる。 

検査場所が３交替，２４時間の稼動を予定しているのか否か，それに

必要な人員と物資は確保されているのか否か，事故時に要員の招集が可
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能かどうか，資材を保管場所から事故発生時に運搬するとすれば，保管

場所はどこなのか，保管場所から誰が運搬するのか等につき，県は「現

在検討作業を進めている」と回答している（甲Ｂ７の３の２の５頁）。 

県は検査場所の開始時期につき，「放射性物質の放出後に開設するた

め，開設は事故の数日後になる」（甲Ｂ７の３の１の資料１３）と説明

している。要員の招集，資材の運搬体制が整備されておらず，整備され

たとしても交通渋滞で招集や運搬が遅れれば，「数日後」でも稼働を開

始出来ないことが予想される。 

検査に要する車両１台あたりの平均所要時間についても原告は繰り返

し市と県に質問してきたが，県は「所要時間については今後確認すべき

事項と考えております」（甲Ｂ７の２の２の６頁），「所要時間につい

ては，原子力防災訓練等を通じ，今後確認してまいります」（甲Ｂ７の

３の２の６頁）と回答している。 

検査場所の稼働開始時期と車両１台あたりの検査の所要時間は県にお

いて明確にするべき事項である。それができない現状において，その対

策まで阻害要因調査を受注した業者に求めることができないのは当然の

ことである。 

同じことは受付ステーションについても言える。受付ステーションは

２４時間稼働となるが，それに必要な人員と物資を集められるかどう

か，市によれば現在検討中ということである（甲Ｂ７の３の２の８

頁）。各受付ステーション毎の車両１台あたりの平均受付所要時間も

「現在検討中」ということであり（甲Ｂ７の３の２の８頁），市の責任

において解決するべき課題が解決されていない。 

県や市の責任で解決するべき課題を阻害要因調査を受注した業者に回

答を求めるのかどうかについて，県は原告に「本事業で抽出する阻害要

因としては，交通容量や車線数等の道路状況，信号情報を含む交差点情
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報等の経路上にある交通事象による渋滞要因を主として想定しており，

お尋ねの事項については，本事業において，委託業者に対し，検討を求

めるものではありません」と回答している（甲Ｂ７の４の２の６頁）。

そのため，検査場所の立ち上げまでの日数と検査場所と受付ステーショ

ンを通過する日数は，阻害要因調査の対象から除外されているのであ

る。 

従って，実際の避難は３日～５.３日に検査場所の立ち上げまでの日数

と検査場所と受付ステーションを通過する日数が加わることになる。 

 

② ＵＰＺの避難期間３日～５日に受付ステーションから先の避難，受付ス

テーションの交通渋滞に起因する日数がさらに加わる 

    県のホームページに掲載されている甲Ｂ１０の２の阻害要因調査結果の

概要版では避難先が「各関係市町の避難計画に基づく避難先（避難所受付

ステーションまたは避難所）」と想定され（５頁），受付ステーションま

での避難期間であるのか（最終の）避難所までの避難期間であるのかはっ

きりしないが，県議会の環境福祉委員会に提出された概要版では避難先は

「避難所受付ステーション（登米市のみ各避難所）」とされている（１枚

目）。登米市のみ各避難所とされているのは登米市の避難は登米市内の移

動で済み，受付ステーションが設けられていないからである。登米市以外

の避難先については環境福祉委員会に提出された概要版の記載のとおり，

全て避難先自治体の受付ステーションまでの避難期間の推計である。その

ことは県と同調査を受注した業者との打ち合わせ記録及び最終報告書によ

っても明らかである（甲Ｂ１０の３の２，甲Ｂ１０の３の３）。 

    ＵＰＺの避難期間３日～５日が受付ステーションまでの避難期間である

とすれば，受付ステーションから先の避難が加わり，受付ステーションの

受付に起因する交通渋滞による日数がさらに加わる（交通渋滞が調査対象
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から外されていることは担当課に確認済）。検査場所での検査は要員とレ

ーン数を増やせば１台あたりの処理時間の短縮が図れるが，受付ステーシ

ョンの場合，予定されている要員の数からして１台ずつの受付にならざる

を得ず，市と避難先自治体との間で打ち合わせがほとんど行われていない

現状では，受付ステーションの受付は検査場所の検査以上に時間がかかる

ことが予想される。受付ステーションに着く頃には（避難先自治体に依頼

した）受付ステーションの開設予定期間が過ぎてしまっていることもあり

得る。阻害要因調査がはじき出したＵＰＺの避難期間の３日～５日に受付

ステーションの受付に要する日数＋それに起因する交通渋滞による日数＋

受付後の避難所までの日数の合計が加われば（後に述べる検査場所の立ち

上げの日数を除外したとしても）避難者が車中で待機できる期間をはるか

に超えることは明らかである。 

    

③ 検査場所の立ち上げの日数がこれに加わる 

    検査場所をいつから稼働できるかについて県は「放射性物質の放出後に

開設するため，事故の数日後から数日間使用する」という見解を示してい

る。（甲Ｂ７の３の１の資料１３）。放射性物質放出後に保管場所から各

検査場所にレーン等を運び，立ち上げることになるので稼働開始は「事故

の数日後から」にならざるを得ないのである。 

    従って，ＵＰＺ３日～５日に検査場所の稼働開始までの「数日」が加わ

るので，トータルの避難期間は検査場所の稼働開始までの「数日」＋阻害

要因調査の３日～５日＋上記②の受付ステーションから先の日数というこ

とになる。しかし，以下に詳しく述べるように検査場所は未だ整備の途上

にある。検査場所が数日後から稼働を開始できるかどうかは，整備を完了

し防災訓練でそれを確認して初めて分かることであり，整備の途上にある

現状では数日後から稼働を開始できるかどうかは全く不明であると言わざ
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るを得ない。 

整備の進捗が予定どおり進まない場合，稼働開始日は「数日後」から

さらに後ろにずれ込む可能性がある。ずれ込み具合によっては検査を求

めること自体が非現実的という事態も想定される。３０㎞圏内にある鷹

来の森運動公園の検査場所の場合，門前から市内に続く渋滞の避難者が

稼働開始までの長時間放射性物質を浴び続けることになるからである。

検査場所の立ち上げに何日を要するのか，検査場所が予定した機能を発

揮できるかどうかは 

 

イ 各検査場所に何台のレーンを備え付けるのか 

ロ そのレーンは購入済か 

ハ どこに保管しているのか 

ニ 保管場所から各検査場所までの運搬体制はどうなっているのか 

ホ ２４時間体制で稼働するのか（２４時間体制であればその分の資材

や人員を避難者より先に各検査場所に運び込んでおく必要がある） 

ヘ 各検査場所毎の要員の数（２４時間３交代であればその数の要員が

必要） 

ト その要員を確保したのか 

チ レーン以外の資材の明細 

リ レーン以外の資材を確保したのかどうか 

ヌ 放射性物質放出後，何日で稼働を開始できるのか，その見通し 

ル １台あたりの検査に要する時間 

オ 各検査所を何日間稼働させるのか 

 

にかかっている。 

仙台市に避難する原告の場合，鷹来の森運動公園の検査場所で検査を
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受けるので， 

 

ワ 鷹来の森運動公園の検査が全て終了する期間の見通し 

 

も重要である。しかるに，情報公開請求の結果によればニホヘトリヌオ

ワについては文書が不存在ということである。文書が不存在であるとい

うことは地方自治体の場合，記録に残すような検討をしていないことを

意味する（甲Ｂ１０の４の１，同４の３）。以下，説明する。 

 

  ④ 購入済のレーン（ゲートモニター）は必要とするそれのごく一部である 

     阻害要因調査で想定した各検査場所毎のレーン（ゲートモニター）数は

甲Ｂ７５の３の１の９３レーンである（甲Ｂ１０の５の１～２）。 

県は必要とするレーン（ゲートモニター）数について，原告ら代理人

からの問い合わせに対し「原子力災害時には，緊急時モニタリングの結

果に基づき，避難対象地区を決定し，当該地区の住民が使用する避難退

域時検査場所を開設することとしている」「開設する避難退域時検査場

所や，避難退域時検査場所を通過する人数は，災害の規模や状況により

異なり，必ずしも調査で設定した全レーン数分の車両用ゲート型モニタ

が用意されるものではなく，災害の都度，その状況に応じて必要な車両

用ゲート型モニタを保管場所等から搬入して設置することになる」と回

答しているが，３０㎞圏全域が避難する場合，９３のレーン（ゲートモ

ニター）が必要であると判断したからこそ，総数を９３と想定したはず

である（甲Ｂ１０の１の資料１）。 

しかるに，購入済のレーン（ゲートモニター）は１２である（甲Ｂ７

５の３の２。甲Ｂ１０の５の１の資料２）。各検査場所で必要とするレ

ーン数の約１３％を購入しているに過ぎない。今後の購入計画は事実上
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未定である。 

 

   ⑤ レーン（ゲートモニター）以外の資材の確保も未了である 

     検査場所でレーン（ゲートモニター）以外にどのような資材が必要か，

そのリストの開示結果が甲Ｂ１０の６であるが，それらの資材を確保し

ているかどうかの開示結果は「文書不存在」である（甲Ｂ１０の４の

１，同４の３）。「文書不存在」ということは確保は未了であるという

ことである。レーン（ゲートモニター）の８７％が未購入であるだけで

なく，それ以外の資材の確保も未了であるということは，現時点では検

査場所はその機能を全く発揮できない状況にあるということである。レ

ーン（ゲートモニター）と資材が全て揃って初めて放射性物質放出後何

日で稼働が開始できるのかが検証可能となるのであり，現状では稼働の

開始は不可能ということにならざるを得ない。 

 

   ⑥ レーン（ゲートモニター）と資材をどこに保管し，誰が検査場所まで運

ぶのかも未定 

     レーン（ゲートモニター）の保管場所については甲Ｂ１０の１の資料２

に「保管場所：女川暫定オフサイトセンター（旧県消防学校）」と記載

されているので，そこに保管されていると推測される。その保管場所か

ら各検査場所に誰が運ぶのか，業者に頼んで運んでもらうのであれば，

その業者は誰なのか，各検査場所に向かう道路を避難者の車が埋める前

に運ぶことができるのかが問われるべきである。 

しかるに，その運搬体制に関する文書も不存在である（甲Ｂ１０の４

の１，同４の３）。文書が不存在であるということは，これらの点につ

いて検討も未了であることを意味する。レーン（ゲートモニター）が不

足し資材の確保も未了で運搬体制も未定であるということは，検査場所
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の整備が未整備の状態にあり，稼働開始予定日を問う意味すらないとい

うことになる。 

しかも，甲Ｂ１０の５の２の回答によれば「原子力災害時には，緊急

時モニタリングの結果に基づき，避難対象地区を決定し，当該地区の住

民が使用する避難退域時検査場所を開設することとしている」というこ

とである。 

オフサイトセンター内の現地本部が放射性物質の拡散状況を見なが

ら，各検査場所に運ぶレーン（ゲートモニター）数を決めるということ

であれば，後に述べるように現地本部の意思決定システム（最低限誰と

誰が揃うことが必要か，その人たちの速やかな参集が期待できるのか

等）が整備されておらず，意思決定できるメンバーが参集し，各検査場

所毎のレーン（ゲートモニター）数を決定するまで長時間を要すること

が想定される。各検査場所に運ぶレーン（ゲートモニター）数を現地本

部が決めてから各検査場所に運び，設置するということであれば，その

ことだけで稼働開始は「数日後」から大きくずれ込むことになる。 

 

   ⑦ ２４時間稼働を前提にした要員の数と確保も未定 

    要員について県は，検査場所１箇所に９人，現場の７名以上を３交代で

あれば２３人以上としている（甲Ｂ７の１の１の資料３の２頁）。前記の

ように，仙台に避難する人たちが検査を受ける鷹来の森運動公園の検査場

所では１８レーン，大崎市に避難する人たちが検査を受ける涌谷スタジア

ム野球場では１５レーンを設置することになっている（甲Ｂ１０の１の資

料１）。レーンの数が増えれば検査に携わる要員の数だけではなく，検査

場所内の駐車場からレーンまで車を誘導する誘導員も増やす必要がある。

誘導員の配置に不足があれば，車を隙間を置かずに次々にレーンに入れる

ことができず，次の車との間に空きが生じ，その分一台あたりの処理時間
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が増えるからである。 

それらのことも考慮して，各検査場所毎の要員の数を何人と想定した

のか，想定の根拠は何か，誰がその要員になるのか，県の職員か，どこ

の部署の職員か，県が依頼した業者か，どこの業者か，東北電力も要員

を出すことになったのか，その場合，東北電力のどこの部署の社員か，

県の職員にしろ，東北電力の職員にしろ，要員にされていることを承知

しているのか，事故時にそれらの要員の招集は可能か，検査場所に向か

う道路を避難者の車が埋める前に集めることができるのか，集められた

要員の各自の役割が定まっているのか，要員予定者を参加させた訓練計

画が策定されているのか，（策定されているのであれば）要員予定者の

職員あるいは社員をその訓練に参加させたことがあるのか，訓練計画が

策定されておらず，従って訓練も未実施であれば，寄せ集めの要員で未

経験の作業をぶっつけ本番でやれるのか，そんなことで本当に検査場所

を機能させることができるのか等が問題となる。要員の数も３交代２４

時間稼働を前提にしているのか，要員の途中交代は可能か，交通渋滞で

途中交代が困難であれば，２４時間稼働に必要な要員を全員集めてしま

う必要があるが集められるのか，それらのことを全て総合して各検査場

所の稼働日数を何日と想定したのか，それだけの期間の食料，休憩場所

の確保等の準備はどうなっているのかも重要である。しかし，それらの

文書が不存在であるということは，２４時間稼働を前提にした要員の確

保等が全て未定ということである。 

 

   ⑧ １つのレーン（ゲートモニター）の一台あたりの検査に要する時間が想

定の３分を超える 

     阻害要因調査では検査場所の各レーンから，検査を終え出口に向かう車

両が３分おきに１台ずつ発生すると設定されている（甲Ｂ１０の２の６
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頁，甲Ｂ１０の３の１の３頁）。しかし，各検査場所の検査（検査場所

の敷地に入り駐車場に停め，検査場所に誘導され検査を行い，手続きを

済ませて敷地から出るまで）に要する車両１台あたりの平均時間が記載

された資料を開示請求した結果（甲Ｂ１０の８）では，「汚染の無い車

両が全行程を通過するのに要した時間は平均で６分５秒であった。」

「汚染のある車両が全行程を通過するのに要した時間は平均で２３分４

秒であった。」ということである（同末尾）。 

阻害要因調査の「レーンから出口に向かう時間３分」は安定ヨウ素剤

配布にかかる時間を基準にしたものであり，レーン（ゲートモニター）

に入るまでの行程にかかる時間をカットしたものである（甲Ｂ１０の３

の３）。その他の行程にかかる時間をカットしたことに合理的理由はな

く，その他の行程にかかる時間も含めれば，甲Ｂ１０の８の資料のよう

に検査場所の各レーン（ゲートモニター）毎の一台あたりの検査に要す

る時間は阻害要因調査結果（３分）の倍以上になる。しかも，避難経路

に簡易トイレが備え付けられていなければ，検査場所に入った車両の避

難者のほとんどがトイレに駆け込むはずであり，トイレに行き戻ってく

る時間もみるべきである。避難者の生理的欲求も考慮に入れれば，１台

１０分近くはかかり，その分避難期間は長期化する。 

     以上のように，検査場所については整備が入口段階にあり，必要とする

レーン（ゲートモニター）と資材が確保されておらず，必要とする要員

の確保もできるかどうか，２４時間の稼働が可能かどうか，それを何日

続けられるのかが全く検討されておらず，稼働開始日がいつになるかを

問える状況ではない。予定された機能を発揮できるかどうか不明という

状況が続く間は，検査場所を通過することを前提にした県と市の避難計

画はそれだけでも実効性が欠けていると言わざるを得ない。 
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⑨ トイレ・食料・水等の避難者の生理的欲求を無視している 

高速道路の場合，一定区間毎にトイレのついた休憩場所（サービスエ

リア，パーキング）が設置されてあり，一定数の車が駐車できる駐車場

もついている。何㎞進めばそこにたどり着くことができるかカーナビに

表示されるので渋滞してもトイレや水の心配がない。 

しかし，避難経路に指定されている三陸道でも石巻方面から仙台方面

に向かうルートには，矢本パーキングと春日パーキングしかなく，矢本

パーキングの駐車台数は大型１９台，小型５３台である。ここでもトイ

レに駆け込む人で渋滞が発生する。三陸道から利府のジャンクションで

北上し，東北自動車道に出るまで約１２㎞の間はパーキングエリア等が

全くない（甲Ｂ１０の９）。 

従って，その区間に渋滞で閉じ込められた場合は，Ｕターンして三陸

道のパーキングエリアを探すために３０㎞圏に逆戻りすることになる。

まして下道の避難では，公衆用トイレがどこにあるのか知る方法がな

い。公園のトイレはトイレ用の広い駐車場が用意されておらず，路上に

駐車させトイレに駆け込むことになり，公園のまわりで渋滞が起きる。

コンビニには通常トイレがついているが，店員も避難することになれば

使用できない。 

避難期間が３日～５日（それ以上）ということになれば水や食料の補

給も欠かせない。車の中では火は使えないので持ち込める食料は限られ

ている。カップラーメンもお湯が無くなればそれまである。水もペット

ボトル等，携帯容器があればそれに入れて車に持ち込むことが可能であ

るが，ペットボトル等が常に家にある訳ではない。近所にコンビニ等が

開いていてもあっという間に食料・水が売り切れてしまうのは東日本大

震災の時で実証済である。 

食料，水の補給所と簡易トイレを避難経路上に多数備え付けて，各検
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査場所，受付ステーションでも食料，水の補給が受けられる体制を整え

る必要がある。しかし，県と市の避難計画のどこにもそれらに関する規

定はなく，女川地域原子力防災協議会の作業部会でもその点については

全く議論されていない。避難者の生理的欲求を無視したまま，避難期間

が３日～５日（それ以上）ということになれば，定められた避難経路か

ら離脱する避難者が続出し，無理して避難経路に残った避難者には（極

度の脱水症状など）生命・健康に影響を及ぼす状況が待っている。避難

者の生理的欲求を無視した状態で避難期間が３日～５日（それ以上）と

いうことになれば，それだけで実効性が欠けていることが明らかであ

る。 

 

⑩ 睡眠 

避難に要する日数が３日～５日（それ以上）ということになれば，避

難する車両の運転手は何回も睡眠を取る必要がある。それをどこで取る

のかが問題になる。三陸道から利府のジャンクションで北上し東北自動

車道に出るまでの間のように車を止めるべき路肩が狭いところ（後続車

の走行の邪魔になる），鷹来の森運動公園の手前のように沿石が並んで

いて路肩（歩道）に出られないところもある。 

放射性物質を浴びる危険性のある３０㎞圏の脱出を急ぐ避難者は，睡

眠を削って避難を続ける恐れがある。その場合，居眠り運転による追突

事故が続出しその処理のために避難経路の流れが止まることになる。避

難経路から外れて睡眠を取るとしても適当な場所があるのかどうか，適

当な場所を見つけることができたとしても近くにトイレが無ければ（通

常はない）睡眠を中断してトイレ探しをしなければならない。 

バスの場合，睡眠を取れる場所探し・トイレ探しは自家用車以上に深

刻である。乗っている人の数が多い分，頻繁に避難経路から外れてトイ
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レ探しをしなければならない。そもそも「１日（始業時刻から起算して

２４時間をいいます。以下同じ）の拘束時間は１３時間以内を基本と

し，これを延長する場合であっても１６時間が限度」「１日の拘束時間

を原則１３時間から延長する場合であっても，１５時間を超える回数は

１週間につき２回が限度」（甲Ｂ１１の７の３）と定める厚労省の告示

の趣旨からして，１人の運転手が運転席で睡眠を取ることを前提に３日

～５日（あるいはそれ以上）の間，連続して運転することが許されてい

るとは思えない。拘束時間を過ぎたところで次の運転手に交代すること

を想定しているとすれば，次の運転手を確保できるのか，確保できたと

しても渋滞のなかで交代させることができるかが問題になる。 

車中睡眠による３日～５日の連続運転がバスの運転手の場合許されな

いということになれば，バス協会からのバスの提供はその理由だけで不

可能となる。 

 

「厚生労働省の改善基準告示で定められているバスの運転手の労働時間

（拘束時間，休息期間，運転時間，連続運転時間）内に一時集合場所か

ら予定避難所まで避難者を輸送できるか否かを検討した結果が記載され

た資料」 

 

の開示請求について，県は文書が存在しないと回答している（甲Ｂ１０

の４の１，同４の３）。バスの運転手の睡眠の問題について全く検討せ

ずに計画を進めてきたことがこれで明らかである。 

自家用車にしろ，バスにしろ，運転手の睡眠は車の継続運転にとって

必須事項である。３日～５日（それ以上）の避難期間について，運転手

の睡眠を計算に入れていないとすれば，そして，⑨のように水・食料の

補給を考慮の外に置いていたとすれば，避難経路から外れて自分の判断
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で避難する者が続出し，避難経路に戻ったとしても避難に要する日数

（３日～５日）は避難経路から外れた分，さらに長期化する。 

     甲Ｂ１０の４の１の情報公開請求事項のうち， 

 

「車両で避難する住民が交通渋滞に巻き込まれ，車中での路上待機を強いら

れた場合，（自家用車とバスそれぞれについて）路上待機を継続できる日

数を検討した結果と路上待機を継続できなくなった避難者がどのような行

動をとるか検討した結果が記載された資料」 

 

の開示請求は県と市の避難計画が避難者の生理的欲求を織り込んだもの

かどうかを問うものであるが，結果は文書不存在である（甲Ｂ１０の４

の１，同４の３）。県と市の避難計画，女川地域原子力防災協議会の作

業部会の議論，阻害要因調査等の全てが避難を人の移動ではなく物の移

動として捉えていることが明らかである。 

平成２８年３月２４日の国交省との打ち合わせで国交省から 

 

「・検査する台数から考えると，渋滞，トイレ，食料，ガス欠等，課題は多

いと見受ける。 

・渋滞が発生していると，検査をせずに避難する車両も多いのではないか。 

・３０㎞境界付近だけではなく，より遠いところでの検査も考えると良いの

ではないか。」（甲Ｂ７の３の１の資料１６） 

 

という貴重なアドバイスを得ているにもかかわらず，避難期間中，避難

者が路上の車中でどういう環境に置かれるか，その間避難者にとって何

が必要なのか，それを補給できるのか，補給できない場合，どのような

事態が生じるのかという視点を欠いたまま計画を進めてきたことは強く
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非難されるべきである。 

    

⑪ 燃料不足の分がこれに加わる 

  避難する車両の中には，燃料を入れる直前に事故を迎える車両も相当数

いるはずである。渋滞が発生すれば長時間車エンジンをかけ続けなければ

ならず，季節によっては車内のクーラーや暖房のためのガソリン消費も計

算に入れる必要がある。避難ルートには必要な分だけガソリンスタンドが

あるわけではなく，ガソリンスタンドの人員も避難するので，ガソリンス

タンドでガソリンの補給を受けることもできない。 

少なくとも各検査場所，各受付ステーションには燃料補給の仕組みを

用意する必要がある。燃料の補給体制が全くとれない場合，多数の車両

が燃料不足で動けなくなり，その車の避難者の避難が困難になるだけで

はなく，後続に渋滞を発生させ，全体の避難期間を長期化させる要因に

なる。 

 

⑫ 体調不良者の続出，その救出が困難 

ＵＰＺの避難期間が３日～５日に，受付ステーションから先の避難期

間，検査場所の立ち上げに要する日数等が加わり，避難期間がさらに長

期化すれば，路上の車中にいる避難者の中に体調不良者が次々に出るこ

とが予想され，生命にかかわる事態もあり得る。 

しかし，渋滞の中から体調不良者を救出し，病院に運ぶことは極めて

困難である。高齢者，薬の服用者，乳幼児などが乗っている車両が渋滞

の中で３日～５日（それ以上の期間）拘束された場合，どのようなこと

が起きるのか，体調不良を訴えた人を渋滞の中から救出できるのかとい

う観点での検討が不可欠であるが，県と市及び女川地域原子力防災協議

会（作業部会）はそのような観点での検討を行っていない。 
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⑬ 避難計画（避難経路）に従った避難ができないことが明らかになった場合の対

応策が用意されていない 

避難計画（避難経路）に従った避難を開始したものの，渋滞で車が進

まず，食料や水を求め，あるいはトイレを探すために避難経路から度々

離脱せざるを得ないことになれば，ほとんどの避難者は，いつになった

ら避難所にたどり着けるのか，このまま避難計画（避難経路）に従った

避難を続けるべきかどうか疑問を抱くことになる。 

県，市の災害対策本部あるいはオフサイトセンター内の現地本部にそ

のような問い合わせが殺到した場合，どのような回答をするのであろう

か。３日経過しても４日経過しても「分からない」という回答を繰り返

せば，避難計画（避難経路）に従った避難を諦め，自分の判断で避難を

開始する避難者が続出することが予想される。 

「このままでは埒が明かないので，避難経路から外れて避難すること

にするが，その場合，どこに避難したよいか」との問い合わせに対して

も，県と市の災害対策本部は「分からない」と回答するのであろうか。 

国がお墨付きを与えれば，県と市の避難計画は正当化されたという態

度を知事がとり続ければ，県・市の職員は無論のこと，多くの避難者は

避難計画（避難経路）に従った行動を取るはずである。阻害要因調査に

よって３日～５日（それ以上）の避難期間が想定されても，それを計画

に反映させなければ避難者の知るところにはならない。避難者は実際に

避難し，自らの生命・健康に重大な影響が生じる事態にぶつかって初め

てそれを知ることになる。特にバスに同乗する市の職員は，何を尋ねて

も分からないと回答する災害対策本部とバスの中の避難者の不安や不満

との板挟みになって，極めて厳しい立場に立たされる。避難計画に実効

性がないことを明らかになった場合の対応策が用意されていないことは
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避難者に降りかかる危険性を倍加させる。 

    

⑭ 一時集合場所にバスが到着するまでの日数を計算に入れていない 

     バスの確保の実行責任者が県であるかバス協会であるか争いがあるが，

どちらかがバスを確保し，一時集合場所にバスを手配し，自家用車を有

さない避難者を避難させる必要がある。県とバス協会が実行責任者とし

ての責任を相手方に押しつけ，事業者との日頃の交渉を怠っている現状

では，一時集合場所にバスが到着するまで数日を要すると予想される。

その日数の分，避難は長期化する。 

    

⑮ まとめ 

    阻害要因調査によってＵＰＺの避難期間が３日～５日を要すること，検

査場所（未整備）受付ステーション等の事由によってさらに長期化するこ

とが確実であること，避難期間中の避難者の生理的欲求等を全く考慮しな

いで計画が進められてきたこと，体調不良者の救出も検討されていないこ

と，現場で実効性がないことを知り，避難計画から外れて避難したいとい

う避難者への対応策も検討されていないこと，阻害要因調査で示された改

善策すらいつまでするか期限を明示していないこと等からすれば，県と市

の避難計画に記載されている「迅速かつ確実な避難」は画餅に帰し，県と

市の避難計画に従った行動は確実に避難者の生命・健康を脅かす。 

  このような結果になった主な原因は， 

 

  ① ３０㎞圏からの脱出と県内避難先自治体への避難を同時に達成しよう

としたこと（設計ミス） 

  ② 検査場所の数が少なく，３０㎞圏内あるいは３０㎞圏の近いところに

置いたこと。検査場所の整備が未了（入口段階）であること。稼働条件



80 

 

も十分に検討されておらず，現状では稼働開始日を問える状況ではな

く，稼働開始日が遅れる場合，検査が逆に３０㎞圏からの脱出を阻むこ

とになること（検査場所の未整備，検討不十分） 

  ③ 受付ステーションのメリットとデメリットの十分に検討せず，メリッ

トに比べデメリットが多い受付ステーションを設定し，それに起因する

深刻な交通渋滞を招いたこと。受付ステーションの体制について避難先

自治体との打ち合わせを怠っていること（受付ステーションの検討不十

分） 

  ④ 阻害要因調査のような調査を計画策定当時に行い，避難開始から避難

所に到着するまでの期間が長期になると予想される場合，①を再検討す

べきであったにもかかわらず，それを放置したこと（設計ミスの放置） 

  ⑤ 避難期間中，避難者がどのような現場に置かれるか，そのための支援

として何が必要かという視点での検討が決定的に欠けていること（避難

を物の移動として捉えていること） 

 

以上５点である。 

   

⑺ 原告らの実施した現地調査によって交通渋滞で３０㎞圏内を脱出できず避

難所にもたどり着けないことがさらに明らかになった 

   調査結果は甲Ｂ第８号証の１～２のとおりである。 

 

  ⑻ 結論 

    以上のように県の実施した阻害要因調査の結果に照らしても，交通渋滞で

３０㎞圏内を脱出できず避難所にもたどり着けないことは明らかである。 
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２ 複合災害等で避難先自治体が受け入れを拒否した場合でも，その避難先自治

体の受付ステーションまで行かなければ二次避難先を指定してもらえない仕組

みになっているため，結果として避難者は二次避難先を指定してもらうことが

できない（実効性が欠けている第２の理由） 

⑴ 市と避難先自治体との協定 

市と避難先２７自治体との協定書第２条１項は「原子力災害時に石巻市の

住民の生命又は身体を災害から保護するため，石巻市が広域避難の必要があ

ると認めたときは，避難先自治体は正当な理由がある場合を除き，石巻市の

住民を受入れるものとする」と規定している（仙台市との協定は甲Ｂ８の２

の５）。同規定中の「正当な理由がある場合」とは，避難先自治体が複合災

害等に見舞われ，市の避難者を受け入れることができない場合は，受け入れ

を拒否することができるという意味である。県もこの点について脱原発ひま

わりネットの質問に以下のように回答している（甲Ｂ６の５の２）。 

 

質問「避難先自治体に被害があった場合，避難先自治体は受け入れを拒否

できるのか」 

回答「仮に避難先自治体に重大な被害が発生し，避難先の施設にも被害が及

んだ場合には，その施設に避難者を受け入れてもらうことは困難と理

解している」 

質問「受け入れを拒否するかどうかは，避難先自治体の首長の判断に委ねら

れていると理解してよいか。受け入れを拒否できることを協定に明記

するのか」 

回答「受け入れの可否については，避難先自治体の責任者の判断と考えら

れ，協定については，その協定を締結する自治体間の問題となる」 

⑵ 県のガイドライン 

県のガイドラインはこの点について以下のように規定している（甲Ｂ３の
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３２頁）。 

 

「避難先自治体は自らの自治体のみでの対応が困難な場合は，その状況を宮城

県災害対策本部へ連絡する。宮城県災害対策本部は，全避難所受付ステーシ

ョンからの情報を集約し，空き避難所かつ暫くの間は避難指示が発令されな

い見込みの地区の避難所を把握しておき，必要に応じ，宮城県内他市町村若

しくは近隣宮城県等の避難所に再割り当てを行い，該当自治体（避難所受付

ステーション）に結果を通知する。」 

 

県は脱原発ひまわりネットの質問に対し，以下のように回答している（甲

Ｂ６の５の２）。 

 

質問「避難先自治体に被害が生じ，首長が受け入れの拒否を決めた場合，避

難先自治体はそのことを宮城県に連絡すれば足りるのか（宮城県の責

任で避難元自治体に連絡してもらえるのか）。」 

回答「避難先自治体は，予定の避難所に受け入れることができない場合は，

代替避難所の有無を宮城県に伝えることになり，代替え施設がないと

きは，宮城県で他石巻市町と調整し確保することになる。」 

⑶ 市の計画と市の方針 

市の計画には複合災害等で避難先自治体が受け入れを拒否した場合の対応

に関する記載がなく，原告らの質問に対し「今後，掲載する方向で検討いた

します」と回答している（甲Ｂ７の１の２の６頁）。但し，現時点では県の

上記の方針に従うと明言している（同）。 

しかし，以下に述べるとおり，複合災害等で避難先自治体が受け入れを拒

否した場合，その避難先自治体の受付ステーションまで行かなければ二次避

難先を指定してもらえない市と県の方針は非現実的であり，実効性に欠けて
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いる。 

⑷ 受け入れを拒否された避難先自治体に行くこと自体ない 

指定された避難先自治体が受け入れを拒否したというニュースが伝われ

ば，避難者の心理としてその自治体の受付ステーションに長時間かけて行く

ことはあり得ない。この点についての原告らの質問に対し，市も県も「被ば

くの影響をできる限り低減するためにも，速やかかつ確実な３０ｋｍ圏内か

らの避難を優先すべきであることから，避難先自治体において受け入れが困

難な場合であっても，当該自治体の避難所受付ステーションに移動し，その

上で新たな避難先の指示を受けるよう，平時から住民に周知するとともに，

災害時には混乱なく計画で定める避難所受付ステーションに移動するよう，

広報・報道の方法について検討してまいります。」と回答し，避難者の心理

として受け入れを拒否した避難先自治体に行くのか行かないのか（それをど

のように予想しているのか）について，正面から回答することを拒否してい

る（甲Ｂ７の２の２の１０頁）。 

市の計画に記載されていないことを平時から住民が周知しているはずがな

いし，避難開始後に車中にいる避難者に広報することが難しいことは，福島

第一原発の事故の例を挙げるまでもなく明らかである。広報が可能であって

も，受け入れを拒否した避難先自治体の受付ステーションまで行かなければ

なぜ二次避難先を指定してもらうことができないのか（なぜ他の方法で指定

しないのか）その理由を避難者に理解してもらうことは一層困難である。 

  市と県はそのようにする理由の一つに「被ばくの影響をできる限り低減す

るためにも，速やかかつ確実な３０ｋｍ圏内からの避難を優先すべき」こと

を挙げているが，３０ｋｍ圏外への脱出の必要性と二次避難先を指定しても

らうために避難先自治体の受付ステーションまで行かなければならないこと

とは別のことである。とりあえず３０ｋｍ圏外へ脱出させ，様々な広報媒体

を通じ二次避難先を指定することは可能であり，そのようにするべきであ
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る。二次避難先の指定方法を受け入れを拒否した避難先自治体の受付ステー

ションにおける指定のみに限定し，それ以外の指定方法を排除していること

が問題なのである。 

  交通渋滞で受付ステーションにたどり着くこと自体，困難であることは先

に述べたとおりであるが，よしんばたどり着くことができたとしても，後に

述べるように受付ステーションでの二次避難先の指定が速やかに行われる保

証はない。二次避難先の指定を受けることができたとしても燃料，食料，体

調等の事情で指定された二次避難先に行くことができないことも予想され

る。その場合，受付ステーションは避難所の役割も果たさざるを得ない。受

付ステーションが避難所になれば，二次避難先の指定作業は極端に滞ること

になる。 

⑸ 受付ステーションの立ち上げが困難 

広域的避難先自治体が複合災害に見舞われ受け入れ拒否した場合，避難先

自治体の協力を得ることができず，市の責任で受付ステーションを開設し機

能させることになっている（甲Ｂ７の１の２の５～６頁）。しかし以下の理

由により，市独自に受付ステーションを開設し，機能させることは困難であ

る。 

 

① 上記１の交通渋滞に巻き込まれ，市の職員が避難者より早く受付ステー

ションに到着できる保証はない 

この点について市は「住民が避難開始する前に避難所受付ステーショ

ンの開設準備に向かうことになります」（甲Ｂ７の１の２の６頁）「避

難行動要支援者等の避難が始まる施設敷地緊急事態以前に石巻市職員を

派遣することになります。住民の広域避難の開始前に職員が移動を開始

します」（甲Ｂ７の２の２の１０頁）と回答している。施設敷地緊急事

態以前に派遣するということは，警戒事態での派遣ということになる
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が，警戒事態段階で誰が何を基準に派遣するしないを決定するのか明ら

かになっていない。オフサイトセンターがそれを決定するのであれば，

後記のようにオフサイトセンター自体機能できるかどうか不明であり，

市の行政機能の移転先（代替施設）が確保されていない現状で，石巻市

役所が避難対象区域に含まれれば，派遣を決定する主体が存在しないこ

とになる。 

（事故の進展のスピードにもよるが）避難先自治体が受け入れ可能か

否かの確認（受け入れ可能であれば派遣の必要はない），どの職員を何

名，どこの避難先自治体に派遣するかの決定，その決定の当該職員への

伝達，伝達を受けた職員の出発とその確認の全てを警戒事態段階で行う

ことは困難である。 

  施設敷地緊急事態になれば，市は住民に屋内退避の準備を行うよう広報

し，施設敷地緊急事態要避難者に対して避難指示を発出することになる

（甲Ｂ５の７頁）。そうなれば，被爆を恐れるそれ以外の住民の避難開始

を食い止めることはできず，その混乱に職員も巻き込まれ，受付ステーシ

ョン開設に必要な人数の職員を避難者より早く避難先自治体に到着させる

ことはできない。 

② 市の職員の誰がどの受付ステーションに行くのか決まっていない。受付ステー

ションを機能させるに足る職員を張り付かせることができるかどうか不明であ

る。その職員が家族の避難よりも職員としての義務を優先することに同意してい

るのかどうかも不明である 

  これらの点につき，市は原告らの質問に対し，「受付ステーションにお

ける職員配置につきましては，現時点では決まっておりません」「受付ス

テーションを機能させるに足る職員を張り付かせることができるのかにつ

きましては，初動段階では避難先市町村職員の協力を得る等も含め，今後

具体的に検討いたします」と回答し，受付ステーションを開設し，機能さ
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せることができるだけの職員を配置できるかどうか不明であることを認め

ている（甲Ｂ７の２の２の１０頁）。 

③ 受付ステーションに派遣される職員の使用する車両が公用車か職員の自

家用車かも決まっていない。 

  自家用車を借り上げたのでは，職員の家族が避難できないことになり，

借り上げは困難である。借り上げが難しければ公用車を使用する以外ない

が，一方でバスに添乗する職員を一時集合場所に派遣する分の公用車も確

保する必要がある。この点についての原告らの質問に対し，市は「職員が

使用する車両につきましては，今後職員の選定と併せて検討いたします」

（甲Ｂ７の２の２の１０頁）と回答し，自家用車の借り上げか公用車の使

用かも決まっていないことを認めている。 

⑹ 受付ステーションでの二次避難先の指定も困難 

 避難者が市と県の方針に従って極度の交通渋滞をくぐり抜け，受け入れを

拒否した避難先自治体にたどり着いたとしても，以下の理由により，二次避

難先の指定は困難である。 

① 県内自治体に二次避難者を受け入れる「余裕」などはない 

県内自治体が東日本大震災のような複合災害に見舞われた場合，県内

自治体に「余裕」など生まれるはずがない。例えば，大崎市は市の住民

３万９０００人を受け入れることを前提に協定を締結しているが，３万

９０００人は最大値である。大崎市が複合災害に見舞われた場合，受け

入れ人数は３万９０００人を大幅に下回ることになる。その場合，大崎

市に避難を予定していた多数の予定避難者が大崎市から受け入れを拒否

されることになる。そのような状況が多くの県内自治体に出現すれば，

予定外避難者を受け入れる「余裕」など生まれるはずがなく，「余裕」

を前提にした二次避難先の指定は，そもそも無理であり，完全な設計ミ

スである。 
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この点について市と県は「避難先自治体において受け入れが困難な場

合には，県の災害対策本部において，県外も含めたより広域的な二次避

難先を検討することとなります」（甲Ｂ７の３の２の１０頁）と回答し

ているのみで，県内自治体に「余裕」が生まれるかどうかについては回

答していない。 

現在まで県外の自治体との間で避難者受け入れの協定は締結されてお

らず，事故発生後に要請するのであれば，福島第一原発事故の時の避難

と変わらないことになる。 

② 「余裕」の把握と「割り振り」が困難 

よしんば「余裕」があったとしても，複合災害の状況下で「余裕」の

把握とその割り振りを「宮城県災害対策本部」「二次避難先の自治体」

「受付ステーション」「受付ステーション内の避難者」の４者間で調整

し決定するのは極めて困難である。この点について市と県は，原告らの

質問に対し回答していない（甲Ｂ７の３の２の１０頁）。４者間の調整

が困難であることが明らかであるからである。 

③ 多くの避難者は受付ステーションに入れない 

 上記②の調整が困難である結果として，避難者が受付ステーションに到

着し，二次避難先を指定され，受付ステーションを出るまでの滞在時間は

長くなる。その間，多くの避難者は受付ステーションに入れず，路上での

待機を余儀なくされ，交通渋滞は極度に悪化し，受付ステーションにたど

り着く前に路上待機可能時間を超えてしまうことになる。 

⑺ まとめ 

上記（４）のとおり，避難先自治体の受け入れ拒否のニュースが伝われ

ば，避難者の心理からして長時間かけてその自治体の受付ステーションに行

くこと自体考えにくいし，受付ステーションに向かったとしても路上での長

時間の待機を余儀なくされ，受付ステーションにたどり着くことすらできな



88 

 

いことは上記のとおりである。市と県の計画では受付ステーションにたどり

着くことができなかったこれらの避難者に二次避難先は指定しないことにな

る。 

受付ステーションにたどり着くことができなかった避難者に二次避難先を

指定するのかしないのかについて，市と県は原告らの質問に正面から回答す

ることを拒否し，受付ステーションへの移動の必要性を繰り返しているだけ

である。 

   別紙原告避難情報一覧表の原告らの指定避難先が複合災害等の事情で受

け入れを拒否し，二次避難先の指定を受ける必要が生じた場合，市と県の計

画では長時間かけて指定避難先自治体の受付ステーションまで行かなければ

二次避難先の指定を受けることができず，行ったとしても，そこで二次避難

先を指定してもらえる保証はない。様々な事情で指定避難先自治体の受付ス

テーションに行くことができなかった避難者に二次避難先を指定しない市と

県の方針が非現実的で実効性を欠いていることは明らかである。 

 

３ バスの確保と手配ができない（実効性が欠けている第３の理由） 

⑴ 市の計画 

市の計画は， 

「自家用車による避難が困難な住民等は，国，宮城県又は石巻市が準備する

避難搬送用バス等により避難する」 

というものであるが，その場合， 

「行政区ごとに定めた一時集合場所に徒歩等により集合し，指定されている避

難先市町村の避難所受付ステーションに向かう」 

「避難搬送用バスには，石巻市職員を添乗させ広域避難所まで誘導する」 

ことになっている（甲Ｂ５の１６頁）。 
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バスを利用する避難者が集合する一次集合場所は市の計画の資料５に記載

されている１４１箇所である（甲Ｂ５）。 

⑵ 県の計画とガイドライン 

避難者の輸送手段について，県の計画は「県は，必要に応じ，陸上自衛

隊，宮城海上保安部，公共輸送機関等に対し，避難者の輸送について協力を

要請し，緊急輸送車両等を確保するものとする。また，関係石巻市町は，避

難を要する住民等を指定集合場所に集合させ，避難の優先順位の高い者から

順に輸送するなど，必要な措置を講ずるものとする」（甲Ｂ２の８１頁）と

定めている。 

ガイドラインは，「避難対象地域の住民は，自助・共助を優先しながら避

難を実施するが，避難が困難な住民については，国，宮城県又は関係石巻市

町の準備する交通手段により避難を行うこととし，住民は関係石巻市町の指

示により，次の交通手段で避難を行うものとする」としたうえで，「自家用

車により避難所まで移動できない住民は，あらかじめ定める一時集合場所に

集合し，当該場所から国，宮城県又は関係石巻市町が確保した避難用の車両

（民間バス，自衛隊車両等）により目的地まで移動する」（甲Ｂ３の２０

頁）としている。 

従って，避難者の輸送用バスは，国・県，又は市の責任で確保する必要が

ある。 

⑶ 県と公益社団法人宮城県バス協会との協定書の締結 

県は平成３０年９月１３日公益社団法人宮城県バス協会（以下，協会）と

の間で，原子力災害時における緊急輸送に関する協定書（以下，協定）（甲

Ｂ７の１の１の資料５）を締結した。 

同協定で協会の業務内容は以下のように規定されている。 

「本協定により，甲（宮城県）が乙（協会）又は乙の会員に対し協力を要

請する業務は，原子力災害の発生時の被災者（観光客等帰宅困難者を含
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む）の輸送業務及びその他バスによる支援業務とする 

 甲は，乙が実施する業務が円滑に実施できるよう，情報の提供等必要

な協力を行うものとする」（同３条） 

よって，一次集合場所に集合した自家用車を利用できない避難者を協会の

用意したバスによって避難させることができるかどうかが問題となる。 

⑷ バスの確保が困難 

① 協会の会員（事業者）（以下，事業者）に協力要請する実行責任者が

不在 

       事業者にバスの提供を要請する責任を負うのは誰か（県か協会か）に

つき，県は原告らに対し，「災害時には，協定に基づき，宮城県の責任

において，原則として宮城県の災害対策本部から宮城県バス協会に対

し，輸送支援を要請する」「この要請内容について，協会（担当窓口）

から個別事業者に伝達する」と回答し，直接事業者にバスの提供を要請

する責任を負うのは協会であるとの見解を示している（甲Ｂ７の２の２

の１３頁，甲Ｂ７の３の２の１１頁）。 

一方，協会は原告らに対し，事業者にバスの提供を要請する責任を負

うのはあくまでも県であると回答している（甲Ｂ１１の４の２，甲Ｂ１

１の５の２）。 

事故の発生によって，バスによる緊急輸送の必要が生じ，県が協会に

協力を要請した後，事業者に直接バスを要請する責任が協会（協会の県

との担当窓口の担当者）にあるのか，県にあるのかは極めて重大な問題

である。なぜなら，直接事業者にバスを要請する責任者は継続的に 

 

Ａ 事業者が何人乗りのバスを何台保有しているかを把握する 

Ｂ 原子力災害発生時，バスの運転手の同意の有無も含め，何人乗りのバ

スを何台提供してもらえるか事業者毎の見込みを立てておく 
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Ｃ 上記Ｂを踏まえ，協会全体からおよそ何台（何人分）のバスを提供して

もらえるかの見込みも立てる 

Ｄ 事業者との連絡網を整備しておく 

Ｅ 休日・夜間も含め，事故発生時に即座に対応できる体制を整えておく 

 

必要があるからである。同時に， 

 

Ｆ 協会が責任者の場合，上記Ｃの結果を県に通知する。県が責任者の場

合，Ｃで明らかになった不足のバスを他の手段で調達する 

 

必要があるからである。県と協会は，事業者に直接バスを要請する責任

を互いに押しつけており，このままでは事故発生時，事業者にバスを要

請する責任者が不在となり，バスの確保は不可能である。 

 

② 緊急輸送に必要なバスのトータル台数（座数）が把握されていない 

原告らが市と県に「バスで輸送しなければならない石巻市内の避難者

の数は何人か。その根拠は何か。輸送に必要とするバスの台数は何台

か」と質問したことに対し，市と県は「住民登録や避難行動要支援者名

簿等を基に，現在，避難者数や必要台数について取りまとめ中です」

（甲Ｂ７の１の２の７頁）と回答し，バス輸送を必要とする避難者数と

バスの必要台数を把握していないことを認めている。 

又，「バスによるピストン輸送を想定しているのか。何台のバスが何

回ピストン輸送することを想定しているのか。予想される交通渋滞から

してピストン輸送は不可能ではないか」との質問に対しても，市と県は

「住民登録や避難行動要支援者名簿等を基に，現在，避難者数や必要台

数について取りまとめ中です」（同）と回答している（甲Ｂ７の１の２
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の７頁）。市全体での必要台数が明らかになり，それに見合うバスを協

会が用意できて初めてバスによる輸送が可能となる。バスによる輸送に

ついては基本的なデータの収集すらできていないのが現状である。 

 

③ 必要台数のバスを協会から提供してもらえる保証がない 

原告らが県に「宮城県あるいはバス協会から要請があれば協会の会員

は応ずるのか。応ずると判断する根拠は何か。応ずるか応じないか事前

に調査するのか。調査しないまま，いざという時になって応じないこと

が判明した時はどうするのか」「仮にバス会社が要請に応ずるとして

も，運転手の同意が得られる保証はないのではないか（３０ｋｍ圏内に

居住する運転手は自らの家族を避難させる必要がある）」と質問したこ

とに対し，県は「公益社団法人宮城県バス協会とは，協力可能な範囲内

で，御対応いただくこととしている」（甲Ｂ７の１の２の７頁）「提供

可能なバスの台数については，今後バス協会と協議を進めてまいりま

す」（甲Ｂ７の２の２の１３頁）と回答し，何台のバスを提供してもら

えるか把握していないことを認めている。協会から提供してもらえるバ

スの台数が不明であるということは，不足するバスの台数も不明である

ということに他ならない。現状では協会から提供してもらえるバスの台

数，不足するバスの台数すら不明であり，上記のようにバスを確保する

責任を協会に押し付けている県の態度からして県に①のＡ～Ｆの責任を

果たすつもりがあるとは思えず，結果としてバス協会を通じてのバスの

確保は不可能である。 

⑸ 手配も困難 

① 手配の実行責任者が不在 

確保したバスをどこの一時集合場所に派遣するかを決定し，その決定

を事業者あるいはバスの運転手に誰が伝達するのかも重要である。この
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点についての原告らの質問に対し，県は，「輸送手段の確保状況等の情

報のバス運転手への連絡については，原則として宮城県災害対策本部→

協会（担当窓口）→個別事業者→バス運転手のルートで行うこととして

いる」と回答している（甲Ｂ７の３の２の１１～１２頁）。この回答に

よれば，事業者あるいはバスの運転手に対する指示は協会（担当窓口）

の責任で行うことになる。 

しかし，協会はいざという時，バスを手配する責任を負うのはあくま

でも県であるとの態度を取っている（甲Ｂ１１の４の２，甲Ｂ１１の５

の２）。事業者にバスの提供を要請する場面のみならず，提供を受けた

バスを手配する場面においても，実行責任が誰かについて県と協会の見

解は対立したままである。現状では，事業者からバスの提供を受けたと

しても手配者が不在ということになる。 

 

② バスの添乗員（市の職員）の確保と手配に手がついていない 

市の計画には「避難搬送用バスには，石巻市職員を添乗させ広域避難

所まで誘導する」（甲Ｂ５の１０頁）と規定されているが，「職員のう

ち誰がどのバスに添乗するのか決まっているのか」「職員の誰がどの一

時集合場所の参集要因になるのかが決まるのはいつ頃か」との原告らの

質問に対し，市は「一時集合場所の参集要員が添乗することになります

が，従事者は，災害時の他業務との関係を含め，今後検討してまいりま

す」（甲Ｂ７の１の２の７頁）「一時集合場所の参集要員につきまして

は，バスの配車方法等と併せて検討いたします。決定時期は未定です」

（甲Ｂ７の２の２の１４頁）と回答し，具体的計画が無いことを認めて

いる。協会を通じバスを確保し，バスが指定された一時集合所に到着し

たとしてもバスを誘導する職員の添乗がなければ，避難を開始すること

ができない。 
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⑹ まとめ 

原告らは自家用車で避難する予定でいるが，原子力災害発生時に自家用車

を使えるとは限らず，自家用車を使えない場合は，バスで避難することにな

る。 

しかし，バスによる避難は（４）（５）の事情により困難であり，バスに

よる避難についての市と県の計画が実効性を欠いていることが明らかであ

る。 

 

４ 病院・高齢者施設・障害者施設の入院患者・入居者の避難が困難（実効性が

欠けている第４の理由） 

⑴ 市の計画 

病院の入院患者の避難について，市の計画は「病院ごとに定めた避難計画に

従って，病院が所有する車両や自らが確保した避難搬送用バス等により，病院

職員等の指示に従い，避難経路を通って広域避難先の病院へ向かう」「避難す

る場合には，輸送手段の確保等の避難体制が整ってから広域避難を実施するこ

とになる」と規定する（甲Ｂ５の１９頁）。搬送手段については「避難搬送用

バス，福祉車両等は，各病院が自ら確保するほかは，国，宮城県，関係機関の

協力を得て確保し，各病院に手配する予定である」と規定し，最終的には県の

責任で確保することになっている。 

高齢者施設・障害者施設の入居者の避難について，市の計画は病院の入院患

者と同様，「各社会福祉施設ごとに定めた避難計画に従って，施設が所有する

車両や自らが確保した避難搬送用バス等により，施設職員等の指示に従い，避

難経路を通って広域避難先の福祉施設に向かう」「避難する場合には，避難に

伴うリスクの軽減を図るため，避難搬送用のバス等の確保等の体制が整ってか

ら避難を実施する」と規定し，施設が搬送手段を確保できない場合について

は，「避難搬送用バス，福祉車両等は，各施設が自ら確保するほかは，国，宮
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城県，関係機関の協力を得て確保し，各施設に手配する予定である」と規定

し，これについても最終責任は県にあるとしている（甲Ｂ５の１９頁）。 

⑵ 県の計画とガイドライン 

県の計画は入院患者の避難について，「病院等医療機関は，原子力災害が発

生し，屋内退避又は避難の勧告等があった場合は，あらかじめ機関ごとに定め

た避難計画等に基づき，医師，看護師，職員の指示・引率のもと，迅速かつ安

全に，入院患者，外来患者，見舞客等を屋内退避又は避難，他の医療機関へ転

院させるものとする。入院患者，外来患者，見舞客等を避難させた場合は，宮

城県に対し速やかにその旨連絡するものとする。また，宮城県は，病院等医療

機関の避難が必要となった場合は，国の協力のもと，医師会等の関係機関と連

携し，入院患者の転院先となる医療機関を調整するものとする。宮城県内の医

療機関では転院に対処できない場合は，周辺都道府県及び国に対し，受入れ協

力を要請するものとする」と規定している（甲Ｂ２の７７頁）。 

社会福祉施設の入所者の避難については，「社会福祉施設は，原子力災害が

発生し，屋内退避又は避難の勧告等があった場合は，あらかじめ施設ごとに定

めた避難計画等に基づき，職員の指示のもと，迅速かつ安全に，入所者又は利

用者を屋内退避又は避難させるものとする。入所者又は利用者を避難させた場

合は，県に対し速やかにその旨連絡するものとする。また，県は，被災施設か

らの転所が県内の他の施設では対処できない場合は，周辺都道府県及び国に対

し，社会福祉施設等への受入れ協力を要請する等，避難先の調整のため必要な

支援を行うものとする」と規定している（甲Ｂ２の７７頁）。 

以上のように，県の計画では入院患者の搬送先の確保については「県が調整

する」ことになっている。県のガイドラインも同様である（甲Ｂ３の３０

頁）。社会福祉施設の入所者の転所先の確保については，上記のように「宮城

県内の他の施設では対処できない場合」は県が「避難先の調整のため必要な支

援を行う」ことになっている。 
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入院患者の搬送手段については県のガイドラインでは「病院等が所有する車

両を最大限活用し，自力による避難に努める」が「国，宮城県又は関係石巻市

町が確保した車両（民間バス，自衛隊車両等），福祉車両，救急車又はヘリコ

プター等の輸送手段により避難を実施する」と定めている（甲Ｂ３の３１

頁）。 

同様に，社会福祉施設の入所者の搬送手段についても，県のガイドラインで

は「社会福祉施設が所有する車両を最大限活用し，自力による避難に努める」

が施設に車両がない場合は，「国，宮城県又は関係石巻市町が確保した車両

（民間バス，自衛隊車両等），福祉車両又はヘリコプター等の輸送手段により

避難を実施する」と定めている（甲Ｂ３の２９頁）。 

このように，県の計画及び県のガイドラインによれば，入院患者の搬送先と

搬送手段の確保及び社会福祉施設の入居者の搬送手段の確保の最終責任は県に

ある。 

⑶ 病院の入院患者の搬送先と搬送手段が確保されていない 

３０ｋｍ圏内の病院が入院患者の避難先を事前に確保できない状態にあるこ

とは保険医協会の調査（甲Ｂ１２の１～２，甲Ｂ７の２の１の資料１０）によ

って明らかである。「石巻市・宮城県において（保険医協会の調査によって明

らかになった）この現状を変えることはできるのか。できると判断する根拠は

何か。できる時期はいつ頃か」との原告らの質問に対し，市と県は「入院患者

の避難先の確保については，災害時において，宮城県災害医療本部及び宮城県

原子力災害医療調整官が，避難元医療機関の入院患者の症状程度等を個別に確

認した上で，事前に受入可能との意思表示をいただいている医療機関を中心

に，受入可否を緊急時に確認してまいります」と回答している（甲Ｂ７の２の

２の１５～１６頁）。 

この点について重ねて原告らが「受入可能と（現時点で）回答している病院

名と病床数を明らかにされたい」と質問をしたことに対し，県は「現在，必要
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な医療機関と十分な受入可能数が確保できるよう，協議を進めております」

（甲Ｂ７の３の２の１３頁）と回答し，受入先の確保ができない状態にあるこ

とを認めている。 

因みに石巻市立病院の避難計画（甲Ｂ７の３の１の資料２０）は，避難先の

確保について，第１３条２項で「避難先については，宮城県災害対策本部が，

各圏域内の医療機関の被災状況を踏まえた上で避難先病院等との調整を行うた

め，この指示によることを基本とする」と規定し，具体的な避難先病院等は明

示されておらず，現時点では受入先は確保されていない（甲Ｂ７の３の２の１

２頁）。 

入院患者の搬送手段の確保についても同様であり，この点について原告らの

質問に対し県は，「関係団体との調整を図っていく」（甲Ｂ７の１の２の８

頁）と回答しているが，「現時点では入院患者の搬送手段は全く確保されてい

ないと理解してよいか」との重ねての原告らの質問については「避難先となる

医療機関への輸送手段の確保について，関係団体等との協議及び調整を行って

おります」（甲Ｂ７の３の２の１３頁）と回答し，搬送手段を確保できていな

いことを事実上認めている。 

⑷ 高齢者施設・障害者施設の入居者の搬送先と搬送手段が確保されていない 

この点について県は，原告らの質問に対し「社会福祉施設（入所型）の広域

避難計画策定状況については，平成３１年１月に全対象施設において計画が策

定されたことを確認している」（甲Ｂ７の３の２の１５頁）と回答したもの

の，重ねて原告らが「計画の策定は完了しても（石巻市立病院の場合と同様）

避難先と避難手段は確保できていないのではないか。１２６施設中避難先と避

難手段の双方を確保できた施設数を明らかにされたい」と質問したことに対

し，「社会福祉施設の避難について，避難先の調整は終えておりますが，避難

手段については，施設が保有する車両数を調査し，不足する場合の車両等の確

保に関し，関係団体等との協議及び調整を行っております」（甲Ｂ７の３の２
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の１３頁）と回答し，搬送先と搬送手段の双方を確保できた施設数がゼロであ

ることを事実上認めている。 

⑸ まとめ 

原告らが市内及びＵＰＺ内の病院あるいは高齢者施設に入院，入所中に原子

力災害が発生した場合，受入先と搬送手段が確保されていないため，避難する

ことができず，市と県の計画はこの点においても実効性が欠けている。 

 

５ 市の行政機能の移転先（代替施設）が確保されていない（実効性が欠けてい

る第５の理由） 

⑴ 市の計画 

市の計画には「石巻市は，庁舎が避難対象区域に含まれる等，庁舎として

の機能維持が困難となり，住民の避難先となった避難先市町村に庁舎が移転

する事態となった場合においても，住民に対する行政サービスが継続できる

よう，３０ｋｍ圏外に代替施設を確保する」と定められている（甲Ｂ５の３

０頁）。 

また同計画には「行政機能移転に必要な情報や移転する備品等を事前にリ

ストアップする等，移転体制の準備を進めておくものとする」と定められて

いる（同）。 

⑵ 市の行政機能の移転先（代替施設）が確保されていない 

この点について原告らが， 

 

① ３０ｋｍ圏外のどこに代替施設を確保する予定か 

② リストアップは完了しているのか 

③ 石巻市役所が避難対象区域に含まれた場合，石巻市役所総務部危機対策

課内の相談窓口の機能も停止すると理解してよいか 
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と質問したことに対し市は， 

 

① につき「現在検討中です」 

② につき「現在検討中であり，リストアップは完了しておりません」 

③ につき「相談窓口の機能については，現在検討中の代替施設において継

続することを考えております」 

 

と回答し，全く手がついていないことを認めている（甲Ｂ７の１の２の９頁

～１０頁）。 

⑶ まとめ 

市の行政機能の移転先（代替施設）が確保されていなければ，原告らの避

難は司令塔を欠いた避難とならざるを得ず，市の計画はこの点においても実

効性が欠けている。 

    

６ オフサイトセンターが機能しない（実効性が欠けている第６の理由） 

⑴ 県の計画 

県の現地災害対策本部（以下「現地本部」）は，原則として対策拠点施設

（以下「オフサイトセンター」）に設置する（甲Ｂ２の５９頁）。 

オフサイトセンター内に設置された現地本部の組織は，甲Ｂ２の図３－４

－２のとおりであり，所掌事務は表３－４－２のとおりである（甲Ｂ２の５

７～５８頁）。 

⑵ 広域避難におけるオフサイトセンターの役割 

原告らの質問に対する市・県の回答に基づけば，市の広域避難に関し，オ

フサイトセンター内の現地本部は以下の役割を果たすことになっている。 

 

① 市が独自に避難指示を出す際，オフサイトセンター内に設置された国，
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県，市の合同対策協議会と国の原子力災害対策本部等との連絡調整（甲Ｂ７

の３の２の３頁） 

② 避難経路の決定等を含む一時移転等の実施方針の確認（同３頁） 

③ 住民の避難状況及び輸送手段の確保状況に係る情報の収集と，収集した情

報を元にした輸送支援要請等の活動（バスの確保と手配を含む）（同１２

頁） 

④ 入院患者・利用者の避難状況及び輸送手段の確保状況に係る情報の収集

と，収集した情報を元にした輸送支援要請等の活動（同１３頁） 

⑤ オフサイトセンターに設置される緊急時モニタリングセンターにおける緊

急時モニタリングの実施と原子力災害対策本部が決定した安定ヨウ素剤服用

方針の地方公共団体への伝達（同１４頁） 

 

オフサイトセンターは，以上のように，上記１（避難指示の発出と避

難），２（二次避難先の指定），３（バスの避難と手段），４（要保護者の

避難），７（安定ヨウ素剤の緊急配布）に深く関わり重要な役割を果たすこ

とになっている。 

⑶ いざという時オフサイトセンターが機能しない 

県は原告らの「オフサイトセンターが現地本部としての判断を下すために

は，最低限誰と誰が揃うことが必要か」との質問に回答していない（甲Ｂ７

の１の２の１０頁）。又現地本部の要員が参集する時間については，「各人

の所属により異なるため，一概にお答えすることはできません」（同）と回

答し，又「それらのメンバーが参集し，オフサイトセンターとしての機能を

発揮できるまでの時間の予測はこれまでしたことがないと理解してよいか」

との質問に対しては「常駐する原子力規制事務所職員等が実質的な現地にお

ける国の責任者として必要な業務を行う」（甲Ｂ７の３の２の１４頁）と回

答している。 
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現地本部の組織（構成メンバー）は，上記のとおり甲Ｂ２の図３－４－２

で定められている。常駐する原子力規制事務所職員等が実質的な現地におけ

る国の責任者として必要な業務を行うことができるとしても現地本部はあく

までも県の組織であり，構成メンバーも同様である。現地本部としての判断

を常駐する原子力規制事務所の職員が代行して下せるはずはないし，下して

よいとの規定も存在しない。 

つまるところ，現地本部としての判断を下すうえにおいて，現地本部の構

成メンバーのうち最低限，誰と誰が揃うことが必要かが決まっておらず，そ

のメンバーがオフサイトセンターに参集し，現地本部として判断を下すため

にどの程度の時間が必要かを調べたこともないということである。 

  ⑷ 連携体制の未整備，参集した班員の役割の未決定 

甲Ｂ第１３号証の１～２のとおり，オフサイトセンターに参集することに

なっている班員への連携体制が整備されておらず，参集した職員が何をする

のかも定まっていない。例えば，甲Ｂ第２号証の５９頁の組織図では医療班

の班長は石巻保健所長が務めることになっているが，石巻保健所長は数年毎

に変わっている。石巻保健所長が誰であるのかをはっきりさせ，その人への

連絡方法が定まっていなければ，事故が起きた時，石巻保健所長が誰か，ど

こに住んでいるのかを調べなければならない。突然の連絡を受け集められた

石巻保健所長が医療班の班長として何をするべきか定まっていなければ，右

往左往するだけであり，それは他の班も同様である。 

⑸ まとめ 

上記のようにオフサイトセンター内の現地本部は，市の広域避難にとって

重要な役割を果たすことが予定されている。とりわけ市の行政機能の移転先

（代替施設）が決まらない状況下で原子力災害が発生し石巻市庁舎が避難対

象区域に含まれた場合，複合災害（地震，津波，停電）に耐えられる施設と

通信回線を備え，放射性物質を遮断する空気浄化フィルターを設置している
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オフサイトセンター内の現地本部は，事実上，避難の司令塔となる。 

しかし，オフサイトセンター内の現地本部の意思決定システムが定まって

おらず，意思決定に必要なメンバーの参集時間も調べたことがなく，班長，

班員との連携体制，班長，班員の役割すら定まっていないということであれ

ば，福島第一原発事故の時と同じように必要なメンバーが参集できず，参集

しても全員初めてのことをそこですることになり，まごつくだけで司令塔は

機能不全に陥ることになる。 

 

７ 安定ヨウ素剤の緊急配布ができない（実効性が欠けている第７の理由） 

⑴ 市の計画 

市の計画によれば，安定ヨウ素剤の配布は以下のように行うことになって

いる（甲Ｂ５の２３頁）。 

① 配布 

       ＰＡＺ圏内の住民等については，宮城県と連携し，原子力災害時の安

定ヨウ素剤服用の指示により，速やかに服用することができるよう，安

定ヨウ素剤を平時から事前配布する。 

       ＵＰＺ圏内の住民等については，避難指示が発令され，避難指示と同

時に安定ヨウ素剤の配布指示が発出されたときは，国・宮城県の指示に

より緊急配布となる。 

なお，事前配布されている場合には，安定ヨウ素剤を持参し避難する

こととなる。 

 

② 服用の判断 

     安定ヨウ素剤の服用の判断は，原則，国が判断する。宮城県及び石巻市

は，国の判断に基づき安定ヨウ素剤の服用等を指示する。 
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③ 服用のタイミング 

      安定ヨウ素剤を効果的に利用するためには，服用のタイミングが大変

重要であることから，国又は宮城県若しくは石巻市の指示による服用を

行うこととする。 

      安定ヨウ素剤の服用により，重篤な副作用のおそれがある者には，医

師等の判断により，安定ヨウ素剤を服用させないよう配慮し，避難を優

先させる。 

⑵ 県の計画とガイドライン 

緊急時に配布される安定ヨウ素剤の服用指示についての県の計画は以下のと

おりである。 

「緊急時における住民等への安定ヨウ素剤の配布及び服用については，原則と

して，原子力規制委員会がその必要性を判断し，安定ヨウ素剤の服用指示に

ついて，国の原子力災害対策本部又は地方公共団体から出されることとされ

ている。 

     宮城県及びＰＡＺを含む石巻市町等は，原子力災害対策本部の指示又は

独自の判断により，住民等に対し，原則として医師及び薬剤師並びに訓練

を受けた医療関係者及び地方公共団体職員の関与の下で安定ヨウ素剤を配

布するとともに，服用の指示又は指示を伝達するものとする。」（甲Ｂ２

の７７頁）。 

県のガイドラインは安定ヨウ素剤の受領について以下のとおり規定してい

る。 

「避難指示と同時に安定ヨウ素剤の配布指示が発令された場合，配布対象とな

る住民等は宮城県又は関係石巻市町が指定する配布場所を経由し，安定ヨウ

素剤を受領すること。」（甲Ｂ３の２１頁） 

⑶ 安定ヨウ素剤の緊急配布ができない 

     安定ヨウ素剤は，適切なタイミングで服用することにより予防又は低減
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をすることができる。すなわち放射性ヨウ素に曝露される２４時間前から

曝露後２時間までの間に安定ヨウ素剤を服用する必要がある。曝露後１６

時間以降であればその効果はほとんどないと報告されている。逆に放射性

ヨウ素に曝露後２４時間以上経過して安定ヨウ素剤を服用すると，甲状腺

に蓄積された放射性ヨウ素の生物学的半減期を延長させるため有益性より

も有害性が大きくなる可能性があるとされている（甲Ｂ１４の１の５頁，

甲Ｂ１４の２の３頁）。 

   また，服用を指示するにあたっては，原則として医師が関与し，副作用の

可能性もあることから医療関係者の指示を尊重して合理的かつ効果的に行う

ことが必要とされている（甲Ｂ１４の１の１８頁，甲Ｂ１４の２の１３

頁）。それ故，県も計画のなかで，「原則として医師及び薬剤師並びに訓練

を受けた医療関係者及び地方公共団体職員の関与の下で安定ヨウ素剤を配布

するとともに，服用の指示又は指示を伝達する」と規定したのである。 

しかし，以下の理由により安定ヨウ素剤を適切な時期と適切な方法で緊急

配布することは困難であり，同時に専門家の関与の下に服用させることも困

難である。 

① 配布場所が一時集合場所と検査所であれば服用すべきタイミングに服用

することができない 

市は，安定ヨウ素剤を一時集合場所において配布し，県は検査所におい

て緊急配布することにしている（甲Ｂ７の２の２の１７頁）。 

しかし，一時集合場所に安定ヨウ素剤を配布する人員の確保につい

て，市は「現在検討中です」と回答している（同）。一時集合場所で安

定ヨウ素剤を配布する人員を確保できるかどうか，確保できたとしても

一時集合場所に安定ヨウ素剤を適切な時期に届けられるかどうかが明ら

かになっていない。 

検査所については，上記のとおり，検査所自体が予定どおり稼働でき
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るかどうか不明であり，稼働ができたとしても避難車の検査に何日もか

かることが予想され，その間避難者は路上で放射性物質に晒されたまま

待機を余儀なくされることになるのであるから，検査所でタイミングを

失せず安定ヨウ素剤を配布できる保証は全くない（甲Ｂ７の３の２の１

３頁の①の回答）。 

 

② 医師及び薬剤師並びに訓練を受けた医療関係者及び地方公共団体職員 

の関与の下で配布することができない 

上記のように県の計画では，医師及び薬剤師並びに訓練を受けた医療

関係者及び地方公共団体職員の関与の下で配布し服用の指示（指示の伝

達）も，それらの立場の人達によって行うことになっている。一時集合

場所と検査所にそれらの立場の人を配置できるのかとの原告らの質問に

対し，県は「安定ヨウ素剤の緊急配布時の体制につきましては，現在検

討を行っております。」と回答し，配置できる体制が未整備であること

を認めている（甲Ｂ７の３の２の１３頁）。 

 

③ 配布及び服用の必要性を判断し，指示を下すオフサイトセンター内の現

地本部がいつ立ち上げられるか不明 

ＵＰＺ内における安定ヨウ素剤の服用については，原子力規制委員会

が原子力施設の状況，緊急時モニタリング結果等に応じて，配布及び服

用の必要性を判断し，現地本部が指示することとされている（甲Ｂ７の

３の２の１４頁）。 

しかし上記のように肝心のオフサイトセンターの現地本部の意思決定

システムが定まっておらず，判断を下すための主なメンバーがいつ参集

できるかも判明していない。 

配布及び服用の必要性を判断する主体をいつ立ち上げられるか不明 
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である以上，適切な期間内に安定ヨウ素剤が住民に届き，服用について

専門家による適切な指示が出せる保証は全くないと言わざるを得ない。 

⑷ まとめ 

以上のような現状に照らせば，原告らは，適切な時期に安定ヨウ素剤を受

領し専門家による服用の指示を受け，服用することは困難である。 

 

８ 女川地域原子力防災協議会の中核である作業部会が避難計画の実効性を調

査・確認していない（実効性が欠けている第８の理由のその１） 

   その主な理由は以下の２点にある。 

（Ａ）避難計画の策定主体である県と市が，自ら策定した避難計画の実効性を自

ら検証する姿勢を放棄し，女川地域原子力防災協議会において「具体性・合

理性」が「確認」され，国の防災会議で「了承」されれば，実効性は確保さ

れたものとみなすという態度をとっていること（甲Ｂ１５の１の２～３）。 

（Ｂ）作業部会の作業が 

（イ）避難計画の実効性を確保するための課題あるいは方針の整理 

（ロ）実効性が欠けている部分の摘出とそれに基づく計画の修正 

（ハ）修正計画を実行した結果の検証 

のうち（イ）でストップし，課題に対する抽象的な方針が立てられていることを

もって「具体性・合理性」があることを「確認」するという方針で行われている

こと。 

 

 （Ａ）と（Ｂ）の馴れ合いが実効性の向上を阻んでいる最大の原因である。以

下（Ｂ）について述べる。 

  

⑴ 避難退域時検査場所（以下「検査場所」）と避難経路との関係について 

 平成３０年３月１９日の作業部会で東松島市から「退域時検査ポイントの確
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定版はいつ示されるか。検査ポイントが定まらない段階では複合災害時の避難

経路も決められないのではないか。」との質問が出され，それに対して県は

「現在素案として１３か所提示しているが，その他の候補ポイントについての

精査も必要なため確定はまだ先の話となる。」と回答している。これを受けて

内閣府が「現在の素案ベースで経路案を設定し，それを基に県とやり取りを重

ねたうえで検査ポイントと避難経路を決めていくという方法ではどうか。」と

アドバイスし，県が「やり取りを重ねたうえで決めていきたい。」と回答して

いる（甲Ｂ１５の３の１）。 

 しかし，検査場所と避難経路との組み合わせについての県とのやり取りは，

その後行われていない。検査場所の確定が行われていないからである。その結

果，上記（２）のように検査場所と協議会に参加している各市町の避難経路と

の組み合わせは未了となっている。 

 また，同日の作業部会で市から「県より退域時検査ポイントの処理能力の想

定が示されているが，現実は想定よりも時間がかかっているため，渋滞するこ

とが予想される。また，渋滞すると避難経路外の道を使用する避難者も出てく

るのではないか。」という極めて重要な問題点が指摘されたが，県は「退域時

検査ポイントの第１案を４月早々に示したい。」と述べたのみで，その後，検

査場所の処理能力と交通渋滞の問題について作業部会で議論されたことはな

い。 

検査所が予定通り稼働できるかどうかについて，市と県は，「鷹来の森運動公

園を含む各避難退域時検査場所における必要人員及び要員等の体制について，

現在，国のマニュアルに沿った検査手法の確認・検証を行いながら検討作業を

進めている」と回答し，検査所の稼働に必要な要員と物資の体制を明らかにし

ていない（甲Ｂ７の２の２の６頁）。体制が明らかになる時期はいつかとの重

ねての質問に対しては「避難退域時検査場所の体制については，原子力発電所

の事故の状況により，必要となる人員，物資及びそれらが明らかとなる時期が
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異なりますが，そうしたことも含め，現在検討作業を進めているところです」

と回答し，体制が明らかになる時期すら回答していない（甲Ｂ７の３の２の５

頁）。検査場所の整備と稼働能力が不明のまま，（検査場所を原因とする）交

通渋滞の問題についても手がつけられず，女川地域原子力防災協議会における

避難計画の「具体的・合理的」の手続の「確認」が行われたのである。 

 さらに同日，市から「バス協会との協定について，形だけの協定にならない

ようにどのような対応をとるのか。」という，これもまた重要な問題点が指摘

されている。これに対し県は「今後バス協会及び理事会にて協定の内容につい

て協議していく。」と述べているが，現実はバスの確保と手配の実行責任を協

会に押しつけ，形だけの協定になっていることは上記のとおりである。 

 同日，緊急時対応策定に向けて市町による調整が至急必要な課題を整理した

表が同日提出されている（甲Ｂ１５の３の２）。しかし，その後，作業部会に

おいてこれらの項目についての確認は行われていない。 

⑵ 平成３０年４月２６日の作業部会で，女川地域の計画充実化に向けた検討状

況について内閣府薮本専門官から「避難経路の確認」として「避難退域時検査

場所を通過する経路とする必要あり」と指示されている（甲Ｂ１５の４の３の

６頁）。しかしそれがなされないまま，女川地域原子力防災協議会における避

難計画の「具体的・合理的」の手続の「確認」が行われていたことは既に述べ

たとおりである。 

 また，平成３０年４月２６日の作業部会で，県が避難に必要なバスの台数を

バス協会に示すため，避難行動要支援者の退避に関する輸送能力の調査及びＵ

ＰＺ内施設における避難計画策定状況に関する調査を行ったことについて，内

閣府が「ＵＰＺの一斉避難は移動手段が確保できず現実的に不可能であり，段

階的に避難を実施する。仮に今回の調査結果を計画に乗せた場合，「実効性が

ない」と判断されてしまう。アンケートを取る場合は，目的等を整理して実施

してほしい。」と苦言を呈している（甲Ｂ１５の４の１）。ＵＰＺの移動手段
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の確保が困難であることを内閣府は承知しているのである。 

 さらに同日，県から「バス事業者からの課題に対する県の対応方針」が示さ

れている（甲Ｂ１５の４の５）。バス事業者から出された課題のうち，想定さ

れるバス必要台数については「バスの種別ごとに算出中」と回答しているが，

結局算出しないまま「確認」がなされている。バスの確保（事業者への要請）

については，事故発生時の要請方法のみ記載しているが，重要なことはバスの

確保と手配の責任者は継続的に以下のことをすることである。 

 

Ａ 事業者が何人乗りのバスを何台保有しているかを把握する 

Ｂ 原子力災害発生時，バスの運転手の同意の有無も含め，何人乗りのバスを

何台提供してもらえるか事業者毎の見込みを立てておく 

Ｃ 上記Ｂを踏まえ，協会全体からおよそ何台（何人分）のバスを提供しても

らえるかの見込みも立てる 

Ｄ 事業者との連絡網を整備しておく 

Ｅ 休日・夜間も含め，事故発生時に即座に対応できる体制を整えておく 

Ｆ 協会が責任者の場合，上記Ｃの結果を県に通知する。県が責任者の場合，

Ｃで明らかになった不足のバスを他の手段で調達する 

 

事故発生時に突然事業者に要請しても，確保できないことは明らかである。

しかし県はこれらのことを協会に押しつけ，Ａ～Ｆを行うべき責任者が不在の

ままとなっている。 

 「災害時の通信手段」として「ＭＣＡ無線の全事業者・バス運転手への配備

は困難なため，最寄りの事業者（ＵＰＺ内事業者）等に優先的に配備してい

く。」（甲Ｂ１５の４の５）としているが，どこまで配備されたのか，その確

認がなされていない。バスの手配の実行責任を協会に押しつけていることから

して，配備は全く行われていないと判断される。 
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 「運行経路の決定方法」「輸送業務に必要な情報等の提供」については「県

災害対策本部から適切な通信手段を活用して事業者へ情報提供する。」（同）

としているが，適切な通信手段とは何か，それを配備できるのか，事故の時，

実際にそれを活用することが出来るのか等の検証は全く行われていない。 

⑶ 令和元年６月１３日の作業部会で，県から検査場所の候補地案を１６箇所か

ら１８箇所に増やしたことが報告されているが，避難経路との組み合わせと公

表は未了となっており，避難者はどの検査場所で検査を受けるのか全く分から

ない状況に置かれている。輸送関係事業者との調整もバス協会等と協定を結ん

だことを報告しているだけでバス協会から何台のバスを提供してもらえるのか

最も肝心なことが報告されていない。 

⑷ 令和元年１１月１９日の作業部会で，ＵＰＺ内における対応について内閣府

担当から資料及びスライド案（会議後回収）に沿って説明が行われた（甲Ｂ１

５の５の１～３）。資料１の「ＵＰＺ内における主な対応について」は内閣府

が令和２年１月９日の次回作業部会で配布する予定の甲Ｂ１６の１の「ＵＰＺ

内における対応（案）」の骨子である。資料１の中にある「宮城県は，住民の

一時移転等に備え，バス会社等にバスの派遣準備を要請。」は甲Ｂ１６の１の

「ＵＰＺ内における対応（案）」１３頁の「この際，必要となる輸送能力の確

保については，宮城県が，県内のバス会社等から必要となる輸送手段を調

達。」と同じことである。 

そして実際に次回の令和２年１月９日の作業部会で内閣府が配布した甲Ｂ１

６の１の「ＵＰＺ内における対応（案）」が県と市の承認によって「確認」さ

れている。作業部会の「確認」が上記（Ｂ）（イ）の課題に対する抽象的な方

針が立てられていれば十分とし，課題や方針の実効性がどうなっているのか，

実効性が欠けているとすれば原因は何か，その原因をどのように除去するか，

それを誰がいつまで実行するのか，実行した結果はどうだったのかという

（Ｂ）の（ロ）（ハ）を深掘りしない方針を最初からとっていたことが明らか
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である。 

⑸ 以上のように，協議会の中心である作業部会及びそれを主催する内閣府がＵ

ＰＺ内の各自治体の避難計画の実効性を自ら調査し，実効性が確保されている

かどうかを審査しないという方針をとっていない。その結果，県と市の避難計

画の実効性も審査されていない。実効性が確保されているかどうかを審査せず

にそれぞれの課題に抽象的な方針が立てられていればよいというレベルでチェ

ックを終了している。原告らが公開質問書（２）で各自治体の避難計画の実効

性が確保されていることが「確認」の条件かと問い質したところ，内閣府は，

「確認」の主体は協議会であり，内閣府が審査を行うものではないと回答して

いる（甲Ｂ１５の８の１～２）。 

 しかし，令和２年１月９日の作業部会で甲Ｂ１６の１の１～５を配布し「確

認」を求めたのは内閣府である。令和元年１０月２４日の作業部会で甲Ｂ１６

の２の１～２を配布し，「確認」を求めたのも内閣府である。「確認」の事実

上の主体は内閣府であり協議会ではない。甲Ｂ１６の１の１～５及び甲Ｂの１

６の１～２の実効性を問い質した原告らの公開質問書（３）に対して内閣府は

「作業部会開催時点の，女川地域の「緊急時対応」の取りまとめに向けた検討

途上のものであることから，その資料について個々に回答することは差し控え

る。」としている（甲Ｂ１５の９の１～２）。規制委員会が女川原発２号機に

「合格」を与えたことに合わせるべく，強引に「確認」を取り付け，実効性を

確保するうえで必須の様々な課題の審査を置き去りにしてしまったために公開

質問書（３）に回答できないのである。 

⑹ 以上のことは，以下の文書開示の結果からも明らかである。 

①受付ステーションの体制と受付に要する期間 

 内閣府は，甲Ｂ１５の２の別紙１の５の文書については，文書を作成・取

得していないため不開示としている。別紙１の５の文書とは以下の文書であ

る。 
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「女川原発事故時，「女川地域原子力防災協議会」の関係自治体の避難

先自治体が設ける各避難所受付ステーションの受付に必要な期間（各

避難所受付ステーションで受付する必要があると予想される全ての避

難者の受付を終了するまでの期間）及びそれに必要な体制（要員，設

備）が準備されているか否かを同協議会及び作業部会が調査した結果

が記載された文書。そのことに関し，関係自治体から提供を受けた文

書。」 

 

 これによって女川地域原子力防災協議会及び関係自治体において，受付ス

テーションの体制と全ての車両が受付を終了する期間について調査していな

いことが明らかとなった。 

 

②避難に要するトータル日数 

 同別紙１の６の文書についても，文書を作成・取得していないため不開示

としている。同別紙１の６の文書とは以下の文書である。 

 

「女川原発事故時，「女川地域原子力防災協議会」の関係自治体の避難

者が別添の検査場所と避難先自治体の避難所受付ステーション受付を

経て，指定された避難所に到着するまでの日数を同協議会及び作業部

会が調査した結果が記載された文書。そのことに関し，関係自治体か

ら提供を受けた文書。」 

 

 これによって女川地域原子力防災協議会及び関係自治体において，避難者

が検査場所と受付ステーションを経て，避難所に到着するまでの日数を調査

していないことが明らかとなった。 
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③検査場所の体制と検査に要する日数 

 同別紙１の４の文書とは以下の文書である。 

 

「女川原発事故時の別添の避難退域時検査場所のうち，「予備」以外の

検査場所の稼働に必要な期間（同検査所で検査を受ける必要があると

予想される全ての台数の車両の検査終了までの期間）及びそれに必要

な体制（要員，設備）が準備されているか否かを同協議会及び作業部

会が調査した結果が記載された文書。そのことに関し，関係自治体か

ら提供を受けた文書。」 

 

  しかし，開示された文書は基礎資料の域を出るものではない（別紙２）。各

検査場所が稼働を開始するのに何日要するのか，２４時間稼働できる体制をと

れるのか，各検査所にどれだけの数の車両が押しかけるのか，その車両の検査

を終えるのに何日かかるのか，その間，避難者がどういう状況に置かれるのか

という実効性を判断する上で最も重要な事項について調査をしていないことが

これらによって明らかとなった。 

 

９ 令和２年１月９日開催の第２２回女川地域原子力防災協議会作業部会で，内

閣府から甲Ｂ１６の１の１～５が配布された。実効性がないことを無視し，強

引に実効性があるものにする資料である。県と市がこの資料を承認した結果，

「確認」がなされた。同じく令和元年１０月２４日開催の第２０回女川地域原

子力防災協議会作業部会で，内閣府から甲Ｂ１６の２「ＵＰＺ内における対応

（案）」が配布された。県と市はこの資料を承認し，「確認」がなされた。そ

れらの「確認」がどのように実態が無視しているかは以下のとおりである（実
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効性が欠けている第８の理由のその２）。 

⑴ 甲Ｂ１６の１の「ＵＰＺ内における対応（案）」１０頁について 

① 「一時移転等の防護措置が必要になった場合，宮城県災害医療本部が医

療機関の受入候補先を選定するとともに，受入れに関する調整を実施。」

「県は，避難先候補病院に対し避難の受入を要請し，避難準備を整える」

と記載されているが，これまでの県の調整経過に照らし入院患者の受け入

れ先の確保は今後も困難である。 

② 入院患者の搬送手段（車両）と付添人の確保はこれまでの経過に照ら

し，なお困難である。 

⑵ 同１１頁について 

① 「ＵＰＺ内にある全ての社会福祉施設等（１２１施設３，２５１人）に

ついては，施設ごとにあらかじめ避難先施設を確保済み。」と記載されて

いるが，全ての施設が受け入れ先を確保したという事実はない。そのよう

なデータは開示されていない。 

② 大部分の施設において入居者の搬送手段（車両）と付添人の確保は困難

な状況にある。その状況は今後も変わることがない。 

⑶ 同１２頁について 

① 「一時移転等が必要となった在宅の避難行動要支援者は，関係市町が準

備した避難先に一時移転等を行う。」と記載されているが，これまで関係

市町が準備した避難先の具体的な場所は明らかにされていない。 

② 「避難生活に困難が生じる何らかの特別な配慮が必要な在宅の避難行動

要支援者は，宮城県災害対策本部において関係機関と調整し福祉避難所等

へ移動する。」と記載されているが，これまで県災害対策本部が調整した

福祉避難所の具体的な場所は明らかにされていない。 

⑷ 同１３頁について 

① 「ＵＰＺ内での一時移転は，緊急時モニタリングの結果に基づき，対象
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地域を特定し，１週間以内に実施。この際，必要となる輸送能力の確保に

ついては，宮城県が，県内のバス会社等から必要となる輸送手段を調

達。」と記載されているが，ＵＰＺ内の一時移転に必要とされるバスの台

数（座数）は確認未了である。市の一時移転に必要とされるバスの台数

（座数）も同様である。 

② 公益社団法人宮城県バス協会（以下，バス協会）から提供してもらえる

（提供してもらえることを県がバス協会に確認した）バスの台数（座数）

も確認未了である。 

③ バス協会から提供してもらったバスの手配（どのバスをどの一時集合場

所に割り当てるか，避難経路の指示，避難中のトラブルに対する指示等）

の実行責任者は誰か（バス協会か，県の災害対策本部か）につき，双方の

見解が異なり，互いに相手方が実行責任者であると主張している現状で

は，バスの手配も困難である。 

④ 一時集合場所にバスが到着するのに要する日数が不明である。避難退域

時検査場所の検査，避難先自治体の受付ステーションの受付を経てバスが

避難所に到着するのに要する日数も明らかにされていない。路上待機可能

時間を超えることは明らかである。 

⑤ 「宮城県内の輸送手段では不足する場合，他県との応援協定に基づき，

隣接県等から輸送手段を調達。」と記載されているが，隣接県がどこの県

か明らかにされていない。どこの県から何台（座数）のバスを調達できる

のか，隣接県のバスを確保する責任者は誰か（県か，国か），確保に要す

る日数は何日か，確保されたバスがＵＰＺ内の一時集合場所に到着するの

に要する日数が明らかにされていない。 

⑥ 「宮城県が確保した輸送手段で対応できない場合，原子力災害対策本部

からの依頼に基づき，国土交通省が関係団体，関係事業者に対し，協力を

要請することにより必要な輸送能力を確保。」と記載されているが，それ
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らの団体に協力を要請して確保できる輸送能力の詳細（バスの場合は台数

（座数）），確保できると判断する根拠，必要なバスを確保するのに要す

る日数，確保されたバスがＵＰＺ内一時集合場所に到着するのに要する日

数が明らかにされていない。 

⑸ 同９頁について 

「引渡しができなかった児童・生徒は，全面緊急事態で屋内退避を実施。」

と記載されているが，市の広域避難計画においては「避難指示が発令された

場合は，教職員等が生徒とともに一時集合所に移動し，市が確保した避難搬

送用バスにより割り当てられた避難先市町村の避難所まで避難する。」「児

童等の引き渡しは避難所で行う」とされている（甲Ｂ５の２０頁）。この計

画どおりであれば，（大人のバスの確保と手配と同様）避難搬送用バスの確

保と手配はできるのか，確保できたとしても，児童を乗せたバスはどのよう

な避難経路を辿るのか，大人の避難用バスを同じ避難経路を辿るのか，児童

を乗せたバスが割り当てられた避難先市町村の避難所に到着するのに要する

日数が明らかにされていない。 

⑹ 甲Ｂ１６の２のＰＡＺ内の施設敷地緊急事態における対応（案）の９頁に

ついて 

「避難を円滑に行うための対応策」として「ＰＡＺ及びＵＰＺ内の住民の車

両による避難を円滑に行うため，県，関係市町及び県警等により道路渋滞を

把握し，主要交差点等における交通整理・誘導・規制，「道路交通情報板」

等を活用した広報等の交通対策を行う。」と記載されているが，①避難退域

時検査場所による交通渋滞， ②避難所受付ステーションによる交通渋滞，

③避難所の駐車場不足による交通渋滞は対応不可能である。 

⑺ 同１１頁について 

① 「自然災害等により避難先施設が被災した場合の避難先施設の調整」と

して「自然災害等により，避難先施設が使用できなくなった場合は，ＵＰ
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Ｚ外の県内避難先施設（合計４４３施設）を候補として，宮城県及び県内

の市町村が調整のうえ，避難先施設を決定する。」と記載されているが，

県のガイドラインでは自然災害等により避難先施設が被災し，受け入れを

拒否した場合でもその避難先自治体の受付ステーションまで行かなければ

二次避難先を指定してもらうことができない（他の二次避難先の指定方法

は用意されていない）ことになっている。 

仙台市が受け入れを拒否したというニュースが伝わるなかで，二次避

難先の指定を受けるためだけに避難退域時検査場所の交通渋滞，避難所

受付ステーションの交通渋滞をくぐり抜け，仙台市の受付ステーション

に行く避難者はいない。避難者の心理を無視したものである。結果とし

て，避難先自治体が受け入れを拒否した場合の二次避難先の指定は不可

能である。 

② 自然災害等により避難先施設が被災した場合，県内の市町に受け入れの

余裕など生まれるはずがない。余裕が生まれてもどの受付ステーションの

避難者をどの二次避難先に避難させるかの調整（県の災害対策本部，受付

ステーション，県内の市町，避難者の４者間での調整）は極めて困難であ

る。 

   実態を無視した「確認」は実効性を維持することを求める原子力基本法

及び原子力規制委員会設置法，原子力災害対策指針，迅速かつ確実な広域

避難を実施できる体制の構築を求める市の計画及び県のガイドラインに違

反する。 

 

以上，８，９のとおり，女川地域原子力防災協議会の「確認」は実態に合致

せず，基本確認項目に反し，実効性のない避難計画を実効性があるかのように

仮装するものである。 
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国の防災会議の「了承」も瑕疵ある「確認」を承継しており，「確認」と

「了承」を前提にした経済産業大臣の要請も同様である。 

 

１０ 屋内退避によって被ばくリスクを負う（実効性が欠けている第９の理由） 

⑴ 市の計画 

市の計画では，女川原発事故が発生し，まず，緊急事態区分及び緊急

時活動レベル（EAL）における警戒事態（公衆への放射線による影響やそ

のおそれが緊急のものではないが，異常事象の発生又はそのおそれがあ

るため，比較的時間を要する防護措置の準備に着手する段階）において

は，施設敷地緊急事態要避難者（①避難の実施に通常以上の時間がかか

り，かつ，避難の実施により健康リスクが高まらない者，②安定ヨウ素

剤を事前配布されていな者，③安定ヨウ素剤の服用不適切者のうち，施

設敷地緊急事態において早期の避難等が必要な者）の避難準備が進めら

れるとされる。 

そして，次の段階である施設敷地緊急事態（原災法第１０条・公衆に

放射線による影響をもたらす可能性のある事象が生じたため，緊急時に

備えた避難等の主な防護措置の準備を開始する段階）において，施設敷

地緊急事態要避難者の避難を実施するとともに，ＵＰＺ（３０ｋｍ圏

内）の一般住民は屋内退避の避難準備をするものとされる。 

さらに，全面緊急事態（原災法第１５条・公衆に放射線による影響を

もたらす可能性が高い事象が生じたため，確定的影響を回避し，確率的

影響のリスクを低減する観点から，迅速な防護措置を実施する段階）と

なれば，市がＵＰＺの全住民に対し，屋内避難指示をすることとされ，

住民は屋内退避を実施するものとされる（甲Ｂ５の原子力災害時におけ

る石巻市広域避難計画第４・第５）。 

ここで，屋内退避とは，同避難計画上，「住民等が比較的容易に採る
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ことができる対策であり，放射性物質の吸入抑制や中性子線及びガンマ

線を遮へいすることにより被ばくの低減を図る防護措置」とされる（原

子力災害時における石巻市広域避難計画９頁）。 

 ⑵ 屋内退避でも被ばくリスクはある（甲Ｂ１９） 

   ① かかる屋内退避という手段が市の計画に盛り込まれているのは，内

閣府が策定する原子力災害対策指針において，原子力発電所事故時にお

いて，一定の住民において屋内退避をするという考えが採られているこ

とによる。 

     内閣府（原子力防災担当）では，原子力防災研究事業を通して，平成

２３年３月に東京電力福島第一原子力発電所事故が発生した際，高齢者

や傷病者等の要配慮者の中には，無理な避難行動により死亡した者が多

くおり，そのことを教訓の一つとして，避難よりも屋内退避を優先する

ことが必要な場合があること，放出源から比較的離れた区域ではまずは

屋内退避を実施することが有益である等として，原子力防災研究事業を

通して，屋内退避の防護効果について検討を進めているという。 

     かかる検討の過程において，内閣府では，屋内退避についての基本的

考え方や被ばく線量の低減効果，放射線防護対策施設における運用上の

留意点等を，暫定的に整理・取りまとめたものとして，「原子力災害発

生時の防護措置 ―放射線防護対策が講じられた施設等への屋内退避―に

ついて［暫定版］」（甲Ｂ１９）を作成している。 

     そして，かかる文書によれば，原子力発電所事故が発生し，放射性物

質が放出されると，これら放射性物質は，プルーム（放射性物質を含む

空気の塊が煙のように流れる状態）となって，周辺地域へ拡散しながら

流れていくところ，屋内外で住民は外部被ばくと内部被ばくをする可能

性があり，屋内退避した場合は，屋外の空気中に浮遊した放射性物質と

地表面等に沈着した放射性物質からの放射線は建物によって遮へいされ
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て外部被ばく線量が低減し，また，建物の気密性によって，屋内空気中

に浮遊する放射性物質濃度は屋外よりも低くなるため，吸入による内部

被ばく線量も低減するなどという。そして，外部被ばくに関しては，屋

外滞在時に対して，外部被ばく線量は，RC 造建屋に屋内退避した場合は 

９割減，窯業系サイディング外壁の S 造建屋に屋内退避した場合は ６ 

割減，木造建屋に屋内退避した場合は６割減となるという。 

   ② しかし，女川原発 UPZ 地域を含む日本においては，住民の屋内退避先

となるであろう自宅を始めとする建築物は，木造住宅が大半を占めると

ころ，上記の内閣府の説明を鵜呑みにしたとしても，屋外にいた場合に

比して被ばく線量が４割程度も受けることとなり，当該事故によって放

出される放射線量如何によっては，重大な外部被ばくを受け続けること

となる。 

     また，内閣府は，S 造や木造の建屋において，鉛等の遮へい体を壁，

天井，窓等に設置する追加対策を行うことによって，放射線の遮へい効

果を高めることができるなどというが，女川原発の UPZ 住民は１４万人

を超え，膨大な数の住宅が存するところ，追加対策を実行するのは現実

的ではないし，実際，追加対策の目処さえ立っていない。さらには，か

かる追加対策をしたとしても，低減効果は対策前の１，２割程度しかな

く，依然として，屋内退避する住民は，屋外にいた場合に比して少なく

とも半分程度の外部被ばくを受け続けることとなる。 

  ③ 次に，内部被ばくに関してであるが，内閣府は同文書において，内部

被ばくを防ぐには，放射線防護対策が講じられた建屋への屋内退避が有

効であるという。ここで，放射線防護対策として想定される陽圧化と

は，送風機を用いて給気風量を排気風量よりも多くして施設内の気圧を

屋外より高めることで，放射性物質を含む屋外の空気が屋内へ侵入する

ことを防ぐ措置をいうが，一般の RC 造りの建築物はかかる陽圧化などさ
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れていない。しかし，内閣府は，陽圧化した場合には，屋外滞在時と比

較して内部被ばく線量が ９９％低減するという一方で，陽圧化しない場

合（自然換気）では ３割強の低減にとどまる，すなわち，屋外との比較

で７割もの内部被ばくのおそれがあることを自認する。そうすると，仮

に女川原発事故があり，住民が数少ない RC 造りの建築物に屋内退避した

としても，屋外との比較で７割もの内部被ばくを受容しなければならな

いこととなる。 

    このように，女川原発事故が発生した場合，UPZ 住民は，屋内退避を強い

られる間，屋外にいた場合に比べても遜色ないほどの多くの外部被ばく

ないし内部被ばくをすることとなる。 

 

 １１ 結論 

    以上述べたように，検査場所の立ち上げに要する日数＋検査場所での検査

に要する日数＋それによる交通渋滞＋受付ステーションの立ち上げに要する

日数＋受付ステーションの受付に要する日数＋それによる交通渋滞を考慮す

れば，その間避難者が路上の車中で健康を維持していることは不可能であ

り，交通渋滞の問題一つとっても市と県の避難計画に実効性がないことは明

らかである。 

    加えて，４（二次避難先の指定），５（バスの確保と手配），６（入院患

者，高齢者施設等の入居者の避難先と避難手段），７（市の行政機能の移転

先），８（オフサイトセンターの機能），９（安定ヨウ素剤），１０・１１

（女川地域原子力防災協議会のずさんな審査とそれによる実効性の仮装），

１２（屋内退避のリスク），１３（新型コロナ感染対策）等を考慮すれば，

市と県の避難計画はむしろない方がマシである。 

市と県の避難計画に国が実効性があることのお墨付きを与え，市と県がそ

れに乗って実効性が確保されていると公言している現状で原発事故が起きれ
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ば，避難者も市と県も職員もこの計画に従って行動を取らざるを得ず，極め

て悲惨な状態に陥って実効性が欠けていることを知り，避難自体によって多

数の人が命を失い，また，命を失わないまでも長期間悲惨な状態に置かれる

ことになるからである。 

福島第一原発事故から１０年を経て行われた河北新報の世論調査によれ

ば，県と立地２市町が地元同意を決めたことに対し「支持しない」の回答が

５９．６％に上ったこと，避難計画についても「不十分」「どちらかといえ

ば不十分が計６４．４％に上っている（甲Ｂ２４の１～４）。 

 

第９ 実効性の欠けた計画は避難者を危険かつ一層困難な状況に追い込むこと 

   例えば，実効性が欠けている第１の理由（交通渋滞で避難所にたどり着けな

い）の場合，検査所による交通渋滞が何日もかかることを知らず，１～２日で

最終避難所にたどり着けると信じて避難を開始した避難者は，１～２日を過ぎ

ても市内を脱出できないことを知り，そのまま指定避難路に従った避難を継続

するべきか，指定避難路から外れ，自分の判断で避難すべきかの決断を迫られ

る。検査所は放射性物質放出後，「数日後」に稼働を開始することが予定され

ているが，それがさらに遅れることがあることは先に述べたとおりである。検

査を受ける避難者の車両は，その間検査所の入口の前で放射性物質を浴びつつ

門が開くのを待つことになる。しかし，門がいつ開くのか，今の状況ではその

時になってみなければ分からない。 

検査所の開設の遅れとそれによる交通渋滞によって長期間市内を脱出できな

いだけではなく，避難所にたどり着くことも困難であることをあらかじめ知っ

ていれば，指定された避難経路以外のルートで３０ｋｍ圏内からの脱出を優先

することができたにもかかわらず，市と県の避難計画に従ったために，放射性

物質を浴びつつ長期間の路上での危険かつ無駄な待機を余儀なくされる。 

実効性が欠けている第２の理由（非現実的な二次避難先の指定方法）の場
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合，受け入れを拒否された避難先自治体の受付ステーションに行く以外の二次

避難先の指定方法が用意されていない以上，受付ステーションにたどり着くこ

とができなかった避難者はどこに避難してよいか分からない状態のまま放置さ

れる。 

   実効性が欠けている第３の理由（バスによる避難）の場合，上記のように県

は，バスの確保と手配に関し，その実行責任者は協会との態度を崩しておら

ず，逆に協会は，バスの確保についても手配についても実行責任者は県である

としている。この状況では，いざという時のバスの確保のための準備（上記４

（４）①のＡ～Ｆ）責任を持って継続的に行う主体が存在しないことになる。

のみならず，いざという時，バスの提供の要請と提供されたバスを手配する主

体も存在しないことになり，バスの確保と手配は不可能となる。 

   協会と県とのこのような見解の対立が潜んでいることを知らないまま事故が

起き，バスが手配されるものと信じて一時集合場所に集まった避難者は，いつ

までたってもバスが来ず，来るか来ないか，来るとしてもいつ来るか分からな

い，どこに連絡すればそれが分かるのかも分からない状況に立たされ，長期

間，放射性物質を浴びつつ放置される。 

よしんばバスが来たとしても，極度の交通渋滞に巻き込まれることになり，

食料の不足や体調の悪化に耐えきれなくなった避難者達が指定避難路から外れ

た避難を求めても，そのような場合，添乗した市職員はどこに避難するべきか

を判断することができず，路上待機を延々と続けざるを得ない。バスの運転手

の拘束時間が厚生労働省の基準告示を超え，「睡眠を取らずにこれ以上運転を

続けることができない」と運転業務の中止を申し出ても，バスに乗っている避

難者は無論のこと，添乗した市職員もどうしてよいか分からないという事態に

陥る。 

   バスによる避難はそもそも困難であることを事前に分かっていれば別な手を

打つこともできたにもかかわらず，市職員も避難者も計画に従った行動をとっ
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た結果，別な手を打つ機会を奪われ，状況が極めて悪化した後に実効性の欠如

を知り，一層困難な避難を余儀なくされる。路上待機の長期化は放射性物質に

さらされる危険性も増加させる。病院の入院患者や高齢者施設等の入居者の避

難は現状ではほぼ絶望的である。搬送先（避難先）と搬送手段（車両，運転

手）の確保の目途が全くついていないからである。 

オフサイトセンター内の現地本部の立ち上げが困難であることを知らないＵ

ＰＺ内の自治体は，現地本部からの指示を待ち続け，指示がないことを知って

いれば自らの判断で取ることができた処置を取れないでしまうことになる。 

   詰まるところ，計画に実効性がないことを市と県が認めず，そのことを避難

者に知らせないまま事故が発生すれば，市も県も計画どおりに事を進めようと

し，実効性がないことを知らされていない避難者も計画に従って行動する結

果，双方とも避難を開始し，相当期間経過後，極めて厳しい場面に至って実効

性の欠如を知ることになり，「こんなことになることが分かっていれば，計画

に従わず当初の段階から自分の判断で避難すれば良かった」と思うことになる

が，その場面では避難者は無論のこと，避難させる側の市も県も選択肢は限ら

れている。 

以上のように，実効性のない計画に従わせることは，避難者に危険かつ一層

困難な避難を強いることになる。そして，その間，避難者は放射線に曝され，

生命・身体に深刻な被害をこうむる可能性がある。 

 

第１０ 法的請求権について 

１ 人格権に基づく妨害予防請求権としての運転差止請求 

  人の生命・身体は，いうまでもなく人格の根源となる極めて重大な保護法益

であるから，生命，身体に係る人格権が違法に侵害される具体的危険がある場

合には，違法な侵害行為を予防するため，人格権に基づき，当該侵害行為の差

止めを求めることができる。発電用原子炉は，核燃料物質を燃料として使用す
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る装置であり，その運転により，内部に多量の人体に有害な放射性物質を発生

させるものであるから，発電用原子炉施設（原子力発電所）の設置及び原子炉

の運転に係る安全性が確保されないときには，多量の放射性物質が施設外に漏

出し，周辺住民等は被ばくによりその生命，身体に重大な被害を受けるおそれ

がある。したがって，発電用原子炉施設の周辺住民は，その安全性に欠けると

ころがあり，その運転中の事故等によって放射性物質が周辺環境に放出され，

被ばくにより生命，身体を侵害される具体的危険が存在する場合には，当該原

子炉の運転が生命，身体に係る人格権を違法に侵害するおそれがあるものとし

て，人格権による妨害予防請求権に基づき，当該原子炉の運転の差止めを求め

ることができる。 

 

２ 避難計画等の深層防護の第５の防護レベルと人格権侵害について 

  原子力発電所は，原子炉の運転により人体に有害な多量の放射性物質を発生

させることが不可避であり，多量の放射性物質を封じ込め管理し続けることが

できなければ，安全であるということはできない。したがって，原子力発電所

の設置者には，高度な科学技術により原子炉を制御し放射性物質を安全に関し

することが求められるのであり，原子力基本法，原子力規制委員会設置法及び

原子炉等規制法は，福島第一発電所事故の教訓を踏まえ，安全の確保を旨とし

て，専門的知見に基づき中立公正な立場で独立して職権を行使する原子力規制

委員会に安全確保に係る基準の策定を行わせ，発電用原子炉施設の設置を同委

員会による許可制とするなどして，規制を行うものとしている。 

  しかし，原子炉運転中に事故の要因となる自然災害等の事象がいつどのよう

に生じるかという予測を確実に行うことはできず，いかなる事象が生じたとし

ても，発電用原子炉施設から放射性物質が周辺の環境に絶対に放出されること

のない安全性を確保すること（いわゆる絶対的安全性を要求すること）は，現

在の科学技術水準をもってしても，達成することは困難といわざるを得ない。 
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  そこで，周辺住民に対して大きなリスク源となる発電用原子炉施設が，予測

の不確実さに対処しつつリスクの顕在化を防いで安全性を確保するための方策

として，深層防護の考え方を適用することが有効とされており，ＩＡＥＡは第

１から第５までの防護レベルによる深層防護の考え方を採用している。 

  そして，ＩＡＥＡの加盟国である我が国の原子力基本法は，原子力利用の安

全の確保について確立された国際的な基準を踏まえるものとしており，原子力

規制委員会は，ＩＡＥＡの上記深層防護の考え方を踏まえ，原子炉等規制法の

委任を受けて制定した設置許可基準規則等において，第１層から第４層に相当

する安全対策を規定し，避難計画等の第５層の安全対策については，災害対策

基本法及び原子力災害対策特別措置法によって措置がされることにより，もっ

て，発電用原子炉施設の安全を図るものとしている。 

  そうすると，我が国においても，発電用原子炉施設の安全性は，深層防護の

第１から第５の防護レベルをそれぞれ確保することにより図るものとされてい

るといえることから，深層防護の第５層が欠落し又は不十分な場合には，発電

用原子炉施設が安全であるということはできず，周辺住民の生命，身体が害さ

れる具体的危険性があるというべきである（甲Ａ４９ 水戸地裁令和３年３月

１８日判決）。 

 

３ 深層防護の第５層としての避難計画について 

 原子力災害対策指針は、原子力災害対策重点区域として異常事態の発生を仮

定しその影響が及ぶ可能性があるとしてあらかじめ重点的に対策を講じておく

ことが必要とされる区域（ＰＡＺ及びＵＰＺ）を設定していることに照らす

と、深層防護の第５層が達成されているというためには、少なくとも、ＰＡＺ

及びＵＰＺにおいて全面緊急事態に至った場合、同指針による避難等の防護措

置が実現可能な計画及びこれを実行し得る体制が整っていなければならないと

いうべきである。 
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 然るに、女川原発について全面緊急事態を想定して県及び市が策定している

避難計画は、実現することが可能とはいえず、これを実行し得る体制もまった

く整っていないことは明らかである。もし女川原発について放射性物質を大量

放出するような深刻な事故がおこった場合にこれにしたがって原告らを避難さ

せるとするならば、かえって原告らに無用な被ばくを強いる危険性がある。 

 よって、深層防護の第５層に欠けるところがあるため、女川原発の稼働によ

って原告らの人格権が侵害される具体的危険性があるため、原告らは女川原発

の運転を差し止める請求権を有する。 

 

第１１ 仮処分の結果 

１ 仮処分の申し立てとその結果 

    原告らが令和元年１１月１２日付で人格権に基づく妨害予防請求権とし

ての差止請求権に基づき申し立てた県と市のいわゆる「地元同意」の差止

めを求める仮処分（令和元年（ヨ）第９９号 原子力発電所再稼動同意差止

仮処分命令申立事件）は，令和元年７月６日却下された（甲Ｂ２３の１）。 

    同決定は 

 

「避難計画の実効性が欠如しているという債権者らの主張に係る事実のみをも

って，債権者らの生命又は身体という人格権が侵害される具体的危険性があ

ると解することまではできない。」（２８頁） 

 

「本件２号機において放射性物質放出事故が発生する具体的危険性があること

についても債権者らに主張疎明する責任がある」（２４～２５頁） 

     

とした。 

これは「一つの防護レベルが万一機能し損っても次の防護レベルが機能す
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るようにしなければならない」という深層防護の基本的考え方に真っ向から

反するものである。 

原子力規制委員会の「合格」を得ても， 放射性物質を外に放出する大事

故が起こり得る（安全神話はもはや成立しない）ことを福島第一原発の事故

から学んだ結果，３０キロ圏内の住民の生命・健康を守る避難計画の策定が

自治体に義務づけられたのである（災害対策基本法４条１項及び原子力災害

対策特別措置法５条）。第１層～第４層までの防護が突破される可能性（放

射性物質を外に放出する大事故の可能性）は，避難計画の策定を３０キロ圏

内の自治体に義務づけた立法事実注である。 

福島原発事故以後，第１層～第４層までの防護が突破される可能性がある

ことを前提に第５層の防護が法的に強化されたのである。 

３０キロ圏内の住民が安心して暮らせるための最後の手段が避難計画であ

り，その不備を追及する住民に，放射性物質を外に放出する大事故が起きる

ことの具体的立証することを求めるのは，この立法事実を無視している。 

原告らは，宮城県と石巻市に避難計画の策定を義務づけた立法事実（いつ

どのような条件の下に発生するかの予測はできなくても，第１層～第４層ま

での防護が突破され放射性物質を外に放出する大事故は起こり得る）に基づ

き，本件申立に及んだのであり，大事故の可能性は立法事実によって既に明

らかである。 

その意味において同決定は，深層防護の考え方を無視していると言わざる

を得ない。又，同決定は２７頁で福島第一原発事故後の避難計画の位置付け

に関する原告らの主張をまとめ，末尾で 

 

「これらによれば，本件２号機において放射性物質放出事故が発生する具体的

危険性の有無という第１層から第４層までの防護レベルとは無関係に，債務

者らにおいて災害対策基本法及び原災特措法に基づく避難計画の作成，毎年
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の検討及び修正の義務を尽くす必要があることは，債権者らの指摘するとお

りである。」（２７頁） 

 

と判断し，原告らの主張に理解を示しているにもかかわらず，直後 

 

「債権者らの人格権侵害を理由とする差止請求の可否という観点からは，本件

２号機において放射性物質放出事故が発生する具体的危険性があることの主

張疎明がない以上は…」（２８頁） 

 

と戻っているが，戻る必要はないのである。 

先に述べたように，福島第一原発事故後，第１層から第４層までの防護レ

ベルとは無関係に，宮城県や石巻市に災害対策基本法及び原災特措法に基づ

く避難計画の作成等を義務づけたのは，福島第一原発事故によって安全神話

はもはや成立しないことを学んだ結果である。１層から４層が突破される可

能性があると考えて避難計画を義務づけたのであるから，本件２号機におい

て放射性物質放出事故が発生する具体的危険性があることの主張疎明は不要

であり，同決定は自ら正当と認めた福島第一原発事故後の避難計画の位置付

けに関する前記原告らの主張のまとめと矛盾している。 

さらに同決定は，実効性の欠如のレベル（５層の不備が甚だしければ人格

権が侵害される具体的危険性がある）と知事の態度を検証していない。実効

性の欠如のレベルが甚だしく（「ない方がまし」というレベル），最終の避

難所にたどり着けないまま大量被ばくを強いられる危険性があるだけではな

く，避難の途中で生命を落とす人もいると予想されるにもかかわらず，県と

市はその事実に向き合うことを拒否している。 

国が「具体的」「合理的」と認めれば一定の合理性は保証されたと明言す

る県と市の態度は，住民にとってこの上なく危険なことである。３０キロ圏



130 

 

内の住民は，放射性物質を外に放出する大事故が起きた場合，避難できない

のではないかとの不安にさらされ，安心して暮らせないからである。 

被ばくの危険と直結するだけに，５層（避難計画）の実効性の欠如は，３

０キロ圏内の住民にとって，１層から４層までの実効性の欠如よりも深刻な

問題である。３０キロ圏内の住民の住民にとっての５層（避難計画）の実効

性の重要性を考慮すれば，それにメスを入れるべきであったにもかかわら

ず，同決定はそれを怠っている。 

 

２ 即時抗告とその結果 

それ故，原告らは令和２年７月１０日付で仙台高裁に即時抗告を行った

（令和２年（ラ）第１１５号 原子力発電所再稼動同意差止仮処分命令却下

決定に対する即時抗告事件）。即時抗告につき仙台高裁は令和２年１０月２

３日， 

 

「人格権の侵害を予防するために必要であるとはいえない」（５頁，１０頁） 

「抗告人らに生ずる著しい損害又は急迫の危険を避けるために必要とするとき

にあたらない」（１０頁） 

「避難計画の実効性が不十分であるという観点から再稼働の直接の原因ではな

いこれらの行為を差し止めるほどの必要性は，直ちに認められるものではな

い。」（９頁） 

 

として抗告を棄却した（甲Ｂ２３の２）。 

その中で，抗告審の決定は「（事前了解や理解の表明は）東北電力の再稼働

と同視できない」との判断を明らかにした。すなわち， 

 

「（事前了解）や（理解の表明）は２号機を再稼働させる東北電力の行為と同
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視できるものではない」（５頁） 

「抗告人らに生ずる生命，身体の被害の危険は，あくまで東北電力が女川原子

力発電所２号機の再稼働をすることを直接の原因として生ずる危険であっ

て，抗告人らが差止めを求める宮城県や石巻市の行為を直接の原因として生

ずる危険ではない。」（９頁） 

「東北電力の事前協議への了解や，再稼働への国の方針への理解の表明は，再

稼働の直接的な原因行為として位置付けられるものではない。」（９頁） 

「２号機の再稼働の判断は，事業者である東北電力が，２号機の工事が完了す

る令和４年以降に，立地自治体の意見のほか，法定の諸手続の履践状況等を

始めとした諸情勢を総合的に判断して行われるのである。」（９頁から１０

頁） 

「（了解，理解の表明は）２号機を再稼働させる東北電力の行為と同視できる

ものではなく」（１０頁） 

 

として，（事前了解や理解の表明は）東北電力の再稼働と同視できないとし

ている。 

一方で，放射性物質放出事故が発生する具体的危険性があることについて

も主張疎明する責任があるとした原審決定を維持していない。抗告審の決定

は，避難計画の実効性に問題があると認めつつも，今までの努力でなぜ避難

計画の実効性を確保できなかったのか（その原因），今後の努力によって避

難計画の実効性が確保されるのか（見通し）に踏み込んでいない。結局，抗

告審においても県と市の避難計画の実効性は審理の対象にならなかったので

ある。 

県と市の事前了解や理解の表明が，被告による再稼働と同視できず，それ

故，避難計画が審理の対象とならないということであれば，２号炉を再稼働

させる主体である被告に対し，避難計画の実効性を問わざるを得ない。 
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第１２ 結語 

以上のように，県と市の避難計画は実効性が欠けている（深層防護の第５

レベルが確保されていない）ことは明らかであり，その場合，周辺住民の生

命，身体が害される具体的危険性があるというべきである（甲Ａ４９ 水戸

地裁令和３年３月１８日判決）。 

被告は，第５の防護レベルの責任主体は地方自治体にあり，その不備を理

由にして被告に対し運転差止めを求めることはできない旨の反論を行うかも

しれない。しかしそれは，誤りである。原子力規制委員会の安全審査は第４

層までについて審査している。そしてその審査基準をクリアーしなければ原

子炉の運転を許可しないという規制をしている。それは行政規制である。行

政の規制手続に合格したことで，原子炉の安全が実体的に確保されたことに

はならない。これまでも設置許可を得た原子炉について運転差止めを求める

民事裁判が行われ，「裁判を受ける権利」が確保されている。 

第５の防護レベルは，本来なら「立地審査指針」により原子炉等規制法制

の下での審査が為されるべきであったところ，特殊日本的な状況下で，原子

力規制委員会の安全審査の対象から外され，災害対策基本法及び原子力災害

対策特別措置法の法制度により，国や地方自治体が第５の防護レベルを「法

律上」整備することになっている。しかし本当にきちんと整備されているか

否かを「審査」する手続もなく，住民による不服申立権もない。 

被告は，第５の防護レベルの合否判定に関与する立場にないが，第４の防

護レベルまでについての規制手続に合格した場合でも，運転差止めの民事訴

訟が行われるのであるから第５の防護レベルについて合否判定の手続きに関

与する立場にないことを理由に，運転差止めの民事訴訟の被告になることは

ないという法理論があり得ないことは明らかである。よって請求の趣旨記載

の判決を求める次第である。 

以上 
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添付書類 

１．訴状副本               １通 

２．証拠説明書（甲Ａ号証）        ２通 

３．証拠説明書（甲Ｂ号証）        ２通 

４．甲Ａ第１号証～同第５５号証     各２通 

５．甲Ｂ第１号証～同第２４号証     各２通 

６．訴訟委任状             １７通 

７．資格証明書              １通 
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原告代理人目録 

 

〒９８０－０８１１ 仙台市青葉区一番町２－１１－１２ 

プレジデント一番町４０２ 

小野寺・畠山法律事務所（送達場所） 

電話 ０２２－２６７－５４３２ 

FAX ０２２－２６７－５４３９ 

弁 護 士   小 野 寺   信  一 

  弁 護 士   畠  山   裕  太 

 

〒９８０－０８１１ 仙台市青葉区一番町１－４－３０ さのやビル６階 

          仙台さくら法律事務所 

弁 護 士   鈴  木   宏  一 

 

〒９８０－０８１１ 仙台市青葉区一番町１－１１－１６ 

朝日プラザ一番町１１０６ 

松澤法律事務所 

弁 護 士   松  澤   陽  明 

 

〒９８０－０８２２ 仙台市青葉区立町１１－１７シティハイム立町１０１ 

坂野法律事務所 

弁 護 士   坂  野   智  憲 

 

〒９８６－０８３２ 宮城県石巻市泉町４丁目１番２０号 

          庄司・松浦法律事務所 

            弁 護 士   松  浦   健 太 郎 
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〒９８０－０８１１ 仙台市青葉区一番町２－１１－１２ 

プレジデント一番町３０６ 

十河・渡部法律事務所 

弁 護 士   若  山   優  華 

 

〒８１２－００５４ 福岡県 福岡市東区馬出２－１－２２ 

福岡五十蔵ビル２階 

弁護士法人奔流 

弁 護 士   甫  守   一  樹 


